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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　６００～９００ｎｍの波長域での分光吸収スペクトルにおいて、８１８～８３５ｎｍの
範囲に最大ピーク波長を有することを特徴とするヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料
。
【請求項２】
　平均粒径が０．２０μｍ以下であり、且つ、ＢＥＴ比表面積が４５ｍ２／ｇ以上である
ことを特徴とする請求項１記載のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料。
【請求項３】
　一次粒子径の最大値が０．３μｍ以下であることを特徴とする請求項１又は２記載のヒ
ドロキシガリウムフタロシアニン顔料。
【請求項４】
　ＣｕＫα特性Ｘ線を用いたＸ線回折スペクトルにおいて、ブラッグ角度（２θ±０．２
°）７．５°、９．９°、１２．５°、１６．３°、１８．６°、２５．１°及び２８．
３°に回折ピークを有することを特徴とする請求項１～３のうちのいずれか一項に記載の
ヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料。
【請求項５】
　２５℃から４００℃まで昇温したときの熱重量減少率が２．０～４．０％であることを
特徴とする請求項１～４のうちのいずれか一項に記載のヒドロキシガリウムフタロシアニ
ン顔料。
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【請求項６】
　ＣｕＫα特性Ｘ線を用いたＸ線回折スペクトルにおいて、ブラッグ角度（２θ±０．２
°）６.９°、１３.２～１４.２°、１６.５°、２６.０°及び２６.４°、又は、７.０
°、１３.４°、１６.６°、２６.０°及び２６.７°に回折ピークを有するヒドロキシガ
リウムフタロシアニン顔料を湿式粉砕処理することによって結晶変換するヒドロキシガリ
ウムフタロシアニン顔料の製造方法であって、
　前記湿式粉砕処理は、外径０．１～３．０ｍｍの球形状のメディアを使用した粉砕装置
により、前記メディアの使用量を前記ヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料１重量部に
対して５０重量部以上として行い、
　前記湿式粉砕処理の時間を、粉砕過程の前記ヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の
吸収波長を測定することにより決定することを特徴とする請求項１記載のヒドロキシガリ
ウムフタロシアニン顔料の製造方法。
【請求項７】
　前記湿式粉砕処理後、更に溶剤による洗浄及び／又は加熱乾燥を行うことを特徴とする
請求項６記載のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の製造方法。
【請求項８】
　分散室の容積に対して２０～５０体積％の分散メディアが充填された分散処理装置を準
備し、前記分散室に請求項１記載のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料と結着樹脂と
有機溶剤との混合物を導入して分散処理し、分散液を得る第１の分散処理工程を備えるこ
とを特徴とする感光層形成用塗布液の製造方法。
【請求項９】
　分散メディアが充填された分散室を含む循環経路を有する分散処理装置を準備し、請求
項１記載のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料と結着樹脂と有機溶剤との混合物を、
下記式（Ａ）で表される条件を満たすように前記循環経路内を循環させて分散処理し、分
散液を得る第２の分散処理工程を備えることを特徴とする感光層形成用塗布液の製造方法
。
　０．３≦（ＶＣ／ＶＯ）≦１．６ ・・・（Ａ）
　［式中、ＶＯは分散室の容積（ｍｌ）を示し、ＶＣは混合物の循環流量（ｍｌ／ｍｉｎ
）を示す。］
【請求項１０】
　前記第２の分散処理工程において、前記分散室の容積に対する前記分散メディアの充填
率を２０～５０体積％とすることを特徴とする請求項９記載の感光層形成用塗布液の製造
方法。
【請求項１１】
　前記顔料が、請求項１～５のうちのいずれか一項に記載のヒドロキシガリウムフタロシ
アニン顔料であることを特徴とする請求項８～１０のうちのいずれか一項に記載の感光層
形成用塗布液の製造方法。
【請求項１２】
　導電性支持体と、該支持体上に配置された感光層と、を備える電子写真感光体であって
、
　前記感光層が請求項１～５のうちのいずれか一項に記載のヒドロキシガリウムフタロシ
アニン顔料を含有することを特徴とする電子写真感光体。
【請求項１３】
　導電性支持体と、該支持体上に配置された感光層と、を備える電子写真感光体であって
、
　前記感光層が請求項８～１１のうちのいずれか一項に記載の感光層形成用塗布液の製造
方法により製造された感光層形成用塗布液を用いて形成されていることを特徴とする電子
写真感光体。
【請求項１４】
　請求項１２又は１３に記載の電子写真感光体と、
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前記電子写真感光体を帯電させるための帯電手段、前記電子写真感光体上に静電潜像を形
成するための露光手段、前記電子写真感光体上に形成された静電潜像をトナーにより現像
してトナー像を形成するための現像手段、及び前記電子写真感光体上に残存したトナーを
除去するためのクリーニング手段からなる群より選ばれる少なくとも１種と、
を備えることを特徴とするプロセスカートリッジ。
【請求項１５】
　請求項１２又は１３に記載の電子写真感光体と、
前記電子写真感光体を帯電させるための帯電手段と、
　前記電子写真感光体上に静電潜像を形成するための露光手段と、
　前記電子写真感光体上に形成された静電潜像をトナーにより現像してトナー像を形成す
るための現像手段と、
　前記トナー像を被転写体に転写するための転写手段と、
を備えることを特徴とする電子写真装置。
【請求項１６】
　前記帯電手段は、当該帯電手段による帯電、前記露光手段による露光、前記現像手段に
よる現像及び前記転写手段による転写を含む電子写真プロセスの１回目における帯電電位
よりも、該電子写真プロセスが所定回数繰り返されたときの帯電電位が小さくなるように
、帯電電位を調整制御する機能を有することを特徴とする請求項１５記載の電子写真装置
。
【請求項１７】
　前記露光手段は、静止状態の前記電子写真感光体を起動させてから該電子写真感光体が
１回転する間に、該電子写真感光体上に静電潜像を形成する手段であることを特徴とする
請求項１５又は１６記載の電子写真装置。
【請求項１８】
　請求項１２又は１３に記載の電子写真感光体を帯電させる帯電工程と、
　前記電子写真感光体上に静電潜像を形成させる露光工程と、
　前記電子写真感光体上に形成された静電潜像をトナーにより現像してトナー像を形成す
る現像工程と、
　前記トナー像を被転写体に転写する転写工程と、
を含むことを特徴とする画像形成方法。
【請求項１９】
　前記帯電工程において、当該帯電工程、前記露光工程、前記現像工程及び前記転写工程
を含む電子写真プロセスの１回目における帯電電位よりも、該電子写真プロセスが所定回
数繰り返されたときの帯電電位が小さくなるように、帯電電位を調整制御して、前記電子
写真感光体表面を帯電させることを特徴とする請求項１８記載の画像形成方法。
【請求項２０】
　前記露光工程は、静止状態の前記電子写真感光体を起動させてから該電子写真感光体が
１回転する間に、該電子写真感光体上に静電潜像を形成する工程であることを特徴とする
請求項１８又は１９記載の画像形成方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料及びその製造方法、感光層形成用塗
布液の製造方法、電子写真感光体、プロセスカートリッジ、電子写真装置、並びに、画像
形成方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、電子写真感光体に使用される光導電物質としては、種々の無機系及び有機系の
光導電物質が知られている。特に有機系光導電物質は、電子写真感光体に使用した場合、
膜の透明性、成膜性及び可とう性を良好なものとすることができるとともに、無公害で、
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比較的低コストである等の利点があるため、従来から様々な提案や研究開発がなされてい
る。また、光導電物質の感光波長領域を近赤外線の半導体レーザの波長領域にまで広げる
ことにより、レーザプリンタ、デジタル複写機、ＦＡＸ等のデジタル記録用の感光体の材
料として使用する要求が高まっており、既に半導体レーザ用の有機光導電物質が幾つか提
案されている。このような光導電物質の中でも、特にフタロシアニン化合物については、
その結晶型と電子写真特性との関係について数多くの報告がなされている。
【０００３】
　フタロシアニン化合物は、通常、その製造方法や処理方法の違いにより多数の結晶型を
示し、この結晶型の違いによってフタロシアニン化合物の光電変換特性が変化することが
知られている。フタロシアニン化合物の結晶型については、例えば、無金属フタロシアニ
ン結晶の場合、α型、β型、π型、γ型、Ｘ型等の結晶型が知られている。また、ガリウ
ムフタロシアニン顔料に関しても、その結晶型と電子写真特性との関係について多くの報
告がなされており、ＣｕＫα特性Ｘ線を用いたＸ線回折パターンにおいて、ブラッグ角度
（２θ±０．２°）７．５°、９．９°、１２．５°、１６．３°、１８．６°、２５．
１°及び２８．３°に回折ピークを有する極めて高感度のヒドロキシガリウムフタロシア
ニン顔料及びそれを用いた電子写真感光体が、光感度、繰り返し特性及び環境安定性に優
れていることが報告されている（例えば、非特許文献１及び特許文献１～２）。
【０００４】
【特許文献１】特開平５－２６３００７号公報
【特許文献２】特開平７－５３８９２号公報
【非特許文献１】Journal of Imaging Science and Technology, Vol.40, No.3, May/Jun
e, 249 (1996)
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、従来のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料は、電子写真感光体の材
料として用いた場合に、感光体の結着樹脂中における顔料の分散不良を生じたり、感度、
帯電性及び暗減衰率等の特性にばらつきを生じたりといった問題点を有しており、それに
より、かぶりや黒点・白点などの画質欠陥が発生し易く、電子写真特性上必ずしも十分な
ものではなく、更なる改善が望まれていた。
【０００６】
　本発明は、上記従来技術の有する課題に鑑みてなされたものであり、電子写真感光体の
材料として用いた場合に、優れた分散性と、十分な感度、帯電性及び暗減衰特性とが得ら
れ、かぶりや黒点・白点などの画質欠陥を生じることなく長期間にわたって安定した画像
品質を得ることが可能なヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料、及びかかる顔料を効率
的に且つ確実に製造することが可能なヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の製造方法
、感光層形成用塗布液の製造方法、電子写真感光体、プロセスカートリッジ、電子写真装
置、並びに、画像形成方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者らは、上記目的を達成すべく鋭意研究を重ねた結果、特定の波長域での分光吸
収ペクトルにおいて特定の範囲に最大ピーク波長を有するヒドロキシガリウムフタロシア
ニン顔料であれば、電子写真感光体用の光電導物質として非常に優れた性能を発現するこ
とができ、上記目的が達成されることを見出し、本発明を完成するに至った。
【０００８】
　すなわち、本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料は、６００～９００ｎｍの
波長域での分光吸収スペクトルにおいて、８１８～８３５ｎｍの範囲に最大ピーク波長を
有することを特徴とするものである。
【０００９】
　フタロシアニン顔料は、その結晶中の分子配列によってフタロシアニン分子間の相互作
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用が変化し、結果として分子配列の状態がスペクトルに反映される。このとき、上記のよ
うに、分光吸収スペクトルにおいて８１８～８３５ｎｍの範囲に最大ピーク波長を有する
ヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料であれば、電子写真感光体の材料として用いた場
合に、結着樹脂に対する分散性が良好であり、十分な感度、帯電性及び暗減衰特性が得ら
れ、それにより、かぶりや黒点・白点等の画質欠陥を生じることなく長期間にわたって安
定した画像品質を得ることが可能となる。ここで、上記最大ピーク波長は、６００～９０
０ｎｍの波長域での分光吸収スペクトルにおいて複数のピークが存在する場合には、その
中で最大の吸光度を示すピーク波長を意味する。
【００１０】
　なお、６００～９００ｎｍの波長域での分光吸収スペクトルにおいて、例えば、通常８
４０～８７０ｎｍの範囲にピーク波長を有する従来のＶ型ヒドロキシガリウムフタロシア
ニン顔料（ＣｕＫα特性Ｘ線を用いたＸ線回折パターンにおいて、ブラッグ角度（２θ±
０．２°）７．５°、９．９°、１２．５°、１６．３°、１８．６°、２５．１°及び
２８．３°に回折ピークを有するヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料）のように、８
３９ｎｍを超える範囲に最大ピーク波長を有するヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料
の場合、これを電子写真感光体の材料として用いると、暗電流の増大やかぶり等が発生し
やすくなる。これは、吸収波長が長波長側にシフトしていることから、ヒドロキシガリウ
ムフタロシアニン顔料は分子間の相互作用が比較的強い状態にあり、結晶中を電荷が流れ
やすい状態となっているためであると本発明者らは推察する。
【００１１】
　一方、８１０ｎｍ未満の範囲において最大ピーク波長を有するヒドロキシガリウムフタ
ロシアニン顔料（８１０～８３９ｎｍの範囲や８３９ｎｍを超える範囲にピークが存在す
るが、より吸光度の高いピークが８１０ｎｍ未満の範囲に存在する場合のものを含む）の
場合、これを電子写真感光体に用いると、感度の低下や残留電位の上昇等が発生しやすく
なる。これは、吸収が短波長側にシフトしていることから、ヒドロキシガリウムフタロシ
アニン顔料は分子間の相互作用が比較的弱い状態にあり、結晶中を電荷が流れ難い状態と
なっているためであると本発明者らは推察する。
【００１２】
　また、本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料は、平均粒径が０．２０μｍ以
下であり、且つ、ＢＥＴ比表面積が４５ｍ２／ｇ以上であることが好ましい。また、本発
明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料は、一次粒子径の最大値が０．３μｍ以下で
あることが好ましい。かかる顔料を電子写真感光体の材料として用いた場合、結着樹脂に
対する顔料の分散性を向上することができるとともに、感度、帯電性及び暗減衰特性のば
らつきを低減することができ、かぶりや黒点・白点等の画質欠陥の発生を十分に防止し、
より長期間にわたって安定した画像品質を得ることが可能となる。
【００１３】
　本発明でいうヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の一次粒子径は、透過型電子顕微
鏡（ＴＥＭ）を用いて下記（ｉ）～（ｉｉｉ）の手順に従って測定することができる。
（ｉ）予め樹脂薄層が貼付され、さらにカーボン蒸着により強化されたＴＥＭ用試料メッ
シュを準備する。
（ｉｉ）ガリウムフタロシアニンをエタノールに分散し、この分散液を上記の試料メッシ
ュ上に滴下し、自然乾燥する。
（ｉｉｉ）試料メッシュ上の滴下部分を、倍率７００倍にてＴＥＭ観察に適した視野を数
～数十箇所観察する。
（ｉｖ）倍率６，０００倍での広視野観察、及び倍率３０，０００倍での狭視野観察をそ
れぞれ５視野について行う。
【００１４】
　なお、上記（ｉｉ）における「ＴＥＭ観察に適した視野」とは、試料全体を代表する視
野を意味するが、凝集体が厚すぎて電子線が透過しない部分がないことが好ましく、また
、広視野（低倍率）で試料が観察面の大部分（７～１０割）を占める視野が望ましい。
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【００１５】
　更に、本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料は、ＣｕＫα特性Ｘ線を用いた
Ｘ線回折スペクトルにおいて、ブラッグ角度（２θ±０．２°）７．５°、９．９°、１
２．５°、１６．３°、１８．６°、２５．１°及び２８．３°に回折ピークを有するこ
とが好ましい。ヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料が、上記の回折ピークを有するも
のであることによって、かかる顔料を電子写真感光体として用いた場合に、優れた光感度
、繰り返し特性及び環境安定性が得られるとともに、十分な帯電性及び暗減衰特性が得ら
れ、画質欠陥を十分に防止し、より長期間にわたって安定した画像品質を得ることが可能
となる。
【００１６】
　また更に、本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料は、２５℃から４００℃ま
で昇温したときの熱重量減少率が２．０～４．０％であることが好ましい。
【００１７】
　ここで、ヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の熱分析の際に観察される２５℃から
４００℃までの熱重量減少率は、ヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の結晶中に含有
される残留溶剤や不純物に依存しており、熱重量減少率を上記の範囲内に制御することに
よって、残留溶剤及び不純物による感度、帯電性、暗減衰特性、繰り返し使用時における
電位の安定性、及び画像品質への影響を十分に抑制することができる。そして、かかる顔
料を電子写真感光体の材料として用いた場合に、より十分な感度、帯電性及び暗減衰特性
が得られ、画質欠陥をより十分に防止し、より長期間にわたって安定した画像品質を得る
ことが可能となる。
【００１８】
　本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の製造方法は、ＣｕＫα特性Ｘ線を用
いたＸ線回折スペクトルにおいて、ブラッグ角度（２θ±０．２°）６.９°、１３.２～
１４.２°、１６.５°、２６.０°及び２６.４°、又は、７.０°、１３.４°、１６.６
°、２６.０°及び２６.７°に回折ピークを有するヒドロキシガリウムフタロシアニン顔
料を湿式粉砕処理することによって結晶変換するヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料
の製造方法であって、前記湿式粉砕処理は、外径０．１～３．０ｍｍの球形状のメディア
を使用した粉砕装置により、前記メディアの使用量を前記ヒドロキシガリウムフタロシア
ニン顔料１重量部に対して５０重量部以上として行い、前記湿式粉砕処理の時間を、粉砕
過程の前記ヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の吸収波長を測定することにより決定
することを特徴とする方法であり、前記湿式粉砕処理において、湿式粉砕処理後のヒドロ
キシガリウムフタロシアニン顔料が、６００～９００ｎｍの波長域での分光吸収スペクト
ルにおいて８１８～８３５ｎｍの範囲に最大ピーク波長を有するものとなるように、結晶
変換状態を湿式粉砕処理液の吸収波長測定によりモニターしながら湿式粉砕処理時間を決
定することが好ましい。
【００１９】
　従来の製造方法により得られるヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の場合、その結
晶構造や製造工程に由来する粗大粒子や粒子の凝集体が生じたり、粒子の形状が不均一と
なりやすく、その粒子の不均一性が光電特性のばらつきや分散性の低下を招き、画質欠陥
を発生させる一因となっていた。これに対して、上記本発明の製造方法によれば、従来の
ヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料が有する高感度特性を維持しながら、従来にない
優れた微粒化状態と粒子均一性を有し、６００～９００ｎｍの波長域での分光吸収スペク
トルにおいて、８１８～８３５ｎｍの範囲に最大ピーク波長を有する本発明のヒドロキシ
ガリウムフタロシアニン顔料を効率的に且つ確実に得ることができる。そして、かかる顔
料を電子写真感光体の材料として用いた場合に、優れた分散性と、十分な感度、帯電性及
び暗減衰特性とが得られ、画質欠陥を生じることなく長期間にわたって安定した画像品質
を得ることが可能となる。
【００２０】
　また、本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の製造方法は、前記湿式粉砕処
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理後、更に溶剤による洗浄及び／又は加熱乾燥を行うことを特徴とする方法であることが
好ましい。かかる方法によれば、特に、２５℃から４００℃まで昇温したときの熱重量減
少率が２．０～４．０％である本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料を効率的
に且つ確実に得ることが可能となる。
【００２１】
　本発明の感光層形成用塗布液の製造方法は、分散室の容積に対して２０～５０体積％の
分散メディアが充填された分散処理装置を準備し、前記分散室に本発明の前記ヒドロキシ
ガリウムフタロシアニン顔料と結着樹脂と有機溶剤との混合物を導入して分散処理し、分
散液を得る第１の分散処理工程を備えることを特徴とする方法である。
【００２２】
　従来、電子写真感光体の感光層を形成する方法としては、フタロシアニン顔料やアゾ顔
料等の電荷発生材料となる顔料を真空蒸着して感光層として形成する方法や、これらの顔
料を結着樹脂に分散させて塗布液を調製し、これを成膜することで感光層を形成する方法
等が用いられている。これらの中でも、後者の塗布液を用いる方法が生産性やコストの面
に優れるため一般的に用いられている。
【００２３】
　この塗布液を用いる方法を採用する場合において、塗布液を製造する際の分散方法とし
ては種々の分散方法があり、ペイントシェイカー、ボールミル、サンドミルといった分散
メディアを使用する分散方法が広く用いられている。そして、分散メディアとしては、ガ
ラス、セラミック、アルミナ、ジルコニア等の球状粒子が用いられている。
【００２４】
　ところで、上記のように分散メディアを用いて分散した塗布液により電子写真感光体の
感光層を形成する場合、この塗布液の分散性は、電子写真感光体の特性に大きな影響を与
える。例えば、顔料の二次凝集が全体的に大きかったり、顔料の中に平均粒径から大きく
外れる粗大粒子が混在していた場合、分散が不十分であるとそのまま大きな粒子が感光層
中に存在することとなる。そして、このような感光層を有する電子写真感光体を用いて画
像形成を行うと、かぶりや黒点等の画質欠陥が生じやすくなる。
【００２５】
　したがって、このような画質欠陥の発生を抑制し、且つ、顔料の分散安定性を良好なも
のとするために、二次凝集した粒子や粗大粒子を十分に分散させて小粒径化する必要があ
った。そのため、塗布液を製造する際には、分散時間を十分に長くするとともに、分散シ
ェアを十分に大きくする必要があった。
【００２６】
　通常の湿式分散の場合、顔料の分散及び小粒径化は、分散時の顔料同士の衝突、顔料の
分散室内壁への衝突、顔料と球状粒子等の分散メディアとの衝突等により、二次凝集した
粒子や粗大粒子が割れたり、ほぐされたりすることによりなされる。このような顔料の分
散及び小粒径化を十分に行う為には、長時間分散や、分散メディアの増量、被分散液の高
粘度化、被分散液の流量調節等により分散シェアを大きくする必要がある。
【００２７】
　しかしながら、分散シェアが大きすぎると、分散時にフタロシアニン顔料やアゾ顔料等
の顔料の結晶型が崩れたり、結晶型が転移したりといった現象が生じ、それにより、得ら
れる電子写真感光体の電気特性が大きく変化して、感度の低下や帯電電位の変動が生じた
り、ゴースト等の画質欠陥が生じたりする問題があった。一般に、フタロシアニン顔料や
アゾ顔料等の結晶多型を示す顔料は、外部からの力によって結晶型が変化しやすいことが
知られているが、ヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料は特に外部からの力により結晶
転移が起こりやすく、過度な分散シェアや長時間の分散処理によって結晶型が容易に変化
し、それにより黒点やかぶり、ゴースト等の画質欠陥の増加や、帯電性の低下が生じやす
いという問題があった。
【００２８】
　したがって、従来、感光層を形成するための塗布液として、顔料の分散及び小粒径化が
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十分になされており、且つ、顔料の結晶型が十分に維持された塗布液を製造することが困
難であった。そのため、黒点やかぶり、ゴースト等の画質欠陥の発生を十分に抑制するこ
とができ、良好な電気特性を有する電子写真感光体を形成することが困難であった。
【００２９】
　これに対して、本発明者らは、上述した本発明の感光層形成用塗布液の製造方法によれ
ば、上記問題点を解決することが可能であることを見出した。すなわち、感光層形成用塗
布液の製造方法において、分散室における分散メディアの充填率を上述した範囲内として
混合物（感光層形成用塗布液となる被分散液）の分散を行うことにより、分散時において
、顔料に過度の分散シェアが加わって結晶型が変化することを十分に抑制しつつ、顔料を
十分に小粒径化することが可能となる。これにより、画質欠陥の発生を十分に抑制するこ
とができ、良好な電気特性を有する電子写真感光体を形成することが可能な感光層形成用
塗布液を得ることができる。
【００３０】
　なお、上記充填率とは、分散処理装置における分散室容積に対する分散メディアの体積
％である。
【００３１】
　また、本発明の感光層形成用塗布液の製造方法は、分散メディアが充填された分散室を
含む循環経路を有する分散処理装置を準備し、本発明の前記ヒドロキシガリウムフタロシ
アニン顔料と結着樹脂と有機溶剤との混合物を、下記式（Ａ）で表される条件を満たすよ
うに前記循環経路内を循環させて分散処理し、分散液を得る第２の分散処理工程を備える
ことを特徴とする方法であってもよい。
０．３≦（ＶＣ／ＶＯ）≦１．６ ・・・（Ａ）
［式中、ＶＯは分散室の容積（ｍｌ）を示し、ＶＣは混合物の循環流量（ｍｌ／ｍｉｎ）
を示す。］
【００３２】
　上記式（Ａ）で表される条件を満たすように分散処理工程を行うことにより、混合物の
分散時において、顔料に過度の分散シェアが加わって結晶型が変化することを十分に抑制
しつつ、顔料を十分に小粒径化することが可能となる。これにより、画質欠陥の発生を十
分に抑制することができ、良好な電気特性を有する電子写真感光体を形成することが可能
な感光層形成用塗布液を得ることができる。
【００３３】
　また、前記第２の分散処理工程において、前記分散室の容積に対する前記分散メディア
の充填率を２０～５０体積％とすることが好ましい。
【００３４】
　これにより、組成物の分散時において、顔料に過度の分散シェアが加わって結晶型が変
化することをより十分に抑制しつつ、顔料をより十分に小粒径化することが可能となる。
これにより、画質欠陥の発生をより十分に抑制することができ、良好な電気特性を有する
電子写真感光体をより確実に形成することが可能な感光層形成用塗布液を得ることができ
る。
【００３５】
　また、本発明の感光層形成用塗布液の製造方法は、前記第１又は第２の分散処理工程で
得られる分散液を遠心分離する遠心分離工程を更に備えていることが好ましい。
【００３６】
　分散処理工程後に遠心分離工程を行うことにより、分散処理工程において分散室及び分
散メディアの摩耗片が混入したり、分散不良の粗大粒子が残存した場合であっても、これ
らを遠心分離により効率よく除去することが可能となり、かぶりや黒点、ゴースト等の画
質欠陥の発生をより十分に抑制することができる電子写真感光体をより確実に形成するこ
とが可能な感光層形成用塗布液を得ることができる。
【００３７】
　また、本発明の感光層形成用塗布液の製造方法において、前記顔料が、本発明のヒドロ
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キシガリウムフタロシアニン顔料である。
【００３８】
　上述した本発明の感光層形成用塗布液の製造方法は、有機系顔料、特にヒドロキシガリ
ウムフタロシアニン顔料を分散させて感光層形成用塗布液を製造する際に特に好ましく適
用することができる。これは、ヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料は、高い感度を有
する反面、大きな分散シェアがかかると結晶型が変化しやすく、電子写真感光体とした場
合の特性の悪化を引き起こしやすいためである。そして、このようなヒドロキシガリウム
フタロシアニン顔料を用いる場合に本発明の感光層形成用塗布液の製造方法により塗布液
を製造することにより、上述した問題点を改善し、画質欠陥の発生を十分に抑制すること
ができ、良好な電気特性を有する電子写真感光体を確実に形成することが可能な感光層形
成用塗布液を得ることができる。
【００３９】
　更に、本発明の感光層形成用塗布液の製造方法において、前記ヒドロキシガリウムフタ
ロシアニン顔料が、上述した本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料である。
【００４０】
　これにより、上記分散処理工程において、顔料の結晶型が変化することをより十分に抑
制することができるとともに、顔料の分散及び小粒径化をより十分に行うことが可能とな
る。そのため、画質欠陥の発生をより十分に抑制することができ、良好な電気特性を有す
る電子写真感光体をより確実に形成することが可能な感光層形成用塗布液を得ることがで
きる。更に、かかる感光層形成用塗布液を用いることにより、良好な画質特性を有する高
感度な電子写真感光体を形成することができる。また、特に上述した本発明のヒドロキシ
ガリウムフタロシアニンを用いると、分散により得られる感光層形成用塗布液中に残留す
る粗大粒子の量を、より少なくすることができる。したがって、かかる感光層形成用塗布
液を用いれば、より塗膜欠陥の少ない、より良好な感光層を形成することが可能となり、
塗膜欠陥に起因する画質欠陥の発生を、より効果的に抑制することが可能となる。
【００４１】
　本発明の電子写真感光体は、導電性支持体と、該支持体上に配置された感光層と、を備
える電子写真感光体であって、前記感光層が上記ヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料
を含有することを特徴とするものであり、前記感光層の分光吸収スペクトルが、８１８～
８３５ｎｍの範囲に吸収ピーク波長を有することが好ましい。
【００４２】
　また、本発明のプロセスカートリッジは、上記電子写真感光体と、前記電子写真感光体
を帯電させるための帯電手段、前記電子写真感光体上に静電潜像を形成するための露光手
段、前記電子写真感光体上に形成された静電潜像をトナーにより現像してトナー像を形成
するための現像手段、及び前記電子写真感光体上に残存したトナーを除去するためのクリ
ーニング手段からなる群より選ばれる少なくとも１種と、を備えることを特徴とするもの
である。
【００４３】
　更に、本発明の電子写真装置は、上記電子写真感光体と、前記電子写真感光体を帯電さ
せるための帯電手段と、前記電子写真感光体上に静電潜像を形成するための露光手段と、
前記電子写真感光体上に形成された静電潜像をトナーにより現像してトナー像を形成する
ための現像手段と、前記トナー像を被転写体に転写するための転写手段と、を備えること
を特徴とするものである。
【００４４】
　これらの電子写真感光体、プロセスカートリッジ及び電子写真装置は、いずれも上記本
発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料を使用するものであり、顔料の分散性に優
れるとともに、十分な感度、帯電性及び暗減衰特性とが得られ、それによって、かぶりや
黒点・白点などの画質欠陥を生じることなく長期間にわたって安定した画像品質を得るこ
とが可能となる。
【００４５】
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　また、本発明の電子写真感光体は、導電性支持体と、該支持体上に配置された感光層と
、を備える電子写真感光体であって、前記感光層が上述した本発明の感光層形成用塗布液
の製造方法により製造された感光層形成用塗布液を用いて形成されていることを特徴とす
るものである。
【００４６】
　これにより、画質欠陥の発生をより十分に抑制することができ、良好な電気特性を有す
る電子写真感光体を得ることができる。
【００４７】
　また、本発明の電子写真感光体において、前記感光層が、電荷発生物質を含有する電荷
発生層と、電荷輸送物質を含有する電荷輸送層と、を少なくとも含む構成を有しているこ
とが好ましい。
【００４８】
　このように、感光層が電荷発生層と電荷輸送層とを含む機能分離型（積層型）の感光層
であり、且つ、上述した本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料を含有している
ことにより、感度、帯電性、及びそれらの繰返し安定性等の点で優れた特性を得ることが
できる。また、この場合、本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料は、通常、電
荷発生材料として電荷発生層に含有される。
【００４９】
　また、前記電荷輸送層は、下記一般式（１）で表される構成単位を有する重合体又は共
重合体（以下、必要に応じて「重合体１」という）を含むものであることが好ましい。
【化１】

［式中、Ｒ１～Ｒ８はそれぞれ独立に、水素原子、アルキル基、アラルキル基、アリル基
、置換又は未置換のアリール基、或いは、ハロゲン原子を示し、Ｘ１は、置換又は未置換
のフェニレン基、置換又は未置換のビフェニルレン基、置換又は未置換のナフチレン基、
２価の脂肪族炭化水素基、或いは、２価の環状炭化水素基を示す。］
【００５０】
　更に、前記電荷輸送層は、下記一般式（２）で表される構成単位を有する重合体又は共
重合体（以下、必要に応じて「重合体２」という）を含むものであることが好ましい。
【化２】

［式中、Ｒ１～Ｒ８はそれぞれ独立に、水素原子、アルキル基、アラルキル基、アリル基
、置換又は未置換のアリール基、或いは、ハロゲン原子を示し、Ｘ１及びＹ１はそれぞれ
独立に、置換又は未置換のフェニレン基、置換又は未置換のビフェニルレン基、置換又は
未置換のナフチレン基、２価の脂肪族炭化水素基、或いは、２価の環状炭化水素基を示す
。］
【００５１】
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　電荷輸送層がこのような重合体１及び／又は重合体２を含有することにより、可撓性や
強度に優れるだけでなく、これらの重合体の構成単位内に、極性の大きな部位が含まれな
いことから、本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニンで発生した電荷を効率良く注入
することができる電荷輸送層を得ることができる。
【００５２】
　また、本発明の電子写真装置において、前記帯電手段は、当該帯電手段による帯電、前
記露光手段による露光、前記現像手段による現像及び前記転写手段による転写を含む電子
写真プロセスの１回目における帯電電位よりも、該電子写真プロセスが所定回数繰り返さ
れたときの帯電電位が小さくなるように、帯電電位を調整制御する機能を有する手段であ
ることが好ましい。
【００５３】
　一般的に電子写真装置においては、電子写真プロセスの繰り返しに伴い電子写真感光体
の表面層の摩耗が進行する。表面層の摩耗が進行すると、電子写真感光体の感光層に印加
される電界強度が上昇することとなる。こうなると、従来のヒドロキシガリウムフタロシ
アニン顔料を用いた場合には、電界強度の上昇に起因して濃度低下等の画質欠陥が発生し
、長期間にわたって安定した画像品質を得ることが困難になるという問題があった。
【００５４】
　これに対して、本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料を用いた電子写真感光
体を備えるとともに、上述した帯電手段を備える電子写真装置であれば、より長期間にわ
たって安定した画像品質を得ることが可能となる。
【００５５】
　より長期間にわたって安定した画像品質を得ることが可能となる理由について、本発明
者らは以下のように推察する。まず、上記のように長期間にわたって安定した画像品質が
得られない要因は、電子写真感光体の表面層の摩耗そのものが原因ではなく、感光層に印
加される電界強度が上昇することが原因となっていると考えられる。したがって、上述し
た帯電手段により電子写真プロセスが所定回数繰り返されたときに電子写真感光体に印加
される帯電電位を減少させ、感光層の摩耗に伴う電界強度の上昇を抑制することで、電界
強度を所定の範囲に維持することができ、それによって画質欠陥の発生を抑制することが
できると考えられる。更に、本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料は、電子写
真プロセスの繰り返しに伴い電子写真感光体の表面層が摩耗し、それによって感光層に印
可される電界強度が上昇した場合であっても、その顔料結晶中に電荷が過剰に流れること
を十分に抑制することが可能であると推察される。以上のことから、本発明のヒドロキシ
ガリウムフタロシアニン顔料を用いるとともに、上述した帯電手段により電子写真感光体
に印加される帯電電位を調整制御することにより、より長期間にわたって安定した画像品
質を得ることが可能となると考えられる。
【００５６】
　また、本発明の電子写真装置において、前記露光手段は、静止状態の前記電子写真感光
体を起動させてから該電子写真感光体が１回転する間に、該電子写真感光体上に静電潜像
を形成する手段であることが好ましい。
【００５７】
　近年、電子写真式画像形成装置においては、作業生産性および省エネルギーの観点から
、画像出力の指令を受けてから１枚目の画像を出力するまでの時間（ＦＣＯＴ）に対する
短縮化の要求が高まりつつある。一般に電子写真感光体は、静止状態から動き出して１～
数回転の間は、帯電電位（ＶＨ）および露光電位（ＶＬ）が微妙に変化する傾向がある。
そのため、従来の電子写真装置においては、通常、帯電電位（ＶＨ）と露光電位（ＶＬ）
が安定するまで電子写真感光体を数回転、空回転させた後、電子写真感光体上に静電潜像
を形成している。このように、電子写真感光体を空回転させた後に露光工程を行うと、空
回転させている時間の分だけＦＣＯＴが長くなってしまうという問題があった。
【００５８】
　例えば、電子写真装置において従来のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料を用いた
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場合にも、上記のように、電子写真感光体が静止状態から動き出して１～数回転の間は、
帯電電位（ＶＨ）および露光電位（ＶＬ）が安定しないという問題があった。これは、ヒ
ドロキシガリウムフタロシアニン顔料の結着樹脂中における分散性、およびその結晶状態
に起因するものであると考えられる。従来のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料は、
先に述べたように、分子間の相互作用が比較的強い状態になっている。これは、露光エネ
ルギーによらず、熱等により自然励起されたフリーキャリアが、結晶中に多数存在しやす
い状態であることを意味する。フリーキャリアが多数存在するヒドロキシガリウムフタロ
シアニン顔料を電子写真感光体の感光層に含有させる場合、フリーキャリア密度がある一
定の密度以下に低下するまでは、その電気的特性は不安定なものになると考えられる。
【００５９】
　このため、従来のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料を用いた電子写真感光体にお
いては、帯電電位（ＶＨ）及び露光電位（ＶＬ）が安定しない１～数回転の間に露光工程
を行って画像を出力すると、前の電子写真プロセスにおける露光履歴（露光像）が次の電
子写真プロセスに現れることにより生じる、いわゆるゴーストと呼ばれる画質欠陥が発生
してしまう。したがって、従来の電子写真装置においては、良好な画像品質を得るために
は帯電電位（ＶＨ）及び露光電位（ＶＬ）が安定するまで電子写真感光体の空回転を行う
必要があり、ＦＣＯＴを短縮することが困難であった。
【００６０】
　これに対して、本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料は、上述したように、
分子間の相互作用が比較的弱い状態になっている。そのため、結晶中のフリーキャリア密
度をある一定の濃度以下に抑えることができ、１～数回転の間においても、帯電電位（Ｖ
Ｈ）及び露光電位（ＶＬ）を安定したものとすることができると考えられる。そのため、
ゴーストの発生を十分に抑制することが可能となる。そして、このようなヒドロキシガリ
ウムフタロシアニン顔料を用いるとともに、上述した露光手段を有する本発明の電子写真
装置によれば、空回転の時間を省略してＦＣＯＴを十分に短縮することができるとともに
、ゴーストの発生が十分に抑制された良好な画像品質を得ることができる。
【００６１】
　本発明の画像形成方法は、上述した本発明の電子写真感光体を帯電させる帯電工程と、
前記電子写真感光体上に静電潜像を形成させる露光工程と、前記電子写真感光体上に形成
された静電潜像をトナーにより現像してトナー像を形成する現像工程と、前記トナー像を
被転写体に転写する転写工程と、を含むことを特徴とする方法である。
【００６２】
　かかる画像形成方法によれば、本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料を使用
した電子写真感光体を用いていることにより、十分な感度、帯電性及び暗減衰特性とが得
られ、それによって、かぶりや黒点・白点などの画質欠陥を生じることなく安定した画質
の画像を長期間にわたって形成することができる。
【００６３】
　また、本発明の画像形成方法は、前記帯電工程において、当該帯電工程、前記露光工程
、前記現像工程及び前記転写工程を含む電子写真プロセスの１回目における帯電電位より
も、該電子写真プロセスが所定回数繰り返されたときの帯電電位が小さくなるように、帯
電電位を調整制御して、前記電子写真感光体表面を帯電させることを特徴とする方法であ
ることが好ましい。
【００６４】
　かかる画像形成方法によれば、本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料を用い
るとともに、上述した帯電工程により電子写真感光体表面の帯電電位を調整制御すること
により、感光層に印加される電界強度を所定の範囲に設定することが可能となり、濃度低
下等の画質欠陥を生じることなく安定した画質の画像をより長期間にわたって形成するこ
とができる。
【００６５】
　更に、本発明の画像形成方法において、前記露光工程は、静止状態の前記電子写真感光
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体を起動させてから該電子写真感光体が１回転する間に、該電子写真感光体上に静電潜像
を形成する工程であることが好ましい。
【００６６】
　かかる画像形成方法によれば、本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料を用い
るとともに、上述した露光工程により電子写真感光体上に１回転目から静電潜像を形成す
ることにより、空回転の時間を省略してＦＣＯＴを十分に短縮することができるとともに
、ゴーストの発生が十分に抑制された良好な画像品質を形成することができる。
【発明の効果】
【００６７】
　本発明によれば、電子写真感光体の材料として用いた場合に、優れた分散性と、十分な
感度、帯電性及び暗減衰特性とが得られ、かぶりや黒点・白点等の画質欠陥を生じること
なく長期間にわたって安定した画像品質を得ることが可能なヒドロキシガリウムフタロシ
アニン顔料、及びかかる顔料を効率的に且つ確実に製造することが可能なヒドロキシガリ
ウムフタロシアニン顔料の製造方法を提供することができる。また、本発明の感光層形成
用塗布液の製造方法によれば、画質欠陥の発生を十分に抑制することができ、良好な電気
特性を有する電子写真感光体を形成することが可能な感光層形成用塗布液を得ることがで
きる。また、上記本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料を用いることによって
、顔料の分散性に優れるとともに、十分な感度、帯電性及び暗減衰特性が得られ、それに
よって、画質欠陥を生じることなく長期間にわたって安定した画像品質を得ることが可能
な電子写真感光体、プロセスカートリッジ及び電子写真装置を提供することができる。更
に、上記本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料を用いることによって、十分な
感度、帯電性及び暗減衰特性とが得られ、それによって、かぶりや黒点・白点などの画質
欠陥を生じることなく安定した画質の画像を長期間にわたって形成することが可能な画像
形成方法を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００６８】
　以下、場合により図面を参照しつつ本発明の好適な実施形態について詳細に説明する。
なお、図面中、同一又は相当部分には同一符号を付することとする。
【００６９】
（ヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料）
　本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料は、６００～９００ｎｍの波長域での
分光吸収スペクトルにおいて、８１８～８３５ｎｍの範囲に最大ピーク波長を有するもの
であり、従来のＶ型ヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料とは異なるものである。また
、８１８～８３５ｎｍの範囲に最大ピーク波長を有するものは、より優れた分散性が得ら
れるため好ましい。このように、分光吸収スペクトルの最大ピーク波長を従来のＶ型ヒド
ロキシガリウムフタロシアニン顔料よりも短波長側にシフトさせることにより、顔料粒子
の結晶配列が好適に制御された微細なヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料となり、電
子写真感光体の材料として用いた場合に、優れた分散性と、十分な感度、帯電性及び暗減
衰特性とを得ることができる。
【００７０】
　本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料は、平均粒径が特定の範囲であり、且
つ、ＢＥＴ比表面積が特定の範囲であることが好ましい。具体的には、平均粒径は、０．
２０μｍ以下であることが好ましく、０．０１～０．１５μｍであることがより好ましく
、０．０１～０．１μｍであることが更に好ましく、０．０１～０．０８μｍであること
が特に好ましく、且つ、ＢＥＴ比表面積は、４５ｍ２／ｇ以上であることが好ましく、５
０ｍ２／ｇ以上であることがより好ましく、５５～１２０ｍ２／ｇであることが特に好ま
しい。
【００７１】
　平均粒径が０．２０μｍより大きい場合、又は比表面積値が４５ｍ２／ｇ未満である場
合は、顔料粒子が粗大化しているか、又は顔料粒子の凝集体が形成されており、電子写真
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感光体の材料として用いた場合の分散性や、感度、帯電性及び暗減衰特性といった特性に
欠陥が生じやすい傾向にあり、それにより画質欠陥を生じやすい傾向にある。
【００７２】
　また、本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料は、粒径が大きい粗大粒子を含
有しないことが好ましい。具体的には、本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料
は、一次粒子径の最大値が０．３μｍ以下であることが好ましく、０．２μｍ以下である
ことがより好ましい。一次粒子径の最大値が０．３μｍを超える場合は、粒子が粗大化し
ているか、もしくは粒子の凝集体が形成されていることとなり、電子写真感光体の材料と
して用いた場合の分散性や、感度、帯電性及び暗減衰特性といった特性に欠陥が生じやす
い傾向にあり、それにより画質欠陥を生じやすい傾向にある。
【００７３】
　また、本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料は、ＣｕＫα特性Ｘ線を用いた
Ｘ線回折スペクトルにおいて、ブラッグ角度（２θ±０．２°）７．５°、９．９°、１
２．５°、１６．３°、１８．６°、２５．１°及び２８．３°に回折ピークを有するも
のであることが好ましい。
【００７４】
　更に、本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料は、２５℃から４００℃まで昇
温したときの熱重量減少率が２．０～４．０％であることが好ましく、２．５～３．８％
であることがより好ましい。なお、熱重量減少率は熱天秤等により測定することができる
。
【００７５】
　上記熱重量減少率が４．０％を超えると、ヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料に含
有される不純物が電子写真感光体に影響を及ぼし、感度特性、繰り返し使用時における電
位の安定性や画像品質の低下が生じる傾向にある。また、２．０％未満であると、感度の
低下が生じる傾向にある。これは、ヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料が結晶中に微
量含有する溶剤分子との相互作用によって増感作用を示すことに起因する。
【００７６】
　また、本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料は、上記最大ピーク波長が上記
条件を満たすように維持される限りにおいては、分散性を向上させる観点から、表面処理
が施されていてもよい。表面処理剤としては特に限定されないが、例えば、カップリング
剤等を用いることができる。
【００７７】
　上記カップリング剤としては、ビニルトリメトキシシラン、γ－メタクリルオキシプロ
ピル－トリス（β－メトキシエトキシ）シラン、β－（３，４－エポキシシクロヘキシル
）エチルトリメトキシシラン、γ－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、ビニルト
リアセトキシシラン、γ－メルカプトプロピルトリメトキシシラン、γ－アミノプロピル
トリエトキシシラン、Ｎ－β－（アミノエチル）－γ－アミノプロピルトリメトキシシラ
ン、Ｎ－β－（アミノエチル）－γ－アミノプロピルメチルメトキシシラン、Ｎ，Ｎ－ビ
ス（β－ヒドロキシエチル）－γ－アミノプロピルトリエトキシシラン、γ－クロルプロ
ピルトリメトキシシラン、ビニルトリエトキシシラン、ビニルトリス（２－メトキシエト
キシシラン）、３－メタクリロキシプロピルトリメトキシシラン、３－グリシドキシプロ
ピルトリメトキシシラン、２－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチルトリメトキシ
シラン、Ｎ－２－（アミノエチル）－３－アミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－２－
（アミノエチル）－３－アミノプロピルメチルジメトキシシラン、３－アミノプロピルト
リエトキシシラン、Ｎ－フェニル－３－アミノプロピルトリメトキシシラン、３－メルカ
プトプロピルトリメトキシシラン、３－クロロプロピルトリメトキシシラン等のシランカ
ップリング剤が挙げられる。これらの中でも、ビニルトリエトキシシラン、ビニルトリス
（２－メトキシエトキシシラン）、３－メタクリロキシプロピルトリメトキシシラン、３
－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、２－（３，４－エポキシシクロヘキシル）
エチルトリメトキシシラン、Ｎ－２－（アミノエチル）－３－アミノプロピルトリメトキ
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シシラン、Ｎ－２－（アミノエチル）－３－アミノプロピルメチルジメトキシシラン、３
－アミノプロピルトリエトキシシラン、Ｎ－フェニル－３－アミノプロピルトリメトキシ
シラン、３－メルカプトプロピルトリメトキシシラン、３－クロロプロピルトリメトキシ
シランが好ましい。
【００７８】
　また、カップリング剤の他に、ジルコニウムブトキシド、ジルコニウムアセト酢酸エチ
ル、ジルコニウムトリエタノールアミン、アセチルアセトネートジルコニウムブトキシド
、アセト酢酸エチルジルコニウムブトキシド、ジルコニウムアセテート、ジルコニウムオ
キサレート、ジルコニウムラクテート、ジルコニウムホスホネート、オクタン酸ジルコニ
ウム、ナフテン酸ジルコニウム、ラウリン酸ジルコニウム、ステアリン酸ジルコニウム、
イソステアリン酸ジルコニウム、メタクリレートジルコニウムブトキシド、ステアレート
ジルコニウムブトキシド、イソステアレートジルコニウムブトキシド等の有機ジルコニウ
ム化合物を用いることができる。更に、テトライソプロピルチタネート、テトラノルマル
ブチルチタネート、ブチルチタネートダイマー、テトラ（２－エチルヘキシル）チタネー
ト、チタンアセチルアセトネート、ポリチタンアセチルアセトネート、チタンオクチレン
グリコレート、チタンラクテートアンモニウム塩、チタンラクテート、チタンラクテート
エチルエステル、チタントリエタノールアミネート、ポリヒドロキシチタンステアレート
などの有機チタン化合物、アルミニウムイソプロピレート、モノブトキシアルミニウムジ
イソプロピレート、アルミニウムブチレート、ジエチルアセトアセテートアルミニウムジ
イソプロピレート、アルミニウムトリス（エチルアセトアセテート）などの有機アルミニ
ウム化合物を用いることができる。
【００７９】
　以上説明した本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料は、顔料、染料、電子写
真感光体、光ディスク、太陽電池、センサー、脱臭剤、抗菌剤、非線形光学材料などの種
々の用途に利用することができる。中でも、本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン
顔料を電子写真感光体の電荷発生材料として用いた場合には、感光体の最適な感度や優れ
た光電特性を得ることができる点、および感光層に含まれる結着樹脂中への分散性に優れ
ているので画質特性に優れる点で特に有効である。
【００８０】
（ヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の製造方法）
　本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の製造方法は、ＣｕＫα特性Ｘ線を用
いたＸ線回折スペクトルにおいて、ブラッグ角度（２θ±０．２°）６.９°、１３.２～
１４.２°、１６.５°、２６.０°及び２６.４°、又は、７.０°、１３.４°、１６.６
°、２６.０°及び２６.７°に回折ピークを有するヒドロキシガリウムフタロシアニン顔
料を湿式粉砕処理することによって結晶変換するヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料
の製造方法であって、前記湿式粉砕処理は、外径０．１～３．０ｍｍの球形状のメディア
を使用した粉砕装置により、前記メディアの使用量を前記ヒドロキシガリウムフタロシア
ニン顔料１重量部に対して５０重量部以上として行い、前記湿式粉砕処理の時間を、粉砕
過程の前記ヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の吸収波長を測定することにより決定
することを特徴とする方法であり、前記湿式粉砕処理において、湿式粉砕処理後のヒドロ
キシガリウムフタロシアニン顔料が、６００～９００ｎｍの波長域での分光吸収スペクト
ルにおいて８１８～８３５ｎｍの範囲に最大ピーク波長を有するものとなるように、結晶
変換状態を湿式粉砕処理液の吸収波長測定によりモニターしながら湿式粉砕処理時間を決
定することが好ましい。
【００８１】
　かかる製造方法において原料として使用される、ＣｕＫα特性Ｘ線を用いたＸ線回折ス
ペクトルにおいて、ブラッグ角度（２θ±０．２°）６.９°、１３.２～１４.２°、１
６.５°、２６.０°及び２６.４°、又は、７.０°、１３.４°、１６.６°、２６.０°
及び２６.７°に回折ピークを有するヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料（以下、「
Ｉ型ヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料」という）は、従来公知の方法によって得る
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ことができる。以下にその一例を示す。
【００８２】
　先ず、ｏ－フタロジニトリル又は１，３－ジイミノイソインドリンと三塩化ガリウムと
を所定の溶媒中で反応させる方法（Ｉ型クロロガリウムフタロシアニン法）；ｏ－フタロ
ジニトリル、アルコキシガリウムおよびエチレングリコールを所定の溶媒中で加熱し反応
させてフタロシアニン二量体（フタロシアニン・ダイマー）を合成する方法（フタロシア
ニン・ダイマー法）、等により粗ガリウムフタロシアニンを製造する。上記の反応におけ
る溶媒としては、α－クロロナフタレン、β－クロロナフタレン、α－メチルナフタレン
、メトキシナフタレン、ジメチルアミノエタノール、ジフェニルエタン、エチレングリコ
ール、ジアルキルエーテル、キノリン、スルホラン、ジクロロベンゼン、ジメチルホルム
アミド、ジメチルスルホキシド、ジメチルスルホアミドなどの不活性且つ高沸点の溶剤を
用いることが好ましい。
【００８３】
　次に、上記の工程で得られた粗ガリウムフタロシアニンについてアシッドペースティン
グ処理を行うことによって、粗ガリウムフタロシアニンを微粒子化するとともにＩ型ヒド
ロキシガリウムフタロシアニン顔料に変換する。ここで、アシッドペースティング処理と
は、具体的には、粗ガリウムフタロシアニンを硫酸などの酸に溶解させたものあるいは硫
酸塩などの酸塩としたものを、アルカリ水溶液、水又は氷水中に注ぎ、再結晶させること
をいう。前記アシッドペースティング処理に用いる酸としては硫酸が好ましく、中でも濃
度７０～１００％（特に好ましくは９５～１００％）の硫酸がより好ましい。
【００８４】
　本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の製造方法においては、上記のアシッ
ドペースティング処理によって得られたＩ型ヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料を溶
剤とともに湿式粉砕処理して結晶変換する。
【００８５】
　ここで、上記湿式粉砕処理は、外径０．１～３．０ｍｍの球形状メディアを使用した粉
砕装置を用いて行われるが、好ましくは外径０．２～２．５ｍｍの球形状メディアを用い
て行われる。メディアの外形が３．０ｍｍより大きい場合、粉砕効率が低下するため粒子
径が小さくならずに凝集体が生成しやすい傾向にある。また、メディアの外径が０．１ｍ
ｍより小さい場合、メディアとヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料とを分離し難くな
る傾向にある。更に、メディアが球形状でなく、円柱状や不定形状等、他の形状の場合、
粉砕効率が低下するとともに、粉砕によってメディアが磨耗し易く、磨耗粉が不純物とな
りヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の特性を劣化させ易くなる傾向がある。
【００８６】
　上記メディアの材質は特に制限されないが、ヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料中
に混入した場合にも画質欠陥を発生し難いものが好ましく、ガラス、ジルコニア、アルミ
ナ、メノー等が好ましい。
【００８７】
　また、上記湿式粉砕処理を行う容器の材質についても特に制限されないが、ヒドロキシ
ガリウムフタロシアニン顔料中に混入した場合にも画質欠陥を発生し難いものが好ましく
、ガラス、ジルコニア、アルミナ、メノー、ポリプロピレン、テフロン（登録商標）、ポ
リフェニレンサルファイド等が好ましい。また、鉄、ステンレスなどの金属容器の内面に
ガラス、ポリプロピレン、テフロン（登録商標）、ポリフェニレンサルファイド等をライ
ニングしたものであっても良い。
【００８８】
　上記メディアの使用量は、使用する装置によっても異なるが、Ｉ型ヒドロキシガリウム
フタロシアニン顔料１重量部に対して５０重量部以上であり、好ましくは５５～１００重
量部である。また、メディアの外径が小さくなると、同じ重量（使用量）でも装置内に占
めるメディア密度が高まり、混合溶液の粘度が上昇して粉砕効率が変化するため、メディ
ア外径を小さくするに従い、適宜メディア使用量と溶剤使用量とをコントロールすること
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によって最適な混合比で湿式処理を行うことが望ましい。
【００８９】
　本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の製造方法においては、これらの湿式
粉砕処理の条件を適宜調節することにより、得られる本発明のヒドロキシガリウムフタロ
シアニン顔料の平均粒径、ＢＥＴ比表面積及び一次粒子径の最大値を制御することができ
る。
【００９０】
　また、湿式粉砕処理の温度は、好ましくは０～１００℃であり、より好ましくは５～８
０℃であり、特に好ましくは１０～５０℃である。温度が低い場合には、結晶転移の速度
が遅くなる傾向にあり、また、温度が高すぎる場合には、ヒドロキシガリウムフタロシア
ニン顔料の溶解性が高くなり結晶成長しやすく微粒化が困難となる傾向にある。
【００９１】
　湿式粉砕処理に使用される溶剤としては、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジ
メチルアセトアミド、Ｎ－メチルピロリドンなどのアミド類；酢酸エチル、酢酸ｎ－ブチ
ル、酢酸ｉｓｏ－アミルなどのエステル類；アセトン、メチルエチルケトン、メチルｉｓ
ｏ－ブチルケトンなどのケトン類の他に、ジメチルスルホキシドなどが挙げられる。これ
らの溶剤の使用量は、ヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料１重量部に対して通常１～
２００重量部であり、好ましくは１～１００重量部である。
【００９２】
　湿式粉砕処理に用いられる装置としては、振動ミル、自動乳鉢、サンドミル、ダイノー
ミル、コボールミル、アトライター、遊星ボールミル、ボールミルなどのメデイアを分散
媒体として使用する装置を用いることができる。
【００９３】
　本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の製造方法において、結晶変換の進行
スピードは、湿式粉砕処理の工程のスケール、攪拌スピード、メディア材質などに大きく
影響されるが、湿式粉砕処理後のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料が６００～９０
０ｎｍの波長域での分光吸収スペクトルにおいて８１８～８３５ｎｍの範囲に最大ピーク
波長を有するように、結晶変換状態を湿式粉砕処理液の吸収波長測定によりモニターしな
がら湿式粉砕処理時間を決定し、上記ヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料に結晶変換
されるまで継続することが好ましい。ここで、結晶変換状態を湿式粉砕処理液の吸収波長
測定によりモニターする手法として具体的には、例えば、湿式粉砕処理装置より結晶変換
処理中の顔料溶液を少量サンプリングし、アセトン、酢酸エチルなどの溶剤で希釈した溶
液を分光光度計を用いて液セル法により測定する方法が挙げられる。
【００９４】
　このようにして決定される湿式粉砕処理時間は、通常５～５００時間の範囲、好ましく
は７～３００時間の範囲である。処理時間が５時間未満であると、結晶変換が完結せず、
電子写真特性の低下、特に感度不足が生じやすくなる傾向にある。また、処理時間が５０
０時間を超えると、粉砕ストレスの影響による感度低下、生産性低下、メディアの摩滅粉
の混入などが生じやすくなる傾向にある。湿式粉砕処理時間を上記のように決定すること
により、ヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料粒子が均一に微粒子化した状態で湿式粉
砕処理を完了することが可能となり、更に、複数ロットの繰り返し湿式粉砕処理を実施し
た場合には、ロット間の品質のばらつきを抑制することが可能となる。
【００９５】
　本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の製造方法においては、前記湿式粉砕
処理後、更に溶剤による洗浄及び／又は加熱乾燥を行うことが好ましい。このような、溶
剤による洗浄や加熱乾燥によって、ヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の不純物濃度
をコントロールすることができ、特に、２５℃から４００℃まで昇温したときの熱重量減
少率が２．０～４．０％であるヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料を効率的に且つ確
実に得ることが可能となる。
【００９６】
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　溶剤による洗浄処理により不純物濃度をコントロールする場合、使用する溶剤としては
、例えば、水、エタノール、メタノール、ｎ－ブタノール、ベンジルアルコール、メチル
セロソルブ、エチルセロソルブ、アセトン、メチルエチルケトン、シクロヘキサノン、酢
酸メチル、酢酸エチル、酢酸ｎ－ブチル、ジオキサン、テトラヒドロフラン、塩化メチレ
ン、クロロホルム、ベンゼン、トルエン、キシレン、クロロベンゼン、ジメチルホルムア
ルデヒド、ジメチルアセトアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、ジメチルスルホキシ
ド等の有機溶剤、及びこれらの混合溶剤等、並びに二酸化炭素や窒素等の超臨界流体等が
挙げられる。また、洗浄方法としては、公知の方法を特に制限なく使用することができる
が、洗浄効率の観点から、セラミックフィルター、超音波洗浄器、ソックスレー抽出器、
又は流路径が１０～１０００μｍのマイクロミキサー等を使用する洗浄方法が効果的であ
る。
【００９７】
　また、加熱乾燥により不純物濃度をコントロールする場合、加熱乾燥の温度としては、
好ましくは５０～２００℃であり、より好ましくは１００～１８０℃である。加熱温度が
５０℃未満であると、ヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の諸特性に影響を及ぼす不
純物を完全に除去することが困難となる傾向にあり、２００℃を越えると、ヒドロキシガ
リウムフタロシアニン顔料の感度が著しく低下する傾向にある。また、加熱乾燥の処理時
間は、処理するヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の重量に応じて適宜調節すること
が好ましい。
【００９８】
　加熱乾燥によりヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の不純物を効率良く除去するた
めには、ヒドロキシガリウムフタロシアニンの加熱乾燥を減圧下で行うことが好ましい。
減圧下で加熱乾燥を行う場合には、加熱乾燥の温度を常圧下で行う場合よりも低温にする
ことができるという利点がある。このときの加熱乾燥の温度は、減圧の程度にもよるが、
５０℃～２００℃の範囲であることが好ましい。
【００９９】
　また、加熱乾燥は不活性気体の存在下で行うことが好ましい。不活性気体としては、周
期律表第０族のヘリウム、ネオン、アルゴン等、及び窒素等が挙げられ、これらを単独又
は２種以上を混合して使用することができる。これら不活性気体の存在下で加熱乾燥を行
うことにより、空気中の酸素によりヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料が酸化される
のを防止し、高温での加熱乾燥が可能となるという利点がある。また、加熱乾燥は光を遮
断した状態で行うことも好ましい。これにより、加熱乾燥の際にヒドロキシガリウムフタ
ロシアニン顔料が光疲労するのを防止することができる。
【０１００】
（電子写真感光体）
　図１（ａ）は、本発明の電子写真感光体の第一実施形態を示す模式断面図である。図１
（ａ）に示す電子写真感光体１００は、電荷発生材料を含有する層（電荷発生層１）と電
荷輸送材料を含有する層（電荷輸送層２）とに機能が分離された積層型感光層６を備える
ものであり、導電性支持体３上に電荷発生層１、電荷輸送層２が順次積層された構造を有
している。そして、本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料は、電荷発生材料と
して電荷発生層１に含有される。
【０１０１】
　以下、電子写真感光体１００の各構成要素について詳述する。
【０１０２】
　導電性支持体３としては、例えば、アルミニウム、銅、鉄、亜鉛、ニッケル等の金属製
のもの；ポリマー製シート、紙、プラスチック、ガラス等の基体上に、アルミニウム、銅
、金、銀、白金、パラジウム、チタン、ニッケル－クロム、ステンレス鋼、銅－インジウ
ム等の金属を蒸着することで導電処理したもの；酸化インジウム、酸化錫などの導電性金
属化合物を上記基体上に蒸着することで導電処理したもの；金属箔を上記基体上にラミネ
ートすることで導電処理したもの；カーボンブラック、酸化インジウム、酸化錫－酸化ア
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ンチモン粉、金属粉、沃化銅等を結着樹脂に分散し、上記基体上に塗布することで導電処
理したもの等が挙げられる。また、導電性支持体３の形状は、ドラム状、シート状、プレ
ート状のいずれであってもよい。
【０１０３】
　導電性支持体３として金属パイプ基材を用いる場合、その表面は素管のままであっても
よいが、予め鏡面切削、エッチング、陽極酸化、粗切削、センタレス研削、サンドブラス
ト、ウエットホーニング、着色処理などの表面処理により基材表面を粗面化しておくこと
が好ましい。このように、基材表面を粗面化することにより、レーザービーム等の可干渉
光源を用いた場合に発生し得る感光体内での干渉光による木目状の濃度斑を防止すること
ができる。
【０１０４】
　電荷発生層１は、電荷発生材料としての本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔
料と結着樹脂とを含有するものである。
【０１０５】
　上記結着樹脂としては、ポリカーボネート、ポリアリレート、ポリスチレン、ポリスル
ホン、ポリエステル、ポリイミド、ポリアミド、ポリエステルカーボネート、ポリビニル
ブチラール、メタクリル酸エステル重合体、酢酸ビニル単独重合体又は共重合体、セルロ
ースエステル、セルロースエーテル、ポリブタジエン、ポリウレタン、フェノキシ樹脂、
エポキシ樹脂、シリコーン樹脂、フッ素樹脂、ポリビニルアセタール樹脂、アクリル樹脂
、ポリアクリルアミド樹脂、ポリビニルピリジン樹脂、ポリビニルピロリドン樹脂、及び
これらの部分架橋硬化物等の絶縁性樹脂や、ポリ－Ｎ－ビニルカルバゾール、ポリビニル
アントラセン、ポリビニルピレン、ポリシラン等の光導電性樹脂が挙げられ、これらのう
ちの１種を単独で、あるいは２種以上を組み合わせて用いることができる。
【０１０６】
　電荷発生層１における本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料と結着樹脂との
配合比（重量比）は、好ましくは１０：１～１：１０であり、より好ましくは８：２～２
：８である。本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の配合量が結着樹脂の配合
量の１０倍を超えると、電子写真感光体の製造工程において使用される分散液中の顔料の
分散性が不十分となる傾向にあり、他方、結着樹脂の配合量の１／１０未満であると、電
子写真感光体の感度が不十分となる傾向にある。
【０１０７】
　また、電荷発生層１は、本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料以外の他の電
荷発生材料を含有していてもよい。ここで、電荷発生層１に用いられる他の電荷発生材料
としては、アゾ顔料、ペリレン顔料、縮環芳香族系顔料等を用いることができるが、金属
含有又は無金属のフタロシアニンを用いることが好ましく、中でも、本発明のヒドロキシ
ガリウムフタロシアニン顔料以外のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料、クロロガリ
ウムフタロシアニン顔料、ジクロロスズフタロシアニン顔料又はオキシチタニルフタロシ
アニン顔料を用いることが特に好ましい。また、これらの他の電荷発生材料の配合量は、
電荷発生層中に含まれる物質全量を基準として５０重量％以下であることが好ましい。
【０１０８】
　更に、電荷発生層１には、電気特性や画質等を向上するために、種々の添加剤を添加す
ることができる。この添加物としては、例えば、クロラニル、ブロモアニル、アントラキ
ノン等のキノン系化合物、テトラシアノキノジメタン系化合物、２，４，７－トリニトロ
フルオレノン、２，４，５，７－テトラニトロ－９－フルオレノン等のフルオレノン化合
物、２－（４－ビフェニル）－５－（４－ｔ－ブチルフェニル）－１，３，４－オキサジ
アゾール、２，５－ビス（４－ナフチル）－１，３，４－オキサジアゾール、２，５－ビ
ス（４－ジエチルアミノフェニル）－１，３，４－オキサジアゾール等のオキサジアゾー
ル系化合物、キサントン系化合物、チオフェン化合物、３，３’，５，５’－テトラ－ｔ
－ブチルジフェノキノン等のジフェノキノン化合物等の電子輸送性物質、多環縮合系、ア
ゾ系等の電子輸送性顔料、ジルコニウムキレート化合物、チタニウムキレート化合物、ア
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ルミニウムキレート化合物、チタニウムアルコキシド化合物、有機チタニウム化合物、シ
ランカップリング剤等が挙げられる。
【０１０９】
　ここで、シランカップリング剤としては、先に説明したものと同様のものを使用するこ
とができる。
【０１１０】
　ジルコニウムキレート化合物としては、例えば、ジルコニウムブトキシド、ジルコニウ
ムアセト酢酸エチル、ジルコニウムトリエタノールアミン、アセチルアセトネートジルコ
ニウムブトキシド、アセト酢酸エチルジルコニウムブトキシド、ジルコニウムアセテート
、ジルコニウムオキサレート、ジルコニウムラクテート、ジルコニウムホスホネート、オ
クタン酸ジルコニウム、ナフテン酸ジルコニウム、ラウリン酸ジルコニウム、ステアリン
酸ジルコニウム、イソステアリン酸ジルコニウム、メタクリレートジルコニウムブトキシ
ド、ステアレートジルコニウムブトキシド、イソステアレートジルコニウムブトキシド等
が挙げられる。
【０１１１】
　チタニウムキレート化合物としては、例えば、テトライソプロピルチタネート、テトラ
ノルマルブチルチタネート、ブチルチタネートダイマー、テトラ（２－エチルヘキシル）
チタネート、チタンアセチルアセトネート、ポリチタンアセチルアセトネート、チタンオ
クチレングリコレート、チタンラクテートアンモニウム塩、チタンラクテート、チタンラ
クテートエチルエステル、チタントリエタノールアミネート、ポリヒドロキシチタンステ
アレート等が挙げられる。
【０１１２】
　アルミニウムキレート化合物としては、例えば、アルミニウムイソプロピレート、モノ
ブトキシアルミニウムジイソプロピレート、アルミニウムブチレート、ジエチルアセトア
セテートアルミニウムジイソプロピレート、アルミニウムトリス（エチルアセトアセテー
ト）等が挙げられる。
【０１１３】
　これらの化合物は、１種を単独で用いてもよく、２種以上の化合物の混合物もしくは重
縮合物として用いてもよい。
【０１１４】
　また、電荷発生層１上に電荷輸送層２などの他の層を更に成膜する場合には、その塗工
液に使用される溶剤によって電荷発生層１が溶解あるいは膨潤することのないように、電
荷発生層１の結着樹脂と、電荷発生層１の上に塗布される塗布液の溶剤と、の組み合わせ
を適宜選択することが好ましい。また、電荷発生層１の結着樹脂と後述する電荷輸送層２
の結着樹脂とは、互いの屈折率同士が近いものを組み合わせて使用することが好ましく、
具体的には、互いの屈折率の差が１以下であることが好ましい。このように屈折率の近い
結着樹脂を組み合わせて用いると、電荷発生層１と電荷輸送層２との界面での光の反射が
抑制され、干渉縞防止効果が向上する傾向にある。
【０１１５】
　また、電荷発生層１は、その分光吸収スペクトルが、８１８～８３５ｎｍの範囲に吸収
ピーク波長を有するものであることが好ましい。更に、電荷発生層１は、その分光吸収ス
ペクトルにおいて、６００～７００ｎｍの範囲に吸収ピーク波長を有し、その６００～７
００ｎｍの範囲における最大ピークが、８１０～８５０ｎｍの範囲における最大ピークよ
りも大きいことが好ましい。電子写真感光体１００を構成する電荷発生層１が、上記条件
を満たしていることにより、本発明の効果をより十分に得ることができる。
【０１１６】
　電荷発生層１は、本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料および結着樹脂を所
定の溶剤に加え、サンドミル、コロイドミル、アトライター、ダイノーミル、ジェットミ
ル、コボールミル、ロールミル、超音波分散機、ゴーリンホモジナイザー、マイクロフル
イダイザー、アルティマイザー、マイルダーなどを用いて混合、分散させることにより得
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られる塗工液を、ブレードコーティング法、マイヤーバーコーティング法、スプレーコー
ティング法、浸漬コーティング法、ビードコーティング法、エアーナイフコーティング法
、カーテンコーティング法などにより塗布し、乾燥することによって得ることができる。
ここで、電荷発生層１の塗工液に用いる溶剤としては、具体的には、メタノール、エタノ
ール、ｎ－ブタノール、ベンジルアルコール、アセトン、メチルエチルケトン、シクロヘ
キサノン、酢酸メチル、酢酸ｎ－ブチル、ジオキサン、テトラヒドロフラン、メチレンク
ロライド、クロロホルム、トルエン、キシレン、クロロベンゼン、ジメチルホルムアミド
、ジメチルアセトアミド、水などが挙げられ、これらのうちの１種を単独で用いてもよく
、２種以上の混合物として用いもよい。このようにして得られる電荷発生層１の膜厚は、
良好な電気特性と画質とを得る観点から、０．０５～５μｍであることが好ましく、０．
１～１μｍであることがより好ましい。電荷発生層１の膜厚が０．０５μｍ未満であると
、感度が低下する傾向にあり、膜厚が５μｍを超えると、帯電性の不良などの弊害が生じ
やすくなる傾向がある。
【０１１７】
　電荷発生層１は、本発明の感光層形成用塗布液の製造方法により製造された感光層形成
用塗布液を用いて形成されていることが好ましい。以下、本発明の感光層形成用塗布液の
製造方法の好適な一実施形態について説明する。なお、以下の説明においては、感光層形
成用塗布液として電荷発生層形成用塗布液を製造する場合について説明する。
【０１１８】
　本発明の感光層形成用塗布液（電荷発生層形成用塗布液）の製造方法は、分散室の容積
に対して２０～５０体積％の分散メディアが充填された分散処理装置を準備し、分散室に
本発明の前記ヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料と結着樹脂と有機溶剤との混合物を
導入して分散処理し、分散液を得る第１の分散処理工程を備えることを特徴とする方法で
ある。
【０１１９】
　ここで、上記混合物を構成する顔料は、下記一般式（３）で表されるヒドロキシガリウ
ムフタロシアニン顔料を用いる。
【０１２０】
　このようなヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の中でも、本発明の電荷発生層形成
用塗布液の製造方法においては、先に説明した本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニ
ン顔料を電荷発生材料として用いる。
【０１２１】
　また、本発明の電荷発生層形成用塗布液の製造方法において用いられるヒドロキシガリ
ウムフタロシアニン顔料の平均粒径は、０．１０μｍ以下であることが好ましく、０．０
８μｍ以下であることがより好ましく、且つ、ＢＥＴ法による比表面積値は、４５ｍ２／
ｇ以上であることが好ましく、５０ｍ２／ｇ以上であることがより好ましく、５５ｍ２／
ｇ以上であることが特に好ましい。平均粒径が０．１０μｍを超える場合又は比表面積値
が４５ｍ２／ｇ未満である場合には、顔料粒子が粗大化しているか、もしくは顔料粒子の
強固な凝集体が形成されていると考えられ、それにより電気特性の低下や、かぶり、黒点
、ゴースト等の画質欠陥が生じやすくなる傾向がある。
【０１２２】
　更に、本発明の電荷発生層形成用塗布液の製造方法において用いられるヒドロキシガリ
ウムフタロシアニン顔料は、粒径が大きい粗大粒子を含有しないことが好ましい。具体的
には、本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料は、一次粒子径の最大値が０．３
μｍ以下であることが好ましく、０．２μｍ以下であることがより好ましい。一次粒子径
の最大値が０．３μｍを超える場合は、顔料粒子が粗大化しているか、もしくは顔料粒子
の強固な凝集体が形成されていると考えられ、それにより電気特性の低下や、かぶり、黒
点、ゴースト等の画質欠陥が生じやすくなる傾向がある。
【０１２３】
　また、上記混合物を構成する結着樹脂は、良好な分散性と所望の電子写真感光体特性が
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得られるものであれば、従来公知の結着樹脂を特に制限なく用いることができ、例えば、
先の電荷発生層１の説明において例示した結着樹脂を用いることができる。
【０１２４】
　また、上記混合物において、顔料と結着樹脂との配合比（重量比）は、１０：１～１：
１０であることが好ましく、８：２～２：８であることがより好ましい。顔料の配合量が
結着樹脂の配合量の１０倍を超えると、電荷発生層形成用塗布液中の顔料の分散性が不十
分となる傾向にあり、結着樹脂の配合量の１／１０倍未満であると、電子写真感光体の感
度が不十分となる傾向にある。
【０１２５】
　更に、上記混合物を構成する有機溶剤としては、例えば、先の電荷発生層１の説明にお
いて例示した溶剤を用いることができる。
【０１２６】
　以上のような顔料、結着樹脂及び有機溶剤を含む混合物を、分散メディアが上記の充填
率で充填された分散処理装置により分散処理する。これにより、分散時において、顔料に
過度の分散シェアが加わることを十分に抑制し、それによって結晶転移の発生を十分に抑
制しつつ、顔料を十分に小粒径化することができる。したがって、画質欠陥の発生を十分
に抑制することができ、且つ、良好な電気特性を有する電子写真感光体を形成可能な電荷
発生層形成用塗布液を得ることができる。
【０１２７】
　上記分散メディアの材質は特に制限されないが、ヒドロキシガリウムフタロシアニン顔
料分散液中に混入した場合にも画質欠陥を発生し難いものが好ましく、例えばガラス、ジ
ルコニア、アルミナ、メノー等が好ましい。
【０１２８】
　また、上記分散室の材質は特に制限されないが、分散中にヒドロキシガリウムフタロシ
アニン顔料分散液中に混入しにくいもの、あるいは混入した場合にも画質欠陥を発生し難
いものが好ましく、例えばステインレス鋼、ガラス、ジルコニア、アルミナ、メノー、各
種セラミックス、各種硬質樹脂等が好ましい。
【０１２９】
　また、本発明の電荷発生層形成用塗布液の製造方法は、分散メディアが充填された分散
室を含む循環経路を有する分散処理装置を準備し、本発明の前記ヒドロキシガリウムフタ
ロシアニン顔料と結着樹脂と有機溶剤との混合物を、下記式（Ａ）で表される条件を満た
すように循環経路内を循環させて分散処理し、分散液を得る第２の分散処理工程を備える
ことを特徴とする方法であってもよい。
０．３≦（ＶＣ／ＶＯ）≦１．６ ・・・（Ａ）
　［式中、ＶＯは分散室の容積（ｍｌ）を示し、ＶＣは混合物の循環流量（ｍｌ／ｍｉｎ
）を示す。］
【０１３０】
　上記式（Ａ）で表される条件を満たすように分散処理工程を行うことにより、混合物の
分散時において、顔料に過度の分散シェアが加わって結晶型が変化することを十分に抑制
しつつ、顔料を十分に小粒径化することが可能となる。これにより、画質欠陥の発生を十
分に抑制することができ、良好な電気特性を有する電子写真感光体を形成することが可能
な感光層形成用塗布液を得ることができる。
【０１３１】
　また、上記第２の分散処理工程において、上記分散室の容積に対する上記分散メディア
の充填率を２０～５０体積％とすることが好ましい。これにより、分散時において、顔料
に過度の分散シェアが加わることをより十分に抑制し、それによって結晶転移の発生をよ
り十分に抑制しつつ、顔料をより十分に小粒径化することができる。これにより、画質欠
陥の発生をより十分に抑制することができ、且つ、良好な電気特性を有する電子写真感光
体をより確実に形成可能な電荷発生層形成用塗布液を得ることができる。
【０１３２】
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　また、本発明の電荷発生層形成用塗布液の製造方法は、上記第１又は第２の分散処理工
程で得られる分散液を遠心分離する遠心分離工程を更に備える方法であることが好ましい
。
【０１３３】
　分散処理工程後に遠心分離工程を行うことにより、分散処理工程において分散室及び分
散メディアの摩耗片が混入したり、分散不良の粗大粒子が残存した場合であっても、これ
らを効率よく除去することが可能となり、かぶりや黒点、ゴースト等の画質欠陥の発生を
より十分に抑制することができる電子写真感光体をより確実に形成することが可能な感光
層形成用塗布液を得ることができる。
【０１３４】
　以上説明した分散処理工程及び必要に応じて行われる遠心分離工程を経て電荷発生層形
成用塗布液を製造することができる。そして、得られた塗布液は、例えば、先の電荷発生
層１の説明において例示した塗布法により導電性支持体３上に塗布し、乾燥することによ
って、電荷発生層１を形成することができる。
【０１３５】
　電荷輸送層２は電荷輸送材料と結着樹脂とを含有するものである。電荷輸送層２に使用
される電荷輸送材料としては、電荷を輸送する機能を有するものであれば特に制限なく使
用することができる。例えば、２，５－ビス（ｐ－ジエチルアミノフェニル）－１，３，
４－オキサジアゾール等のオキサジアゾール誘導体、１，３，５－トリフェニル－ピラゾ
リン、１－［ピリジル－（２）］－３－（ｐ－ジエチルアミノスチリル）－５－（ｐ－ジ
エチルアミノスチリル）ピラゾリン等のピラゾリン誘導体、トリフェニルアミン、トリ（
Ｐ－メチル）フェニルアミン、Ｎ，Ｎ’－ビス（３，４－ジメチルフェニル）ビフェニル
－４－アミン、ジベンジルアニリン、９，９－ジメチル－Ｎ，Ｎ’－ジ（ｐ－トリル）フ
ルオレノン－２－アミン等の芳香族第３級アミノ化合物、Ｎ，Ｎ’－ジフェニル－Ｎ，Ｎ
’－ビス（３－メチルフェニル）－［１，１－ビフェニル］－４，４’－ジアミン等の芳
香族第３級ジアミノ化合物、３－（４’ジメチルアミノフェニル）－５，６－ジ－（４’
－メトキシフェニル）－１，２，４－トリアジン等の１，２，４－トリアジン誘導体、４
－ジエチルアミノベンズアルデヒド－１，１－ジフェニルヒドラゾン、４－ジフェニルア
ミノベンズアルデヒド－１，１－ジフェニルヒドラゾン、［ｐ－（ジエチルアミノ）フェ
ニル］（１－ナフチル）フェニルヒドラゾンなどのヒドラゾン誘導体、２－フェニル－４
－スチリル－キナゾリン等のキナゾリン誘導体、６－ヒドロキシ－２，３－ジ（ｐ－メト
キシフェニル）－ベンゾフラン等のベンゾフラン誘導体、ｐ－（２，２－ジフェニルビニ
ル）－Ｎ，Ｎ’－ジフェニルアニリン等のα－スチルベン誘導体、エナミン誘導体、Ｎ－
エチルカルバゾール等のカルバゾール誘導体、ポリ－Ｎ－ビニルカルバゾール及びその誘
導体等の正孔輸送物質、クロラニル、ブロモアニル、アントラキノン等のキノン系化合物
、テトラシアノキノジメタン系化合物、２，４，７－トリニトロフルオレノン、２，４，
５，７－テトラニトロ－９－フルオレノン等のフルオレノン化合物、２－（４－ビフェニ
ル）－５－（４－ｔ－ブチルフェニル）－１，３，４－オキサジアゾール、２，５－ビス
（４－ナフチル）－１，３，４－オキサジアゾール、２，５－ビス（４－ジエチルアミノ
フェニル）１，３，４オキサジアゾール等のオキサジアゾール系化合物、キサントン系化
合物、チオフェン化合物、３，３’，５，５’テトラ－ｔ－ブチルジフェノキノン等のジ
フェノキノン化合物などの電子輸送物質等が挙げられる。更に、電荷輸送材料としては、
以上例示した化合物の基本構造を主鎖又は側鎖に有する重合体等も使用することができる
。これらの電荷輸送材料は、１種を単独で又は２種以上を組み合わせて使用することがで
きる。
【０１３６】
　電荷輸送層２に使用される結着樹脂としては、公知のものを特に制限なく使用すること
ができるが、電気絶縁性のフィルムを形成することが可能な樹脂を用いることが好ましい
。例えば、ポリカーボネート樹脂、ポリアリレート樹脂、ポリエステル樹脂、メタクリル
樹脂、アクリル樹脂、ポリ塩化ビニル樹脂、ポリ塩化ビニリデン樹脂、ポリスチレン樹脂
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、ポリビニルアセテート樹脂、スチレン－ブタジエン共重合体、塩化ビニリデン－アクリ
ロニトリル共重合体、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体、塩化ビニル－酢酸ビニル－無水
マレイン酸共重合体、シリコン樹脂。シリコン－アルキッド樹脂、フェノール－ホルムア
ルデヒド樹脂、スチレン－アルキッド樹脂、ポリ－Ｎ－カルバゾール、ポリビニルブチラ
ール、ポリビニルフォルマール、ポリスルホン、カゼイン、ゼラチン、ポリビニルアルコ
ール、エチルセルロース、フェノール樹脂、ポリアミド、カルボキシ－メチルセルロース
、塩化ビニリデン系ポリマーワックス、ポリウレタン等が挙げられる。これらのバインダ
ー樹脂は、単独又は２種以上を組み合わせて用いることができる。特に、ポリカーボネー
ト樹脂、ポリアリレート樹脂、ポリエステル樹脂、メタクリル樹脂、アクリル樹脂が電荷
輸送材料との相溶性、溶剤への溶解性、強度の点で優れているので好ましく用いられる。
【０１３７】
　更に、これらの中でも、電荷輸送材料との相溶性、溶剤への溶解性、強度に優れること
から、上記一般式（１）で表される構成単位を有するポリカーボネート樹脂、及び、上記
一般式（２）で表される構成単位を有するポリアリレート樹脂が好ましく用いられる。
【０１３８】
　また、結着樹脂と電荷輸送材料との配合比（重量比）は電気特性低下、膜強度低下に考
慮しつつ任意に設定することができる。
【０１３９】
　更に、電荷輸送層２の膜厚は５～５０μｍであることが好ましく、１０～４５μｍであ
ることがより好ましく、１０～４０μｍであることが更に好ましく、１０～３５μｍであ
ることが特に好ましい。
【０１４０】
　また、電荷輸送層２には、磨耗を低減する目的で、固形潤滑剤や金属酸化物を分散させ
ることができる。固形潤滑剤としては、フッ素含有樹脂粒子（四フッ化エチレン、三フッ
化塩化エチレン、四フッ化エチレン六フッ化プロピレン樹脂、フッ化ビニル樹脂、フッ化
ビニリデン樹脂、二フッ化二塩化エチレン及びそれらの共重合等）、ケイ素含有樹脂粒子
等を挙げることができる。また、金属酸化物としては、シリカ、アルミナ、酸化チタン、
酸化スズ等を挙げることができる。
【０１４１】
　電荷輸送層２中に固形潤滑剤を分散させると、電荷輸送層２表面の摩擦係数が減少する
ため、摩耗を抑制することができる。また、金属酸化物を分散させると、電荷輸送層２の
機械的硬度が上昇するため、摩耗を抑制することができる。また、フッ素含有樹脂粒子は
難分散粒子のため、フッ素含有高分子系分散助剤を用いると分散性が向上される。
【０１４２】
　電荷輸送層２中に上記固形潤滑剤や金属酸化物を分散させる方法としては、ロールミル
、ボールミル、振動ボールミル、アトライター、サンドミル、コロイドミル、ペイントシ
ェーカー、ホモジナイザー、高圧処理式ホモジナイザー等の方法を用いることができる。
この分散の際、分散粒子を１．０μｍ以下、好ましくは０．５μｍ以下にすることが有効
である。
【０１４３】
　また、電荷輸送層２には、塗膜の平滑性向上のためのレベリング剤としてシリコーンオ
イルを微量添加することもできる。
【０１４４】
　電荷輸送層２の形成用の塗布液に用いる溶剤としては、ジオキサン、テトラヒドロフラ
ン、メチレンクロライド、クロロホルム、クロルベンゼン、トルエン等の通常の有機溶剤
を単独あるいは２種以上混合して用いることができる。電荷輸送層２の塗布方法としては
、ブレードコーティング法、ワイヤーバーコーティング法、スプレーコーティング法、浸
漬コーティング法、ビードコーティング法、エアーナイフコーティング法、カーテンコー
ティング法等の通常の方法を用いることができる。
【０１４５】
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　更に、感光層６（電荷発生層１、電荷輸送層２等）中には、電子写真装置内で発生する
オゾンや酸化性ガス、或いは、光や熱によって感光体が劣化することを防止する目的で、
酸化防止剤、光安定剤等の添加剤を添加することができる。
【０１４６】
　ここで、酸化防止剤としては、例えば、ヒンダードフェノール、ヒンダードアミン、パ
ラフェニレンジアミン、アリールアルカン、ハイドロキノン、スピロクロマン、スピロイ
ンダノン及びそれらの誘導体、有機硫黄化合物、有機燐化合物等が挙げられる。
【０１４７】
　ヒンダードフェノール系酸化防止剤としては、２，６－ジ－ｔ－ブチル－４－メチルフ
ェノール、スチレン化フェノール、ｎ－オクタデシル－３－（３’，５’－ジ－ｔ－ブチ
ル－４’－ヒドロキシフェニル）－プロピオネート、２，２’－メチレン－ビス－（４－
メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、２－ｔ－ブチル－６－（３’－ｔ－ブチル－５’
－メチル－２’－ヒドロキシベンジル）－４－メチルフェニルアクリレート、４，４’－
ブチリデン－ビス－（３－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、４，４’－チオ－ビス
－（３－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、１，３，５－トリス（４－ｔ－ブチル－
３－ヒドロキシ－２，６－ジメチルベンジル）イソシアヌレート、テトラキス－［メチレ
ン－３－（３’，５’，－ジ－ｔ－ブチル－４’－ヒドロキシフェニル）プロピオネート
］メタン、３，９－ビス［２－［３－（３－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－５－メチルフ
ェニル）プロピオニルオキシ］－１，１－ジメチルエチル］－２，４，８，１０－テトラ
オキサスピロ［５，５］ウンデカン等が挙げられる。
【０１４８】
　ヒンダードアミン系酸化防止剤としては、ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－
ピペリジル）セバケート、ビス（１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル）
セバケート、１－［２－［３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プ
ロピオニルオキシ］エチル］－４－［３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフ
ェニル）プロピオニルオキシ］－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン、８－ベンジ
ル－７，７，９，９－テトラメチル－３－オクチル－１，３，８－トリアザスピロ［４，
５］ウンデカン－２，４－ジオン、４－ベンゾイルオキシ－２，２，６，６－テトラメチ
ルピペリジン、コハク酸ジメチル－１－（２－ヒドロキシエチル）－４－ヒドロキシ－２
，２，６，６－テトラメチルピペリジン重縮合物、ポリ［｛６－（１，１，３，３－テト
ラメチルブチル）イミノ－１，３，５－トリアジン－２，４－ジイミル｝｛（２，２，６
，６－テトラメチル－４－ピペリジル）イミノ｝ヘキサメチレン｛（２，３，６，６－テ
トラメチル－４－ピペリジル）イミノ｝］、２－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロ
キシベンジル）－２－ｎ－ブチルマロン酸ビス（１，２，２，６，６－ペンタメチル－４
－ピペリジル）、Ｎ，Ｎ’－ビス（３－アミノプロピル）エチレンジアミン－２，４－ビ
ス［Ｎ－ブチル－Ｎ－（１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル）アミノ］
－６－クロロ－１，３，５－トリアジン縮合物等が挙げられる。
【０１４９】
　有機硫黄系酸化防止剤としては、ジラウリル－３，３’－チオジプロピオネート、ジミ
リスチル－３，３’－チオジプロピオネート、ジステアリル－３，３’－チオジプロピオ
ネート、ペンタエリスリトール－テトラキス－（β－ラウリルチオプロピオネート）、ジ
トリデシル－３，３’－チオジプロピオネート、２－メルカプトベンズイミダゾール等が
挙げられる。
【０１５０】
　有機燐系酸化防止剤としては、トリスノニルフェニルフォスフィート、トリフェニルフ
ォスフィート、トリス（２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル）－フォスフィート等が挙げら
れる。
【０１５１】
　これらの有機硫黄系酸化防止剤及び有機燐系酸化防止剤は、２次酸化防止剤と呼ばれ、
フェノール系又はアミン系等の１次酸化防止剤と併用することにより相乗効果を得ること
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ができる。
【０１５２】
　また、光安定剤としては、ベンゾフェノン系、ベンゾトリアゾール系、ジチオカルバメ
ート系、テトラメチルピペリジン系等の誘導体が挙げられる。
【０１５３】
　ここで、ベンゾフェノン系光安定剤としては、２－ヒドロキシ－４－メトキシベンゾフ
ェノン、２－ヒドロキシ－４－オクトキシベンゾフェノン、２，２’－ジヒドロキシ－４
－メトキシベンゾフェノン等が挙げられる。
【０１５４】
　ベンゾトリアゾール系光安定剤としては、２－（２’－ヒドロキシ－５’－メチルフェ
ニル）－ベンゾトリアゾール、２－［２’－ヒドロキシ－３’－（３”，４”，５’，６
”－テトラヒドロフタルイミド－メチル）－５’－メチルフェニル］ベンゾトリアゾール
、２－（２’－ヒドロキシ－３’－ｔ－ブチル－５’－メチルフェニル）－５－クロロベ
ンゾトリアゾール、２－（２’－ヒドロキシ－３’－ｔ－ブチル－５’－メチルフェニル
）－５－クロロベンゾトリアゾール、２－（２’－ヒドロキシ－３’，５’，－ジ－ｔ－
ブチルフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２’－ヒドロキシ－５’－ｔ－オクチルフ
ェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２’－ヒドロキシ－３’，５’，－ジ－ｔ－アミル
フェニル）ベンゾトリアゾール等が挙げられる。
【０１５５】
　その他、２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル－３’，５’－ジ－ｔ－ブチル－４’－ヒド
ロキシベンゾエート、ニッケル　ジブチル－ジチオカルバメート等を用いてもよい。
【０１５６】
　また、感度の向上、残留電位の低減、繰り返し使用時の疲労低減等を目的として、感光
層６（電荷発生層１、電荷輸送層２等）中に少なくとも１種の電子受容性物質を含有せし
めることができる。かかる電子受容性物質としては、例えば、無水コハク酸、無水マレイ
ン酸、ジブロム無水マレイン酸、無水フタル酸、テトラブロム無水フタル酸、テトラシア
ノエチレン、テトラシアノキノジメタン、ｏ－ジニトロベンゼン、ｍ－ジニトロベンゼン
、クロラニルキノン、ジニトロアントラキノン、トリニトロフルオレノン、ピクリン酸、
ｏ－ニトロ安息香酸、ｐ－ニトロ安息香酸、フタル酸等が挙げられる。これらの中でも、
フルオレノン系、キノン系や、Ｃｌ－、ＣＮ－、ＮＯ２－等の電子吸引性置換基を有する
ベンゼン誘導体が特に好ましい。
【０１５７】
　図１（ｂ）は、本発明の電子写真感光体の第二実施形態を示す模式断面図である。図１
（ｂ）に示す電子写真感光体１１０は、導電性支持体３と感光層６との間に下引層４を備
えること以外は図１（ａ）に示した電子写真感光体１００と同様の構造を有するものであ
る。
【０１５８】
　この下引層４は、感光層６の帯電時において、導電性支持体３から感光層６への電荷の
注入を防止する機能を有する。また、下引層４は、感光層６を導電性支持体３に対して一
体的に接着保持させる接着層としても機能する。更に、この下引層４は、導電性支持体３
の光反射を防止する機能を有する。
【０１５９】
　下引層４は、結着樹脂、有機あるいは無機の粉末、電子輸送性物質等から任意に選択さ
れた材料により構成される。ここで、結着樹脂としては、ポリビニルブチラールなどのア
セタール樹脂、ポリビニルアルコール樹脂、カゼイン、ポリアミド樹脂、セルロース樹脂
、ゼラチン、ポリウレタン樹脂、ポリエステル樹脂、メタクリル樹脂、アクリル樹脂、ポ
リ塩化ビニル樹脂、ポリビニルアセテート樹脂、塩化ビニル－酢酸ビニル－無水マレイン
酸樹脂、シリコーン樹脂、シリコーン－アルキッド樹脂、フェノール－ホルムアルデヒド
樹脂、メラミン樹脂等の高分子樹脂化合物、ジルコニウムキレート化合物、チタニウムキ
レート化合物、アルミニウムキレート化合物、チタニウムアコキシド化合物、有機チタニ
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ウム化合物、シランカップリング剤等の公知の材料を用いることができる。そして、これ
らの化合物は単独で、あるいは複数の化合物の混合物として、あるいは重縮合物として用
いることができる。更にこれらの中でも、ジルコニウムキレート化合物、シランカップリ
ング剤は残留電位が低く環境による電位変化が少なく、また繰り返し使用による電位の変
化が少ないなど性能上優れているため好ましい。
【０１６０】
　ここで、シランカップリング剤、ジルコニウムキレート化合物、チタニウムキレート化
合物及びアルミニウムキレート化合物としては、それぞれ先に説明したものと同様のもの
を使用することができる。
【０１６１】
　下引層４中には、電気特性の向上や光散乱性の向上などの目的により、各種の有機化合
物の微粉末もしくは無機化合物の微粉末を添加することができる。特に、酸化チタン、酸
化亜鉛、酸化スズ、亜鉛華、硫化亜鉛、鉛白、リトポン等の白色顔料やアルミナ、炭酸カ
ルシウム、硫酸バリウム等の体質顔料としての無機顔料やテフロン（登録商標）樹脂粒子
、ベンゾグアナミン樹脂粒子、スチレン樹脂粒子などが有効である。添加微粉末の粒径は
０．０１～２μｍのものが用いられる。微粉末は必要に応じて添加されるが、その添加量
は下引層４の固形分の総量を基準として１０～９０重量％であることが好ましく、３０～
８０重量％であることがより好ましい。
【０１６２】
　下引層４中には、これらの微粉末の中でも、酸化チタン、酸化亜鉛、酸化スズ等の金属
酸化物微粒子を添加することが好ましい。このような金属酸化物微粒子を添加することに
より、電子写真感光体特性を向上させることができる傾向がある。
【０１６３】
　かかる金属酸化物微粒子の平均１次粒径は、０．５μｍ以下であることが好ましい。ま
た、下引層４は、リーク耐性獲得のために適切な抵抗を得ることが好ましく、そのため金
属酸化物微粒子としては、１０２～１０１１Ω・ｃｍ程度の粉体抵抗を有するものを用い
ることが好ましい。金属酸化物微粒子の比抵抗が１０２Ω・ｃｍ未満であると、十分なリ
ーク耐性が得られない傾向があり、１０１１Ω・ｃｍを超えると、残留電位上昇を引き起
こす傾向がある。また、金属酸化物微粒子は２種以上混合して用いることもできる。
【０１６４】
　また、金属酸化物微粒子には表面処理を施すこともできる。金属酸化物微粒子を表面処
理する際は、例えば加水分解性有機金属化合物を使用することができる。加水分解性有機
金属化合物としては、所望の感光体特性を得られるものであれば特に制限されないが、例
えば、ジルコニウムキレート化合物、チタニウムキレート化合物、アルミニウムキレート
化合物、チタニウムアルコキシド化合物、有機チタニウム化合物、シランカップリング剤
等の公知の材料を用いることができる。ここで、シランカップリング剤、ジルコニウムキ
レート化合物、チタニウムキレート化合物及びアルミニウムキレート化合物としては、そ
れぞれ先に説明したものと同様のものを使用することができる。
【０１６５】
　金属酸化物微粒子に対する表面処理方法は、公知の方法であればいかなる方法でも使用
可能であり、乾式法あるいは湿式法を用いることができる。乾式法により表面処理を施す
場合には、金属酸化物微粒子をせん断力の大きなミキサ等で攪拌しながら、直接あるいは
有機溶媒または水に溶解させた加水分解性有機金属化合物を滴下し、乾燥空気や窒素ガス
とともに噴霧させることによって均一に処理される。添加あるいは噴霧する際には溶剤の
沸点以下の温度で行われることが好ましい。溶剤の沸点以上の温度で噴霧すると、均一に
攪拌される前に溶剤が蒸発し、加水分解性有機金属化合物が局部的にかたまってしまい均
一な処理ができにくくなる傾向がある。また、添加あるいは噴霧した後、さらに１００℃
以上で焼き付けを行うことができる。焼き付けは所望の電子写真特性が得られる温度、時
間であれば任意の範囲で実施できる。乾式法においては金属酸化物微粒子を加水分解性有
機金属化合物による表面処理前に加熱乾燥して表面吸着水を除去することができる。この
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表面吸着水を処理前に除去することによって、金属酸化物微粒子表面に均一に加水分解性
有機金属化合物を吸着させることができる。金属酸化物微粒子はせん断力の大きなミキサ
等で攪拌しながら加熱乾燥することも可能である。
【０１６６】
　湿式法により表面処理を施す場合には、金属酸化物微粒子を溶剤中に攪拌、超音波、サ
ンドミルやアトライター、ボールミルなどを用いて分散し、加水分解性有機金属化合物溶
液を添加し攪拌あるいは分散した後、溶剤を除去することで均一に処理される。溶剤の除
去は、例えば蒸留により留去することで行われる。ろ過による除去方法では未反応の加水
分解性有機金属化合物が流出しやすく、所望の特性を得るための加水分解性有機金属化合
物量をコントロールしにくくなる傾向がある。溶剤除去後にはさらに１００℃以上で焼き
付けを行うことができる。焼き付けは所望の電子写真特性が得られる温度、時間であれば
任意の範囲で実施できる。湿式法においても、金属酸化物微粒子を加水分解性有機金属化
合物により表面処理する前に表面吸着水を除去することができる。この表面吸着水除去方
法としては、乾式法と同様に加熱乾燥による除去の他に、表面処理に用いる溶剤中で攪拌
加熱しながら除去する方法、溶剤と共沸させて除去する方法等を用いることができる。な
お、金属酸化物微粒子に対する加水分解性有機金属化合物の量は所望の電気特性を得られ
る範囲に任意に設定できる。
【０１６７】
　また、下引層４中には、先に説明した電子輸送性物質、電子輸送性顔料等を含有させる
ことも低残留電位化や環境安定性の観点から有効である。下引層４中に含有させる電子輸
送性顔料としては、例えば、ペリレン顔料、ビスベンズイミダゾールペリレン顔料、多環
キノン顔料、インジゴ顔料、キナクリドン顔料等の有機顔料、シアノ基、ニトロ基、ニト
ロソ基、ハロゲン原子等の電子吸引性の置換基を有するビスアゾ顔料やフタロシアニン顔
料等の有機顔料、酸化亜鉛、酸化チタン等の無機顔料が挙げられる。これらの顔料の中で
は、ペリレン顔料、ビスベンズイミダゾールペリレン顔料及び多環キノン顔料が、電子移
動性が高いので好ましい。この電子輸送性顔料は、多すぎると下引層４の強度が低下し、
塗膜欠陥が生じやすくなる傾向があるため、下引層４の固形分の総量を基準として９５重
量％以下、好ましくは９０重量％以下となるように添加される。
【０１６８】
　更に、下引層４の膜厚は０．０１～３０μｍであることが好ましく、０．０５～２５μ
ｍであることがより好ましい。下引層４が上述した金属酸化物微粒子を含有しない場合に
は、下引層４の膜厚は０．１～１０μｍであることが更に好ましく、０．５～５．０μｍ
であることが特に好ましい。一方、下引層４が金属酸化物微粒子を含有する場合には、下
引層４の膜厚は１５μｍ以上であることが好ましく、１５～５０μｍであることがより好
ましい。下引層４の膜厚が上記条件を満たすと、電子写真感光体１００における局所的な
絶縁破壊（感光体リーク）の発生をより確実に防止することができる傾向がある。また、
より長期間にわたって安定した画像品質を得ることが可能となる傾向がある。また、下引
層４は、ビッカース強度が３５以上とされていることが好ましい。
【０１６９】
　更に、下引層４には、上記の金属酸化物微粒子以外の微粒子を更に添加することもでき
る。この微粒子としては、シリコーン微粒子、テフロン（登録商標）微粒子架橋型ＰＭＭ
Ａ樹脂粒子等の様々な樹脂微粒子を用いることができる。下引層４に含有される樹脂微粒
子の量や粒径は、所望の表面粗さや電気特性が得られる範囲において任意に設定できるが
、０．５～１０μｍが好ましく、１～６μｍがより好ましい。また、この樹脂粒子は異な
る粒子径のものを２種以上混合して用いることができる。
【０１７０】
　また、表面粗さ調整のために下引層４を研磨することもできる。研磨方法としては、バ
フ研磨、サンドブラスト処理、ウエットホーニング、研削処理等を用いることができる。
【０１７１】
　また、下引層４を形成するための塗布液を調製する際に、微粉末状の物質を添加する場
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合には、樹脂成分を溶解した溶液中に添加して分散処理が行われる。この分散処理方法と
しては、ロールミル、ボールミル、振動ボールミル、アトライター、サンドミル、コロイ
ドミル、ペイントシェーカーなどの方法を用いることができる。
【０１７２】
　ここで、塗布液を調製する際に使用する溶剤としては、樹脂成分を溶解可能であり、電
子輸送性顔料を添加する場合には、これを混合又は分散したときにゲル化や凝集を起こさ
ないものであれば特に制限されない。このような溶剤として具体的には、例えば、メタノ
ール、エタノール、ｎ－プロパノール、ｎ－ブタノール、ベンジルアルコール、メチルセ
ルソルブ、エチルセルソルブ、アセトン、メチルエチルケトン、シクロヘキサノン、酢酸
メチル、酢酸ｎ－ブチル、ジオキサン、テトラヒドロフラン、メチレンクロライド、クロ
ロホルム、クロルベンゼン、トルエン等が挙げられる。これらは１種を単独で又は２種以
上を混合して用いることができる。
【０１７３】
　この下引層４は導電性支持体３上に下引層４を形成するための塗布液を塗布し、乾燥さ
せることにより形成することができる。このときの塗布方法としては、ブレードコーティ
ング法、ワイヤーバーコーティング法、スプレーコーティング法、浸漬コーティング法、
ビードコーティング法、エアーナイフコーティング法、カーテンコーティング法等の通常
の方法を用いることができる。
【０１７４】
　図１（ｃ）は、本発明の電子写真感光体の第三実施形態を示す模式断面図である。図１
（ｃ）に示す電子写真感光体１２０は、感光層６上に保護層５を備えること以外は図１（
ａ）に示した電子写真感光体１００と同様の構成を有するものである。
【０１７５】
　保護層５は、電子写真感光体１２０の帯電時の電荷輸送層２の化学的変化を防止したり
、感光層６の機械的強度を更に改善する為に用いられる。
【０１７６】
　この保護層５は、例えば、導電性材料を適当な結着樹脂中に含有させた塗布液を感光層
６上に塗布することにより形成される。この導電性材料は特に限定されるものではなく、
例えば、Ｎ，Ｎ’－ジメチルフェロセン等のメタロセン化合物、Ｎ，Ｎ’－ジフェニル－
Ｎ，Ｎ’－ビス（３－メチルフェニル）－［１，１’－ビフェニル］－４，４’－ジアミ
ン等の芳香族アミン化合物、酸化モリブデン、酸化タングステン、酸化アンチモン、酸化
錫、酸化チタン、酸化インジウム、酸化錫とアンチモン、硫酸バリウムと酸化アンチモン
との固溶体の担体、上記金属酸化物の混合物、酸化チタン、酸化スズ、酸化亜鉛又は硫酸
バリウムの単一粒子中に上記の金属酸化物を混合したもの、あるいは、酸化チタン、酸化
スズ、酸化亜鉛、又は硫酸バリウムの単一粒子中に上記の金属酸化物を被覆したもの等が
挙げられる。
【０１７７】
　保護層５に使用する結着樹脂としては、ポリアミド樹脂、ポリビニルアセタール樹脂、
ポリウレタン樹脂、ポリエステル樹脂、エポキシ樹脂、ポリケトン樹脂、ポリカーボネー
ト樹脂、ポリビニルケトン樹脂、ポリスチレン樹脂、ポリアクリルアミド樹脂、ポリイミ
ド樹脂、ポリアミドイミド樹脂等の公知の樹脂が用いられる。また、これらは必要に応じ
て互いに架橋させて使用することもできる。
【０１７８】
　また、保護層５としては、下記一般式（４）で表される化合物を含んで形成される硬化
膜が好ましい。
Ｆ－［Ｄ－ＳｉＲ１１

３－ａ（ＯＲ１２）ａ］ｂ　　・・・（４）
［式中、Ｆは光機能性化合物から誘導される有機基を示し、Ｄは２価の基を示し、Ｒ１１

は水素原子、アルキル基又は置換若しくは未置換のアリール基を示し、Ｒ１２は水素原子
、アルキル基又はトリアルキルシリル基を示し、ａは１～３の整数を示し、ｂは１～４の
整数を示す。］
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【０１７９】
　一般式（４）中の－ＳｉＲ１１

３－ａ（ＯＲ１２）ａは、加水分解性基を有する置換ケ
イ素基であり、架橋反応による３次元的なＳｉ－Ｏ－Ｓｉ結合（無機ガラス質ネットワー
ク）を形成する役割を担っている。
【０１８０】
　また、一般式（４）中、Ｆは、光電特性、より具体的には光キャリア輸送特性を有する
有機基であり、従来、電荷輸送物質として知られている光機能性化合物の構造をそのまま
用いることができる。Ｆで表される有機基としては、具体的には、トリアリールアミン系
化合物、ベンジジン系化合物、アリールアルカン系化合物、アリール置換エチレン系化合
物、スチルベン系化合物、アントラセン系化合物、ヒドラゾン系化合物、などの正孔輸送
性を有する化合物骨格、およびキノン系化合物、フルオレノン化合物、キサントン系化合
物、ベンゾフェノン系化合物、シアノビニル系化合物、エチレン系化合物、などの電子輸
送性を有する化合物骨格等が挙げられる。
【０１８１】
　Ｆで表される有機基の好ましい例としては、下記一般式（５）で表される基が挙げられ
る。Ｆが下記一般式（５）で表される基であると、特に優れた光電特性と機械特性を示す
。
【化４】

［式中、Ａｒ１～Ａｒ４はそれぞれ独立に、置換若しくは未置換のアリール基を示し、Ａ
ｒ５は、置換若しくは未置換のアリール基、又はアリーレン基を示し、ｋは０又は１を示
し、Ａｒ１～Ａｒ４のうちｂ個は、Ｄ－ＳｉＲ１１

３－ａ（ＯＲ１２）ａで表される基に
結合する結合手を有する。］
【０１８２】
　上記一般式（５）中のＡｒ１～Ａｒ４としては、下記式（５－１）～（５－７）のうち
のいずれかであることが好ましい。
【０１８３】
【化５】

【０１８４】
【化６】

【０１８５】
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【化７】

【０１８６】
【化８】

【０１８７】

【化９】

【０１８８】
【化１０】

【０１８９】
－Ａｒ－Ｚｓ－Ａｒ－Ｘｍ　　・・・（５－７）
［式中、Ｒ２１は水素原子、炭素数１～４のアルキル基、炭素数１～４のアルキル基若し
くは炭素数１～４のアルコキシ基で置換されたフェニル基、未置換のフェニル基、又は炭
素数７～１０のアラルキル基を示し、Ｒ２２～Ｒ２４はそれぞれ独立に、水素原子、炭素
数１～４のアルキル基、炭素数１～４のアルコキシ基、炭素数１～４のアルコキシ基で置
換されたフェニル基、未置換のフェニル基、炭素数７～１０のアラルキル基、又はハロゲ
ン原子を示し、Ａｒは置換又は未置換のアリーレン基を示し、ＸはＹ－ＳｉＲ１１

３－ａ

（ＯＲ１２）ａを示し、ｍ及びｓはそれぞれ独立に、０又は１を示し、ｔは１～３の整数
を示す。］
【０１９０】
　ここで、上記Ｙとして具体的には、－ＣｐＨ２ｐ－、－ＣｐＨ２ｐ－２－、－ＣｐＨ２

ｐ－４－で表わされる２価の炭化水素基（ｐは１～１５の整数を表す）、－ＣＯＯ－、－
Ｓ－、－Ｏ－、－Ｎ＝ＣＨ－、及び、下記式（５－８）～（５－１１）で表される２価の
基が好ましい。
【０１９１】
【化１１】
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【化１２】

【化１３】

【化１４】

［式中、Ｒ２５及びＲ２６はそれぞれ独立に、水素原子、炭素数１～４のアルキル基、炭
素数１～４のアルコキシ基、炭素数１～４のアルコキシ基で置換されたフェニル基、未置
換のフェニル基、炭素数７～１０のアラルキル基、又はハロゲン原子を示し、ｔは１～３
の整数を示し、ｙ及びｚはそれぞれ独立に１～５の整数を示す。］
【０１９２】
　また、上記一般式（５－７）中のＡｒとしては、上記式（５－９）又は（５－１０）で
表されるものが好ましい。
【０１９３】
　また、式（５－７）中のＺとしては、下記式（５－１２）～（５－１９）のうちのいず
れかで表されるものが好ましい。
－（ＣＨ２）ｑ－　　・・・（５－１２）
－（ＣＨ２ＣＨ２Ｏ）ｒ－　　・・・（５－１３）
【０１９４】

【化１５】

【０１９５】
【化１６】

【０１９６】
【化１７】

【０１９７】
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【化１８】

【０１９８】
【化１９】

【０１９９】
【化２０】

［式中、Ｒ２７及びＲ２８はそれぞれ独立に、水素原子、炭素数１～４のアルキル基、炭
素数１～４のアルコキシ基、炭素数１～４のアルコキシ基で置換されたフェニル基、未置
換のフェニル基、炭素数７～１０のアラルキル基、又はハロゲン原子を示し、Ｗは２価の
基を表し、ｑ及びｒはそれぞれ独立に、１～１０の整数を表し、ｔは１～３の整数を表す
。］
【０２００】
　上記一般式（５－１８）～（５－１９）中のＷとしては、下記一般式（５－２０）～（
５－２８）で表される２価の基のうちのいずれかであることが好ましい。
　－ＣＨ２－　　・・・（５－２０）
　－Ｃ（ＣＨ３）２－　　・・・（５－２１）
　－Ｏ－　　・・・（５－２２）
　－Ｓ－　　・・・（５－２３）
　－Ｃ（ＣＦ３）２－　　・・・（５－２４）
　－Ｓｉ（ＣＨ３）２－　　・・・（５－２５）
【０２０１】
【化２１】

【０２０２】
【化２２】

【０２０３】
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【化２３】

［式中、ｕは０～３の整数を示す。］
【０２０４】
　また、上記一般式（５）中、Ａｒ５は、ｋが０のときはＡｒ１～Ａｒ４の説明で例示さ
れたアリール基であり、ｋが１のときはかかるアリール基から所定の水素原子を除いたア
リーレン基である。
【０２０５】
　上記一般式（４）中、Ｄで表される２価の基は、光電特性を付与するＦと３次元的な無
機ガラス質ネットワークに直接結合する－ＳｉＲ１１

３－ａ（ＯＲ１２）ａとを結びつけ
る働きを担い、且つ、堅さの反面もろさも有する無機ガラス質ネットワークに適度な可と
う性を付与し、膜としての強靱さを向上させるという働きを担うものである。
【０２０６】
　Ｄで表される２価の基としては、具体的には、－ＣｐＨ２ｐ－、－ＣｐＨ２ｐ－２－、
－ＣｐＨ２ｐ－４－で表わされる２価の炭化水素基（ｐは１～１５の整数を表す）、－Ｃ
ＯＯ－、－Ｓ－、－Ｏ－、－ＣＨ２－Ｃ６Ｈ４－、－Ｎ＝ＣＨ－、－Ｃ６Ｈ４－Ｃ６Ｈ４

－、及びこれらを組み合わせたものや置換基を導入したもの等が挙げられる。
【０２０７】
　上記一般式（４）中、ｂは２以上であることが好ましい。ｂが２以上であると、上記一
般式（４）で表される光機能性有機ケイ素化合物がＳｉ原子を２個以上有することになり
、無機ガラス質ネットワークの形成が容易となり、機械的強度が向上する傾向にある。
【０２０８】
　なお、上記一般式（４）で表される化合物は、１種を単独で用いてもよく、２種以上併
用してもよい。
【０２０９】
　また、上記一般式（４）で表される化合物と共に、硬化膜の機械的強度を更に向上させ
る目的で、下記一般式（６）で表される化合物を併用してもよい。
Ｂ（－ＳｉＲ１１

３－ａ（ＯＲ１２）ａ）ｇ　　・・・（６）
［式中、Ｒ１１、Ｒ１２、ａは一般式（４）中のＲ１１、Ｒ１２、ａと同一の定義内容を
示し、Ｂは、枝分かれを含んでもよいｇ価の炭化水素基、ｇ価のフェニル基、又は－ＮＨ
－、或いはこれらの２種以上の組み合わせから構成されるｇ価の基を示し、ｇは２以上の
整数を示す。］
【０２１０】
　上記一般式（６）で表される化合物は、－ＳｉＲ１１

３－ａ（ＯＲ１２）ａで表される
加水分解性基を有する置換ケイ素基を有している化合物である。この一般式（６）で表さ
れる化合物は、上記一般式（４）で表される化合物との反応又は上記一般式（４）で表さ
れる化合物同士の反応により、Ｓｉ－Ｏ－Ｓｉ結合を形成して３次元的な架橋硬化膜を与
える。上記一般式（６）で表される化合物と一般式（４）で表される化合物とを併用する
と、硬化膜の架橋構造が３次元的になり易く、また、硬化膜に適度な可とう性が付与され
るため、より強い機械強度が得られる。
【０２１１】
　上記一般式（６）で表される化合物としては、下記一般式（６－１）～（６－５）で表
されるものが好ましい。なお、式（６－１）～（６－５）中、Ｔ１及びＴ２はそれぞれ独
立に、枝分かれしていてもよい２価又は３価の炭化水素基を示す。また、Ａは、－ＳｉＲ
１１

３－ａ（ＯＲ１２）ａで表される加水分解性を有する置換ケイ素基を示す。ｈ、ｉ、
ｊはそれぞれ独立に１～３の整数を表す。また、式（６－１）～（６－５）で表される化
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【０２１２】
【化２４】

【０２１３】

【化２５】

【０２１４】

【化２６】

【０２１５】
【化２７】

【０２１６】
【化２８】

【０２１７】
　上記一般式（６）で表される化合物の好ましい例を表１に示す。なお、表１中、Ｍｅは
メチル基を示し、Ｅｔはエチル基を示し、Ｐｒはプロピル基を示す。
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【表１】

【０２１８】
　また、上記一般式（４）で表される化合物と共に、更に架橋反応可能な他の化合物を併
用してもよい。このような化合物として、各種シランカップリング剤、および市販のシリ
コーン系ハードコート剤等を用いることができる。
【０２１９】
　シランカップリング剤としては、例えば、ビニルトリクロロシラン、ビニルトリメトキ
シシラン、ビニルトリエトキシシラン、γ－グリシドキシプロピルメチルジエトキシシラ
ン、γ－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、γ－グリシドキシプロピルトリメト
キシシラン、γ－アミノプロピルトリエトキシシラン、γ－アミノプロピルトリメトキシ
シラン、γ－アミノプロピルメチルジメトキシシラン、Ｎ－β（アミノエチル）γ－アミ
ノプロピルトリエトキシシラン、テトラメトキシシラン、メチルトリメトキシシラン、ジ
メチルジメトキシシラン等が挙げられる。
【０２２０】
　市販のハードコート剤としては、ＫＰ－８５、ＣＲ－３９、Ｘ－１２－２２０８、Ｘ－
４０－９７４０、Ｘ－４１０１００７、ＫＮＳ－５３００、Ｘ－４０－２２３９（以上、
信越シリコーン社製）、ＡＹ４２－４４０、ＡＹ４２－４４１、ＡＹ４９－２０８（以上
、東レダウコーニング社製）等が挙げられる。
【０２２１】
　また、保護層５には、表面潤滑性を付与する目的でフッ素含有化合物を添加できる。表
面潤滑性を向上させることによりクリーニング部材との摩擦係数が低下し、耐摩耗性を向
上させることができる。また、感光体表面に対する放電生成物、現像剤および紙粉などの
付着を防止する効果も有し、感光体の寿命向上に役立つ。
【０２２２】
　フッ素含有化合物としては、ポリテトラフルオロエチレンなどのフッ素原子含有ポリマ
ーをそのまま添加するか、あるいはそれらポリマーの微粒子を添加することができる。ま
た、上記一般式（４）で表される化合物により形成される硬化膜の場合、フッ素含有化合
物としては、アルコキシシランと反応できるものを添加し、架橋膜の一部として構成する
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ことが望ましい。そのようなフッ素含有化合物の例として、（トリデカフルオロ－１，１
，２，２－テトラヒドロオクチル）トリエトキシシラン、（３，３，３－トリフルオロプ
ロピル）トリメトキシシラン、３－（ヘプタフルオロイソプロポキシ）プロピルトリエト
キシシラン、１Ｈ，１Ｈ，２Ｈ，２Ｈ－パーフルオロアルキルトリエトキシシラン、１Ｈ
，１Ｈ，２Ｈ，２Ｈ－パーフルオロデシルトリエトキシシラン、１Ｈ，１Ｈ，２Ｈ，２Ｈ
－パーフルオロオクチルトリエトキシシラン等が挙げられる。
【０２２３】
　フッ素含有化合物の含有量は、保護層５全量を基準として２０重量％以下とすることが
好ましい。フッ素含有化合物の含有量が２０重量％を超えると、架橋硬化膜の成膜性に問
題が生じる場合がある。
【０２２４】
　上記化合物を含む保護層５は十分な耐酸化性を有しているが、更に強い耐酸化性を付与
する目的で、酸化防止剤を添加してもよい。酸化防止剤としては、ヒンダードフェノール
系あるいはヒンダードアミン系が望ましく、有機イオウ系酸化防止剤、フォスファイト系
酸化防止剤、ジチオカルバミン酸塩系酸化防止剤、チオウレア系酸化防止剤、ベンズイミ
ダゾール系酸化防止剤、などの公知の酸化防止剤を用いてもよい。酸化防止剤の含有量と
しては、保護層５全量を基準として１５重量％以下が好ましく、１０重量％以下が更に好
ましい。
【０２２５】
　ここで、ヒンダードフェノール系酸化防止剤としては、２，６－ジ－ｔ－ブチル－４－
メチルフェノール、２，５－ジ－ｔ－ブチルヒドロキノン、Ｎ，Ｎ’－ヘキサメチレンビ
ス（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシヒドロシンナマイド、３，５－ジ－ｔ－ブ
チル－４－ヒドロキシベンジルフォスフォネート－ジエチルエステル、２，４－ビス［（
オクチルチオ）メチル］－ｏ－クレゾール、２，６－ジ－ｔ－ブチル－４－エチルフェノ
ール、２，２’－メチレンビス（４－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、２，２’－
メチレンビス（４－エチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、４，４’－ブチリデンビス（
３－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、２，５－ジ－ｔ－アミルヒドロキノン、２－
ｔ－ブチル－６－（３－ブチル－２－ヒドロキシ－５－メチルベンジル）－４－メチルフ
ェニルアクリレート、４，４’－ブチリデンビス（３－メチル－６－ｔ－ブチルフェノー
ル）等が挙げられる。
【０２２６】
　また、保護層５には公知の塗膜形成に用いられる添加剤を添加することも可能であり、
レベリング剤、紫外線吸収剤、光安定化剤、界面活性剤、など公知の添加剤を添加するこ
とができる。
【０２２７】
　保護層５は、上記化合物を含有する塗布液を電荷輸送層６上に塗布し、加熱処理するこ
とで形成することができる。これにより、上記一般式（４）で表される化合物等が３次元
的に架橋硬化反応を起こし、強固な硬化膜が形成される。加熱処理の温度は、保護層５が
形成される感光層６等、下層に影響しなければ特に制限はないが、好ましくは室温～２０
０℃、より好ましくは１００～１６０℃である。
【０２２８】
　架橋硬化反応は、無触媒で行なってもよく、また、適切な触媒を用いてもよい。触媒と
しては、塩酸、硫酸、燐酸、蟻酸、酢酸、トリフルオロ酢酸、等の酸触媒、アンモニア、
トリエチルアミン等の塩基、ジブチルスズジアセテート、ジブチルスズジオクトエート、
オクエ酸第一スズ等の有機スズ化合物、テトラ－ｎ－ブチルチタネート、テトライソプロ
ピルチタネート等の有機チタン化合物、有機カルボン酸の鉄塩、マンガン塩、コバルト塩
、亜鉛塩、ジルコニウム塩、アルミニウムキレート化合物等が挙げられる。
【０２２９】
　保護層５を形成するための塗布液の塗布方法としては、ブレードコーティング法、ワイ
ヤーバーコーティング法、スプレーコーティング法、浸漬コーティング法、ビードコーテ
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ィング法、エアーナイフコーティング法、カーテンコーティング法等の通常の方法を用い
ることができる。
【０２３０】
　また、保護層５を形成するための塗布液に用いる溶剤としては、ジオキサン、テトラヒ
ドロフラン、メチレンクロライド、クロロホルム、クロルベンゼン、トルエン、水、メタ
ノール、エタノール、ｎ－プロパノール、ｉ－プロパノール、ｎ－ブタノール、ベンジル
アルコール、メチルセロソルブ、エチルセロソルブ、アセトン、メチルエチルケトン、シ
クロヘキサノン、酢酸メチル、酢酸ｎ－ブチル、ジメチルエーテル、ジブチルエーテル等
の通常の有機溶剤を用いることができる。これらは単独であるいは２種以上を混合して用
いることができるが、この塗布液が塗布される感光層６を溶解しにくい溶剤を用いること
が好ましい。
【０２３１】
　以上説明した構成を有する保護層５の膜厚は、０．５～２０μｍであることが好ましく
、１～２０μｍであることがより好ましく、２～１０μｍであることが更に好ましい。
【０２３２】
　本発明の電子写真感光体において、より高解像度を得る観点から、電荷発生層より上層
の機能層の膜厚は５０μｍ以下であることが好ましく、４０μｍ以下であることがより好
ましい。機能層が薄膜の場合は上述した下引層４と高強度な保護層５の組み合わせが特に
有効に用いられる。
【０２３３】
　以上、本発明の電子写真感光体の好適な実施形態について詳細に説明したが、本発明の
電子写真感光体は上記実施形態に限定されるものではない。例えば、図２（ａ）に示す電
子写真感光体１３０のように、導電性支持体３と感光層６との間に下引層４を備え、更に
感光層６上に保護層５を備えるものであってもよい。
【０２３４】
　また、上記の実施形態の電子写真感光体１００、１１０、及び１２０においては、感光
層６が積層構造を有している場合について説明したが、例えば、図２（ｂ）に示す電子写
真感光体１４０のように、感光層６が単層構造を有するものであってもよい。なお、この
場合にも、導電性支持体３と感光層６との間に下引層４を備えていてもよく、感光層６上
に保護層５を備えていてもよく、下引層４及び保護層５の両方を備えていてもよい。
【０２３５】
　更に、図２５に示す電子写真感光体１５０のように、感光層６と下引層４との間に中間
層３０を備えるものであってもよい。この中間層３０に用いられる材料としては、下引層
４に用いられる材料と同様に、ジルコニウムキレート化合物、ジルコニウムアルコキシド
化合物、ジルコニウムカップリング剤等の有機ジルコニウム化合物；チタンキレート化合
物、チタンアルコキシド化合物、チタネートカップリング剤等の有機チタン化合物；アル
ミニウムキレート化合物、アルミニウムカップリング剤等の有機アルミニウム化合物；ア
ンチモンアルコキシド化合物；ゲルマニウムアルコキシド化合物；インジウムアルコキシ
ド化合物、インジウムキレート化合物等の有機インジウム化合物；マンガンアルコキシド
化合物、マンガンキレート化合物等の有機マンガン化合物；スズアルコキシド化合物、ス
ズキレート化合物等の有機スズ化合物；アルミニウムシリコンアルコキシド化合物；アル
ミニウムチタンアルコキシド化合物；アルミニウムジルコニウムアルコキシド化合物、な
どの有機金属化合物が挙げられる。これらの中でも、有機ジルコニウム化合物、有機チタ
ニル化合物、有機アルミニウム化合物は、残留電位が低く良好な電子写真特性を示すため
、好ましく使用される。
【０２３６】
　また、中間層３０には、下引層４と同様に、ビニルトリクロロシラン、ビニルトリメト
キシシラン、ビニルトリエトキシシラン、ビニルトリス－２－メトキシエトキシシラン、
ビニルトリアセトキシシラン、γ－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、γ－メタ
クリロキシプロピルトリメトキシシラン、γ－アミノプロピルトリエトキシシラン、γ－
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クロロプロピルトリメトキシシラン、γ－２－アミノエチルアミノプロピルトリメトキシ
シラン、γ－メルカプロプロピルトリメトキシシラン、γ－ウレイドプロピルトリエトキ
シシラン、β－３，４－エポキシシクロヘキシルトリメトキシシラン等のシランカップリ
ング剤を含有させて使用することができる。
【０２３７】
　更に、ポリビニルアルコール、ポリビニルメチルエーテル、ポリ－Ｎ－ビニルイミダゾ
ール、ポリエチレノキシド、エチルセルロース、メチルセルロース、エチレン－アクリル
酸共重合体、ポリアミド、ポリイミド、カゼイン、ゼラチン、ポリエチレン、ポリエステ
ル、フェノール樹脂、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体、エポキシ樹脂、ポリビニルピロ
リドン、ポリビニルピリジン、ポリウレタン、ポリグルタミン酸、ポリアクリル酸等の公
知の結着樹脂を用いることもできる。これらの混合割合は、必要に応じて適宜設定するこ
とができる。
【０２３８】
　また、中間層３０中には、下引層４と同様に、電子輸送性顔料を混合／分散して使用す
ることもできる。電子輸送性顔料としては、ペリレン顔料、ビスベンズイミダゾールペリ
レン顔料、多環キノン顔料、インジゴ顔料、キナクリドン顔料等の有機顔料、また、シア
ノ基、ニトロ基、ニトロソ基、ハロゲン原子等の電子吸引性の置換基を有するビスアゾ顔
料やフタロシアニン顔料等の有機顔料、酸化亜鉛、酸化チタン等の無機顔料が挙げられる
。これらの顔料の中ではペリレン顔料、ビスベンズイミダゾールペリレン顔料と多環キノ
ン顔料が、電子移動性が高いので好ましく使用される。電子輸送性顔料は多すぎると下引
き層の強度が低下し、塗膜欠陥を生じるため９５重量％以下、好ましくは９０重量％以下
で使用される。
【０２３９】
　中間層３０は、下引層４と同様に、上記材料を所定の有機溶剤に混合／分散した塗布液
を下引層４上に塗布し、乾燥により溶剤を除去することにより形成される。中間層３０を
形成するための塗布液を調製する際の混合／分散方法としては、ボールミル、ロールミル
、サンドミル、アトライター、超音波等が挙げられる。また、有機溶剤としては、有機金
属化合物や樹脂を溶解し、電子輸送性顔料を混合／分散したときにゲル化や凝集を起こさ
ないものであればいかなるものも使用できる。具体的には、メタノール、エタノール、ｎ
－プロパノール、ｎ－ブタノール、ベンジルアルコール、メチルセルソルブ、エチルセル
ソルブ、アセトン、メチルエチルケトン、シクロヘキサノン、酢酸メチル、酢酸ｎ－ブチ
ル、ジオキサン、テトラヒドロフラン、メチレンクロライド、クロロホルム、クロルベン
ゼン、トルエン等が挙げられ、これらは１種を単独で又は２種以上を混合して用いること
ができる。塗布液の乾燥は、溶剤を蒸発させ、製膜可能な温度で行われる。
【０２４０】
　このようにして得られる中間層３０の厚みは、０．１～１０μｍであることが好ましく
、０．５～５μｍであることがより好ましい。中間層３０の膜厚が上記条件を満たすと、
電子写真感光体を長期間にわたって連続使用した場合においても、安定した特性を得るこ
とができる。
【０２４１】
　以上説明した本発明の電子写真感光体は、近赤外光もしくは可視光に発光するレーザー
ビームプリンター、デジタル複写機、ＬＥＤプリンター、レーザーファクシミリなどの電
子写真装置や、このような電子写真装置に備えられるプロセスカートリッジに搭載するこ
とができる。また本発明の電子写真感光体は一成分系、二成分系の正規現像剤あるいは反
転現像剤とも合わせて用いることができる。また本発明の電子写真感光体は帯電ローラー
や帯電ブラシを用いた接触帯電方式の電子写真装置に搭載されて、電流リークの発生が少
ない良好な特性が得られる。
【０２４２】
（電子写真装置及びプロセスカートリッジ）
　図３及び図４は、それぞれ本発明の電子写真装置の好適な一実施施形態の基本構成を概
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略的に示す断面図である。
【０２４３】
　図３に示す電子写真装置２００は、本発明の電子写真感光体７と、電子写感光体７をコ
ロナ放電方式により帯電させる帯電手段８と、帯電手段８に接続された電源９と、帯電手
段８により帯電される電子写真感光体７を露光して静電潜像を形成する露光手段１０と、
露光手段１０により形成された静電潜像をトナーにより現像してトナー像を形成する現像
手段１１と、現像手段１１により形成されたトナー像を被転写体２０に転写する転写手段
１２と、クリーニング手段１３と、除電器１４と、定着装置１５とを備える。
【０２４４】
　また、図４に示す電子写真装置２１０は、本発明の電子写真感光体７を接触方式により
帯電させる帯電手段８を備えていること以外は、図３に示した電子写真装置２００と同様
の構成を有する。特に、直流電圧に交流電圧を重畳した接触式の帯電手段を採用する電子
写真装置においては、優れた耐摩耗性を有するため、好ましく使用できる。なお、この場
合には、除電器１４が設けられていないものもある。
【０２４５】
　ここで、帯電手段８としては、例えばローラー状、ブラシ状、ブレード状、フィルム状
又はピン電極状の導電性又は半導電性の帯電部材を用いた接触型帯電器、コロナ放電を利
用したスコロトロン帯電器やコロトロン帯電器などの非接触型帯電器などが用いられる。
【０２４６】
　ここで、接触型帯電器における帯電部材としては、芯材の外周面に弾性層、抵抗層、保
護層等を設けたものが好適に用いられる。
【０２４７】
　芯材の材質としては、導電性を有するもの、例えば、鉄、銅、真鍮、ステンレス、アル
ミニウム、ニッケル等が挙げられる。また、導電性粒子等を分散した樹脂成形品等を用い
ることができる。
【０２４８】
　弾性層の材質としては、導電性あるいは半導電性を有するもの、例えば、ゴム材に導電
性粒子あるいは半導電性粒子を分散したものが使用可能である。ゴム材としてはＥＰＤＭ
、ポリブタジエン、天然ゴム、ポリイソブチレン、ＳＢＲ、ＣＲ、ＮＢＲ、シリコーンゴ
ム、ウレタンゴム、エピクロルヒドリンゴム、ＳＢＳ、熱可塑性エラストマー、ノルボー
ネンゴム、フロロシリコーンゴム、エチレンオキシドゴム、クロロプレンゴム、イソプレ
ンゴム、エポキシゴム等が用いられる。導電性粒子あるいは半導電性粒子としてはカーボ
ンブラック、亜鉛、アルミニウム、銅、鉄、ニッケル、クロム、チタニウム等の金属、Ｚ
ｎＯ－Ａｌ２Ｏ３、ＳｎＯ２－Ｓｂ２Ｏ３、Ｉｎ２Ｏ３－ＳｎＯ２、ＺｎＯ－ＴｉＯ２、
ＭｇＯ－Ａｌ２Ｏ３、ＦｅＯ－ＴｉＯ２、ＴｉＯ２、ＳｎＯ２、Ｓｂ２Ｏ３、Ｉｎ２Ｏ３

、ＺｎＯ、ＭｇＯ等の金属酸化物を用いることができる。これらの材料は１種を単独で又
は２種以上を混合して用いることができる。
【０２４９】
　抵抗層および保護層の材質としては、結着樹脂に導電性粒子あるいは半導電性粒子を分
散し、その抵抗を制御したものが挙げられる。結着樹脂としては、アクリル樹脂、セルロ
ース樹脂、ポリアミド樹脂、メトキシメチル化ナイロン、エトキシメチル化ナイロン、ポ
リウレタン樹脂、ポリカーボネート樹脂、ポリエステル樹脂、ポリエチレン樹脂、ポリビ
ニル樹脂、ポリアリレート樹脂、ポリチオフェン樹脂、ＰＦＡ、ＦＥＰ、ＰＥＴ等のポリ
オレフィン樹脂、スチレンブタジエン樹脂等が用いられる。導電性粒子あるいは半導電性
粒子としては、弾性層と同様のカーボンブラック、金属、金属酸化物が用いられる。また
必要に応じてヒンダードフェノール、ヒンダードアミン等の酸化防止剤、クレー、カオリ
ン等の充填剤や、シリコーンオイル等の潤滑剤を添加することができる。
【０２５０】
　これらの層を形成する手段としてはブレードコーティング法、マイヤーバーコーティン
グ法、スプレーコーティング法、浸漬コーティング法、ビードコーティング法、エアーナ
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イフコーティング法、カーテンコーティング法、溶融成形法、注入成形法等を用いること
ができる。
【０２５１】
　これらの導電性部材を用いて感光体を帯電させる際には、導電性部材に電圧が印加され
るが、かかる印加電圧は直流電圧、直流電圧に交流電圧を重畳したもののいずれでもよい
。
【０２５２】
　本発明の電子写真感光体に用いられる帯電方式には、特に制限はない。しかし、近年は
、オゾンの発生量が少なく、環境負荷性の小さい接触帯電方式が好ましく用いられる傾向
にある。一般に、接触帯電方式は、スコロトロンやコロトロンなどの非接触式帯電方式と
比較して帯電能力が弱く、特に高速応答が必要な画像形成装置においては問題となりやす
い。帯電能力が弱い場合、電子写真感光体の感光層中に残留している電荷が、かぶりなど
の画質欠陥を引き起こす原因となる。しかし、本発明の電子写真感光体によれば、電荷発
生層中に存在する、電荷を残留させる要因となる結晶型の崩れたヒドロキシガリウムフタ
ロシアニン顔料粒子が少ないため、上記のような画質欠陥が生じにくく、接触式帯電方式
との組み合わせで、好適に使用することができる。
【０２５３】
　この帯電手段８は、当該帯電手段８による帯電、露光手段１０による露光、現像手段１
１による現像及び転写手段１２による転写を含む電子写真プロセスの１回目における帯電
電位よりも、該電子写真プロセスが所定回数繰り返されたときの帯電電位が小さくなるよ
うに、帯電電位を調整制御する機能を有する手段であることが好ましい。以下、図面を用
いて電子写真感光体表面の帯電電位を上記のように調整制御する具体的な方法について説
明する。
【０２５４】
　図３に示す電子写真装置２００において、帯電手段８には電源９が接続されており、さ
らに電源９には帯電電位制御装置（図示せず）が電気的に接続され、帯電電位制御装置に
は電子写真感光体の回転回数を計測する計測装置（図示せず）が電気的に接続されている
。帯電電位制御装置は、電源９から帯電手段８を介して感光層に印加される電場を制御す
るもので、これにより電子写真プロセスが所定回数繰り返されたときに感光層表面の帯電
電位を低下させることができる。
【０２５５】
　図２６は、電子写真プロセスの１回目における帯電電位よりも、該電子写真プロセスが
所定回数繰り返されたとき帯電電位が小さくなるように調整制御する方法の一例を示す工
程図である。まず、ステップＳ１において、計測装置により、電子写真プロセスの繰り返
し数の指標となる電子写真感光体７の回転回数が計測される。次に、ステップＳ２におい
て、計測された回転回数に関するデータ信号が計測装置から帯電電位制御装置に送られて
電子写真プロセスの繰り返し数に換算される。帯電電位制御装置には、電子写真プロセス
が所定回数繰り返されたときの感光層の膜厚と、当該膜厚を有する感光層に所定の電場が
印加されたときの帯電電位と、の相関に関するデータが予め入力されており、換算された
電子写真プロセスの繰り返し数に基づき当該繰り返し数における感光層の膜厚が見積もら
れる。そして、見積もられた膜厚を有する感光層に電場を印加したときにその帯電電位が
低下するように、感光層に印加されるべき電場が決定される。さらに、ステップＳ３にお
いて、決定された電場に関する制御信号が電源９に送られ、かかる制御信号に基づく電場
が帯電ロールを介して感光層に印加される。このようにして、電子写真プロセスの繰り返
し数の増加に伴い感光層の帯電電位を低下させることができる。
【０２５６】
　なお、上記方法は電子写真感光体７の回転回数を電子写真プロセスの繰り返し数に換算
する工程を含むが、かかる換算工程は必ずしも必要ではない。すなわち、電子写真感光体
７が所定回数回転したときの感光層の膜厚と、当該膜厚を有する感光層に所定の電場が印
加されたときの帯電電位と、の相関に関するデータを帯電電位制御装置に予め入力してお
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き、計測装置で計測された電子写真感光体７の回転回数から直接的に当該回転回数におけ
る感光層の膜厚を見積もってもよい。
【０２５７】
　また、感光層の膜厚（又は磨耗量）を見積もる工程を設けずに、電子写真感光体の径及
び回転回数から直接的に感光層に印加される電場を決定してもよい。すなわち、電子写真
プロセスが所定回数繰り返されたときに帯電電位を低下させるために電子写真感光体に印
加されるべき電場についての理論曲線を、電子写真感光体７の径及び回転回数の関数とし
て予め求めておき、かかる理論曲線に従って電場を低下させることで、電子写真プロセス
が所定回数繰り返されたときに感光層の帯電電位を低下させることができる。
【０２５８】
　なお、本発明における電場の低減スケジュールは、電子写真プロセスの１回目における
帯電電位よりも、該電子写真プロセスが所定回数繰り返されたとき帯電電位が小さくなる
ようにすることが可能であれば特に制限されず、例えば図２７（ａ）に示すように電子写
真プロセスの増加に伴い連続的に電場を低下させてもよく、また、図２８（ｂ）に示すよ
うに段階的に電場を低下させてもよい。
【０２５９】
　このように電子写真プロセスを所定回数繰り返したときの感光層の膜厚と、当該膜厚を
有する感光層に所定の電場を印加したときの帯電電位と、の相関に基づいて、帯電の際に
感光層に印加される電場を制御することにより、電子写真プロセスの繰り返し数の増加に
伴い感光層表面の帯電電位を低下させる操作が有効に実施されるため、かぶり等の画質欠
陥の発生を確実に抑制することができ、長期にわたって良好な画像品質を得ることができ
る。
【０２６０】
　露光手段１０としては、前記電子写真感光体表面に、半導体レーザ、ＬＥＤ（light em
itting diode）、液晶シャッターなどの光源を所望の像様に露光できる光学系装置などが
用いられる。
【０２６１】
　現像手段１１としては、一成分系、二成分系などの正規又は反転現像剤を用いた従来公
知の現像手段などが用いられる。
【０２６２】
　現像手段１１に使用されるトナーの形状については特に制限はなく、不定形、球形ある
いは他の特定の形状のものであっても使用することができる。これらの中でも、高画質化
、エコロジーの観点から球形トナーが好ましく用いられる。球形トナーとは、高転写効率
を達成するために、平均形状係数（ＭＬ２／Ａ）１００～１４５、好ましくは１００～１
４０の範囲で表される球形状を有するトナーである。この平均形状係数（ＭＬ２／Ａ）が
１４５より大きくなると転写効率が低下してしまい、プリントサンプルの画質の低下が目
視で確認できてしまう傾向にある。
【０２６３】
　球形トナーは、少なくとも結着樹脂と着色剤を含有してなる。この球形トナーは、好ま
しくは２～１２μｍの粒子、より好ましくは３～９μｍの粒子を用いることができる。
【０２６４】
　結着樹脂としては、スチレン類、モノオレフィン類、ビニルエステル類、α―メチレン
脂肪族モノカルボン酸エステル類、ビニルエーテル類、ビニルケトン類等の単独重合体お
よび共重合体を例示することができ、特に代表的な結着樹脂としては、ポリスチレン、ス
チレン－アクリル酸アルキル共重合体、スチレン－メタクリル酸アルキル共重合体、スチ
レン－アクリロニトリル共重合体、スチレン－ブタジエン共重合体、スチレン－無水マレ
イン酸共重合体、ポリエチレン、ポリプロピレン等が挙げられる。更に、ポリエステル、
ポリウレタン、エポキシ樹脂、シリコーン樹脂、ポリアミド、変性ロジン、パラフィンワ
ックス等も挙げられる。
【０２６５】
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　着色剤としては、マグネタイト、フェライト等の磁性粉、カーボンブラック、アニリン
ブルー、カルコイルブルー、クロムイエロー、ウルトラマリンブルー、デュポンオイルレ
ッド、キノリンイエロー、メチレンブルークロリド、フタロシアニンブルー、マラカイト
グリーンオキサレート、ランプブラック、ローズベンガル、Ｃ．Ｉ．ピグメント・レッド
４８：１、Ｃ．Ｉ．ピグメント・レッド１２２、Ｃ．Ｉ．ピグメント・レッド５７：１、
Ｃ．Ｉ．ピグメント・イエロー９７、Ｃ．Ｉ．ピグメント・イエロー１７、Ｃ．Ｉ．ピグ
メント・ブルー１５：１、Ｃ．Ｉ．ピグメント・ブルー１５：３等が代表的なものとして
挙げられる。
【０２６６】
　球形トナーには、帯電制御剤、離型剤、他の無機微粒子等の公知の添加剤を内添加処理
や外添加処理してもよい。
【０２６７】
　離型剤としては、低分子ポリエチレン、低分子ポリプロピレン、フィッシャートロプシ
ュワックス、モンタンワックス、カルナバワックス、ライスワックス、キャンデリラワッ
クス等が代表的なものとして挙げられる。
【０２６８】
　帯電制御剤としては、公知のものを使用することができるが、アゾ系金属錯化合物、サ
リチル酸の金属錯化合物、極性基を含有するレジンタイプ等の帯電制御剤を用いることが
できる。
【０２６９】
　他の無機微粒子としては、粉体流動性、帯電制御等の目的で、平均１次粒径が４０ｎｍ
以下の小径無機微粒子を用いることができ、更に必要に応じて、付着力低減の為、それよ
り大径の無機あるいは有機微粒子を併用してもよい。これらの他の無機微粒子は公知のも
のを使用できる。
【０２７０】
　また、小径無機微粒子については、表面処理することにより、分散性が高くなり、粉体
流動性をあげる効果が大きくなるため有効である。
【０２７１】
　球形トナーは、特に製造方法により限定されるものではなく、公知の方法により得るこ
とができる。具体的には、例えば混練粉砕法、混練粉砕法によって得られた粒子を、機械
的衝撃力または熱エネルギーにて形状を変化させる方法、乳化重合凝集法、溶解懸濁法等
が挙げられる。また、上記方法で得られた球形トナーをコアにして、更に凝集粒子を付着
、加熱融合してコアシェル構造をもたせる製造方法を行ってもよい。外添剤を添加する場
合、球形トナー及び外添剤をヘンシェルミキサーあるいはＶブレンダー等で混合すること
によって製造することができる。また、球形トナーを湿式にて製造する場合は、湿式にて
外添することも可能である。
【０２７２】
　この露光手段１０は、静止状態の電子写真感光体７を起動させてから該電子写真感光体
が１回転する間に、該電子写真感光体７上に静電潜像を形成する手段であることが好まし
い。これにより、空回転の時間を省略してＦＣＯＴを十分に短縮することができるととも
に、本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料を用いていることにより、ゴースト
の発生が十分に抑制された良好な画像品質を得ることができる。
【０２７３】
　転写手段１２としては、ベルト、ローラー、フィルム、ゴムブレード等を用いた接触型
転写帯電器、コロナ放電を利用したスコロトロン転写帯電器やコロトロン転写帯電器など
が用いられる。
【０２７４】
　クリーニング手段１３は、転写工程後の電子写真感光体の表面に付着する残存トナーを
除去するためのもので、これにより清浄面化された電子写真感光体は、次の画像形成プロ
セス（電子写真プロセス）に繰り返し供される。
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【０２７５】
　クリーニング手段１３としては、クリーニングブレードの他、ブラシクリーニング、ロ
ールクリーニング等を用いることができるが、これらの中でもクリーニングブレードを用
いることが好ましい。また、クリーニングブレードの材質としては、ウレタンゴム、ネオ
プレンゴム、シリコーンゴム等が挙げられる。
【０２７６】
　除電器１４は、電子写真感光体の残留電位が次のサイクルに持ち込まれる現象を防止す
るためのものであり、これにより、電子写真感光体が繰り返し使用される場合に、画像品
質をより高めることができる。
【０２７７】
　なお、図３及び４には示していないが、本発明の電子写真装置は中間転写手段を備える
ものであってもよい。本発明にかかる中間転写手段としては、導電性支持体上にゴム、エ
ラストマー、樹脂などを含む弾性層と少なくとも１層の被服層とが積層された構造を有す
るものを使用することができ、その材料としては使用される材料は、ポリウレタン系樹脂
、ポリエステル系樹脂、ポリスチレン系樹脂、ポリオレフィン系樹脂、ポリブタジエン系
樹脂、ポリアミド系樹脂、ポリ塩化ビニル系樹脂、ポリエチレン系樹脂、フッ素樹脂等の
樹脂に対して、導電性のカーボン粒子や金属粉等を分散混合させたもの等が挙げられる。
また、前記中間転写手段の形状としては、ローラー状、ベルト状などが挙げられる。
【０２７８】
　図２８は本発明の画像形成装置の他の実施形態の基本構成を概略的に示す断面図である
。図２８に示す画像形成装置２２０は、中間転写方式の画像形成装置であり、ハウジング
４００内において４つの電子写真感光体４０１ａ～４０１ｄ（例えば、電子写真感光体４
０１ａがイエロー、電子写真感光体４０１ｂがマゼンタ、電子写真感光体４０１ｃがシア
ン、電子写真感光体４０１ｄがブラックの色からなる画像をそれぞれ形成可能である）が
中間転写ベルト４０９に沿って相互に並列に配置されている。
【０２７９】
　ここで、画像形成装置２２０に搭載されている電子写真感光体４０１ａ～４０１ｄは、
それぞれ本発明の電子写真感光体である。
【０２８０】
　電子写真感光体４０１ａ～４０１ｄのそれぞれは、所定の方向（紙面上は反時計回り）
に回転可能であり、その回転方向に沿って帯電ロール４０２ａ～４０２ｄ、現像装置４０
４ａ～４０４ｄ、１次転写ロール４１０ａ～４１０ｄ、クリーニングブレード４１５ａ～
４１５ｄが配置されている。現像装置４０４ａ～４０４ｄのそれぞれにはトナーカートリ
ッジ４０５ａ～４０５ｄに収容されたブラック、イエロー、マゼンタ、シアンの４色のト
ナーが供給可能であり、また、１次転写ロール４１０ａ～４１０ｄはそれぞれ中間転写ベ
ルト４０９を介して電子写真感光体４０１ａ～４０１ｄに当接している。
【０２８１】
　更に、ハウジング４００内の所定の位置にはレーザー光源（露光装置）４０３が配置さ
れており、レーザー光源４０３から出射されたレーザー光を帯電後の電子写真感光体４０
１ａ～４０１ｄの表面に照射することが可能となっている。これにより、電子写真感光体
４０１ａ～４０１ｄの回転工程において帯電、露光、現像、１次転写、クリーニングの各
工程が順次行われ、各色のトナー像が中間転写ベルト４０９上に重ねて転写される。
【０２８２】
　中間転写ベルト４０９は、駆動ロール４０６、バックアップロール４０８及びテンショ
ンロール４０７により所定の張力をもって支持されており、これらのロールの回転により
たわみを生じることなく回転可能となっている。また、２次転写ロール４１３は、中間転
写ベルト４０９を介してバックアップロール４０８と当接するように配置されている。バ
ックアップロール４０８と２次転写ロール４１３との間を通った中間転写ベルト４０９は
、例えば駆動ロール４０６の近傍に配置されたクリーニングブレード４１６により清浄面
化された後、次の画像形成プロセスに繰り返し供される。
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【０２８３】
　また、ハウジング４００内の所定の位置にはトレイ（被転写媒体トレイ）４１１が設け
られており、トレイ４１１内の紙などの被転写媒体５００が移送ロール４１２により中間
転写ベルト４０９と２次転写ロール４１３との間、さらには相互に当接する２個の定着ロ
ール４１４の間に順次移送された後、ハウジング４００の外部に排紙される。
【０２８４】
　なお、上述の説明においては中間転写体として中間転写ベルト４０９を使用する場合に
ついて説明したが、中間転写体は、上記中間転写ベルト４０９のようにベルト状であって
もよく、ドラム状であってもよい。
【０２８５】
　中間転写体をベルト状とする場合、その基材として用いる樹脂材料としては、従来公知
の樹脂を用いることができる。例えば、ポリイミド樹脂、ポリカーボネート樹脂（ＰＣ）
、ポリフッ化ビニリデン（ＰＶＤＦ）、ポリアルキレンテレフタレート（ＰＡＴ）、エチ
レンテトラフルオロエチレン共重合体（ＥＴＦＥ）／ＰＣ、ＥＴＦＥ／ＰＡＴ、ＰＣ／Ｐ
ＡＴのブレンド材料、ポリエステル、ポリエーテルエーテルケトン、ポリアミド等の樹脂
材料及びこれらを主原料としてなる樹脂材料が挙げられる。更に、樹脂材料と弾性材料を
ブレンドして用いることができる。
【０２８６】
　弾性材料としては、ポリウレタン、塩素化ポリイソプレン、ＮＢＲ、クロロピレンゴム
、ＥＰＤＭ、水素添加ポリブタジエン、ブチルゴム、シリコーンゴム等を１種類、又は２
種類以上をブレンドしてなる材料を用いることができる。これらの基材に用いる樹脂材料
及び弾性材料に、必要に応じて、電子伝導性を付与する導電剤やイオン伝導性を有する導
電剤を１種類又は２種類以上を組み合わせて添加する。この中でも、機械強度に優れる点
で、導電剤を分散させたポリイミド樹脂を用いることが好ましい。上記の導電剤としては
、カーボンブラック、金属酸化物、ポリアニリン等の導電性ポリマーを用いることができ
る。
中間転写体として中間転写ベルト４０９のようなベルトの形状の構成を採用する場合、一
般にベルトの厚さは５０～５００μｍが好ましく、６０～１５０μｍがより好ましいが、
材料の硬度に応じて適宜選択することができる。
【０２８７】
　中間転写ベルト４０９の製造方法として、例えば、導電剤を分散させたポリイミド樹脂
からなるベルトを製造する場合には、特開昭６３－３１１２６３号公報に記載されている
ように、ポリイミド前駆体であるポリアミド酸の溶液中に導電剤として５～２０重量％の
カーボンブラックを分散させ、分散液を金属ドラム上に流延して乾燥した後、ドラムから
剥離したフィルムを高温下に延伸してポリイミドフィルムを形成し、さらに適当な大きさ
に切り出してエンドレスベルトとすることにより製造することができる。
【０２８８】
　上記フィルム成形は、一般には、導電剤を分散したポリアミド酸溶液の成膜用原液を円
筒金型に注入して、例えば、１００～２００℃に加熱しつつ５００～２０００ｒｐｍの回
転数で円筒金型を回転させながら、遠心成形法によりフィルム状に成膜し、次いで、得ら
れたフィルムを半硬化した状態で脱型して鉄芯に被せ、３００℃以上の高温でポリイミド
化反応（ポリアミド酸の閉環反応）を進行させて本硬化させることにより行うことができ
る。また、成膜原液を金属シート上に均一な厚みに流延して、上記と同様に１００～２０
０℃に加熱して溶媒の大半を除去し、その後３００℃以上の高温に段階的に昇温してポリ
イミドフィルムを形成する方法もある。また、中間転写体は表面層を有していても良い。
【０２８９】
　また、中間転写体としてドラム形状を有する構成を採用する場合、基材としては、アル
ミニウム、ステンレス鋼（ＳＵＳ）、銅等で形成された円筒状基材を用いることが好まし
い。この円筒状基材上に、必要に応じて弾性層を被覆し、該弾性層上に表面層を形成する
ことができる。
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【０２９０】
　一般に、中間転写体を用いる場合、中間転写体を通して電子写真感光体表面に電位が印
加されるため、感光層中に存在する残留電荷に影響を及ぼし、電子写真プロセスにおける
次サイクルで、ゴースト（前サイクルでの画像が、次サイクルに残像として現れる減少）
などの画質欠陥を生じやすい。しかし、本発明の電子写真感光体によれば、電荷発生層中
に存在する、電荷を残留させる要因となる結晶型の崩れたヒドロキシガリウムフタロシア
ニン顔料粒子が少ないため、上記のような画質欠陥が生じにくく、中間転写体との組み合
わせで、好適に使用することができる。
【０２９１】
　なお、本発明における被転写体とは、電子写真感光体上に形成されたトナー像を転写す
る媒体であれば特に制限はない。例えば、被転写体とは、電子写真感光体から直接、紙等
の被転写媒体に転写する場合は、この被転写媒体を指し、また、中間転写体を用いる場合
には、この中間転写体を指す。
【０２９２】
　図５は、本発明のプロセスカートリッジの好適な一実施形態の基本構成を概略的に示す
断面図である。プロセスカートリッジ３００は、本発明の電子写真感光体７とともに、帯
電手段８、現像手段１１、クリーニング手段１３、露光のための開口部１８、及び除電器
１４を、取り付けレール１６を用いて組み合わせて一体化したものである。そして、この
プロセスカートリッジ３００は、転写手段１２と、定着装置１５と、図示しない他の構成
部分とからなる電子写真装置本体に対して着脱自在としたものであり、電子写真装置本体
とともに電子写真装置を構成するものである。
【０２９３】
　また、図２９は、本発明のプロセスカートリッジの他の好適な一実施形態の基本構成を
概略的に示す断面図である。図２９において、プロセスカートリッジ３１０は、本発明の
電子写真感光体７とともに、帯電装置２０８、現像装置２１１、クリーニング装置（クリ
ーニング手段）２１３、露光のための開口部２１８、及び、除電露光のための開口部２１
７を、取り付けレール２１６を用いて組み合わせて一体化したものである。そして、この
プロセスカートリッジ３１０は、転写手段２１２と、定着装置２１５と、図示しない他の
構成部分とからなる電子写真装置本体に対して着脱自在としたものであり、電子写真装置
本体とともに電子写真装置を構成するものである。
【０２９４】
　以上説明した本発明の電子写真装置及びプロセスカートリッジにおいては、本発明のヒ
ドロキシガリウムフタロシアニン顔料を用いた電子写真感光体を備えているため、画質欠
陥を生じることなく長期間にわたって安定した画像品質を得ることできる。
【０２９５】
（画像形成方法）
　本発明の画像形成方法は、本発明の電子写真感光体を帯電させる帯電工程と、電子写真
感光体上に静電潜像を形成させる露光工程と、電子写真感光体上に形成された静電潜像を
トナーにより現像してトナー像を形成する現像工程と、トナー像を被転写体に転写する転
写工程と、を含むことを特徴とする方法である。
【０２９６】
　ここで、帯電工程、露光工程、現像工程及び転写工程のそれぞれは、上述した本発明の
電子写真装置２００における、帯電手段８による帯電、露光手段１０による露光、現像手
段１１による現像及び転写手段１２による転写を行う工程である。そして、かかる画像形
成方法によれば、本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料を使用した電子写真感
光体を用いていることにより、十分な感度、帯電性及び暗減衰特性とが得られ、それによ
って、かぶりや黒点・白点などの画質欠陥を生じることなく安定した画質の画像を長期間
にわたって形成することができる。
【０２９７】
　また、本発明の画像形成方法は、上記帯電工程において、当該帯電工程、露光工程、現
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像工程及び転写工程を含む電子写真プロセスの１回目における帯電電位よりも、該電子写
真プロセスが所定回数繰り返されたときの帯電電位が小さくなるように、帯電電位を調整
制御して、電子写真感光体表面を帯電させることを特徴とする方法であることが好ましい
。
【０２９８】
　かかる帯電工程は、先に図２６及び２７を用いて説明した方法により行うことができる
。そして、帯電工程を上記のように行うことにより、感光層に印加される電界強度を所定
の範囲に設定することが可能となり、濃度低下等の画質欠陥を生じることなく安定した画
質の画像をより長期間にわたって形成することができる。
【０２９９】
　更に、本発明の画像形成方法において、上記露光工程は、静止状態の電子写真感光体を
起動させてから該電子写真感光体が１回転する間に、該電子写真感光体上に静電潜像を形
成する工程であることが好ましい。
【０３００】
　露光工程を上記のように行うことにより、空回転の時間を省略してＦＣＯＴを十分に短
縮することができるとともに、本発明のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料を用いて
いることにより、ゴーストの発生が十分に抑制された良好な画像品質を得ることができる
。
【実施例】
【０３０１】
　以下、実施例及び比較例に基づいて本発明をより具体的に説明するが、本発明は以下の
実施例に限定されるものではない。なお、以下の実施例において電子写真プロセスを行う
場合、特に断らない限りは、像露光は電子写真感光体を数回、空回転させた後に行う。
【０３０２】
（合成例１）
〔Ｉ型ヒドロキシガリウムフタロシアニンの合成〕
　１，３－ジイミノイソインドリン３０重量部及び三塩化ガリウム９．１重量部をジメチ
ルスルホキシド２３０重量部に加え、１６０℃で６時間攪拌しながら反応させて赤紫色結
晶を得た。得られた結晶をジメチルスルホキシドで洗浄した後、イオン交換水で洗浄し、
乾燥してＩ型クロロガリウムフタロシアニンの粗結晶２８重量部を得た。
【０３０３】
　次に、得られたＩ型クロロガリウムフタロシアニンの粗結晶１０重量部を６０℃に加熱
した硫酸（濃度９７％）３００部に十分に溶解させた溶液を、２５％アンモニア水６００
重量部とイオン交換水２００重量部との混合溶液中に滴下してヒドロキシガリウムフタロ
シアニン結晶を析出させた。この結晶を濾過により採取し、イオン交換水で洗浄した後、
乾燥してＩ型ヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料８重量部を得た。
【０３０４】
　このようにして得られたＩ型ヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料について、Ｘ線回
折スペクトルの測定を行った。その結果を図６に示す。なお、本実施例におけるＸ線回折
スペクトルの測定は、粉末法によりＣｕＫα特性Ｘ線を用いて、以下の条件で行った。
　使用測定器：理学電機社製X線回折装置Ｍｉｎｉｆｌｅｘ
　Ｘ線管球：Ｃｕ
　管電流：１５ｍＡ
　スキャン速度：５．０ｄｅｇ．／ｍｉｎ
　サンプリング間隔：０．０２ｄｅｇ．
　スタート角度（２θ）：５ｄｅｇ．
　ストップ角度（２θ）：３５ｄｅｇ．
　ステップ角度（２θ）：０．０２ｄｅｇ．
【０３０５】
（実施例１）



(48) JP 4635461 B2 2011.2.23

10

20

30

40

50

　合成例１で得られたＩ型ヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料６重量部を、Ｎ，Ｎ－
ジメチルホルムアミド９０重量部及び外径０．９ｍｍのガラス製球形状メディア３５０重
量部とともに、ガラス製ボールミルを使用して２５℃で４８時間湿式粉砕処理した。この
とき、結晶変換の進行度合いを湿式粉砕処理液の吸収波長測定によりモニターし、湿式粉
砕処理後のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の６００～９００ｎｍの波長域での分
光吸収スペクトルにおける最大ピーク波長（λＭＡＸ）が８２７ｎｍであることを確認し
た。
【０３０６】
　次いで、得られた結晶をアセトンを用いて洗浄し、乾燥して、ＣｕＫα特性Ｘ線を用い
たＸ線回折スペクトルにおいて、ブラッグ角度（２θ±０．２°）７．５°、９．９°、
１２．５°、１６．３°、１８．６°、２５．１°及び２８．３°に回折ピークを有する
ヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料５．５重量部を得た。得られたヒドロキシガリウ
ムフタロシアニンのＸ線回折スペクトルを図７に、分光吸収スペクトルを図１２に、透過
型電子顕微鏡写真を図１９に、それぞれ示す。
【０３０７】
　なお、分光吸収スペクトルの測定は、アセトン溶媒を用いた液セル法により、日立製作
所社製のＵ－２０００型分光光度計を使用して行った。また、得られたヒドロキシガリウ
ムフタロシアニン顔料の粒形状態は、透過型電子顕微鏡（Ｈ－９０００、日立製作所社製
）を用いて観察した。
【０３０８】
（実施例２）
　湿式粉砕処理時間を４８時間から９６時間に代えた以外は実施例１と同様にして、実施
例１と同様のＸ線回折スペクトルにおける回折ピークの条件を満たすヒドロキシガリウム
フタロシアニン顔料５．５重量部を得た。なお、湿式粉砕処理において結晶変換の進行度
合いをモニターしたときの、湿式粉砕処理後のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の
６００～９００ｎｍの波長域での分光吸収スペクトルにおける最大ピーク波長（λＭＡＸ

）は８２５ｎｍであった。得られたヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料のＸ線回折ス
ペクトルを図８に、分光吸収スペクトルを図１３に、透過型電子顕微鏡写真を図２０に、
それぞれ示す。
【０３０９】
（実施例３）
　湿式粉砕処理時間を４８時間から１９２時間に代えた以外は実施例１と同様にして、実
施例１と同様のＸ線回折スペクトルにおける回折ピークの条件を満たすヒドロキシガリウ
ムフタロシアニン顔料５．５重量部を得た。なお、湿式粉砕処理において結晶変換の進行
度合いをモニターしたときの、湿式粉砕処理後のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料
の６００～９００ｎｍの波長域での分光吸収スペクトルにおける最大ピーク波長（λＭＡ

Ｘ）は８１９ｎｍであった。得られたヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料のＸ線回折
スペクトルを図９に、分光吸収スペクトルを図１４に、透過型電子顕微鏡写真を図２１に
、それぞれ示す。
【０３１０】
（実施例４）
　外径０．９ｍｍのガラス製球形状メディア３５０重量部に代えて外径２．０ｍｍのガラ
ス製球形状メディア３５０重量部を用いた以外は実施例１と同様にして、実施例１と同様
のＸ線回折スペクトルにおける回折ピークの条件を満たすヒドロキシガリウムフタロシア
ニン顔料５．５重量部を得た。なお、湿式粉砕処理において結晶変換の進行度合いをモニ
ターしたときの、湿式粉砕処理後のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の６００～９
００ｎｍの波長域での分光吸収スペクトルにおける最大ピーク波長（λＭＡＸ）は８２７
ｎｍであった。得られたヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料のＸ線回折スペクトル、
及び分光吸収スペクトルは、それぞれ実施例１とほぼ同様のスペクトルを示した。
【０３１１】
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（実施例５）
　外径０．９ｍｍのガラス製球形状メディア３５０重量部に代えて外径０．３ｍｍのガラ
ス製球形状メディア４００重量部を用い、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミドの使用量を９０
重量部から１２０重量部に代えた以外は実施例１と同様にして、実施例１と同様のＸ線回
折スペクトルにおける回折ピークの条件を満たすヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料
５．５重量部を得た。なお、湿式粉砕処理において結晶変換の進行度合いをモニターした
ときの、湿式粉砕処理後のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の６００～９００ｎｍ
の波長域での分光吸収スペクトルにおける最大ピーク波長（λＭＡＸ）は８２６ｎｍであ
った。得られたヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料のＸ線回折スペクトル、及び分光
吸収スペクトルは、それぞれ実施例１とほぼ同様のスペクトルを示した。
【０３１２】
（実施例６）
　実施例１と同様にして湿式粉砕処理を行った後、得られた結晶をポアサイズ１．０μｍ
のセラミックフィルター（ＵＦ巻セラミックフィルター、日本ガイシ社製）上で、アセト
ン３００重量部を用いて洗浄した。次いで、光を遮断した乾燥機（ＤＦＢ型、入江商会社
製）を用いて、８０℃で２４時間加熱乾燥した後、光を遮断した真空乾燥機（ＤＰ６１型
、ヤマト科学社製）を用いて、１１０℃、０．０１ｍｍＨｇの減圧下で２時間加熱乾燥し
、実施例１と同様のＸ線回折スペクトルにおける回折ピークの条件を満たすヒドロキシガ
リウムフタロシアニン顔料５．５重量部を得た。なお、湿式粉砕処理において結晶変換の
進行度合いをモニターしたときの、湿式粉砕処理後のヒドロキシガリウムフタロシアニン
顔料の６００～９００ｎｍの波長域での分光吸収スペクトルにおける最大ピーク波長（λ

ＭＡＸ）は８２３ｎｍであった。得られたヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料のＸ線
回折スペクトル、及び分光吸収スペクトルは、それぞれ実施例１とほぼ同様のスペクトル
を示した。
【０３１３】
（実施例７）
　外径０．９ｍｍのガラス製球形状メディア３５０重量部に代えて外径１．０ｍｍのガラ
ス製球形状メディア３５０重量部を用いた以外は実施例１と同様にして湿式粉砕処理を行
った後、得られた結晶をポアサイズ１．０μｍのセラミックフィルター上で、アセトン３
００重量部を用いて洗浄した。次いで、光を遮断した乾燥機（ＤＦＢ型、入江商会社製）
を用いて、８０℃で２４時間加熱乾燥した後、光を遮断した真空乾燥機（ＤＰ６１型、ヤ
マト科学社製）を用いて、１１０℃、－０．９８ｋＰａの減圧下で２時間加熱乾燥し、実
施例１と同様のＸ線回折スペクトルにおける回折ピークの条件を満たすヒドロキシガリウ
ムフタロシアニン顔料５．５重量部を得た。なお、湿式粉砕処理において結晶変換の進行
度合いをモニターしたときの、湿式粉砕処理後のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料
の６００～９００ｎｍの波長域での分光吸収スペクトルにおける最大ピーク波長（λＭＡ

Ｘ）は８１８ｎｍであった。得られたヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の分光吸収
スペクトルを図１５に示す。また、得られたヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料のＸ
線回折スペクトルは、実施例１とほぼ同様のスペクトルを示した。
【０３１４】
（実施例８）
　光を遮断した真空乾燥機による加熱乾燥の温度を１１０℃から１５０℃に代えた以外は
実施例７と同様にして、実施例１と同様のＸ線回折スペクトルにおける回折ピークの条件
を満たすヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料５．５重量部を得た。なお、湿式粉砕処
理において結晶変換の進行度合いをモニターしたときの、湿式粉砕処理後のヒドロキシガ
リウムフタロシアニン顔料の６００～９００ｎｍの波長域での分光吸収スペクトルにおけ
る最大ピーク波長（λＭＡＸ）は８２１ｎｍであった。得られたヒドロキシガリウムフタ
ロシアニン顔料のＸ線回折スペクトル、及び分光吸収スペクトルは、それぞれ実施例１と
ほぼ同様のスペクトルを示した。
【０３１５】
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（実施例９）
　外径１．０ｍｍのガラス製球形状メディア３５０重量部に代えて外径３．０ｍｍのガラ
ス製球形状メディア３５０重量部を用いた以外は実施例７と同様にして、実施例１と同様
のＸ線回折スペクトルにおける回折ピークの条件を満たすヒドロキシガリウムフタロシア
ニン顔料５．５重量部を得た。なお、湿式粉砕処理において結晶変換の進行度合いをモニ
ターしたときの、湿式粉砕処理後のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の６００～９
００ｎｍの波長域での分光吸収スペクトルにおける最大ピーク波長（λＭＡＸ）は８３５
ｎｍであった。得られたヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料のＸ線回折スペクトル、
及び分光吸収スペクトルは、それぞれ実施例１とほぼ同様のスペクトルを示した。
【０３１６】
（実施例１０）
　光を遮断した真空乾燥機による加熱乾燥の温度を１１０℃から２２０℃に代えた以外は
実施例７と同様にして、実施例１と同様のＸ線回折スペクトルにおける回折ピークの条件
を満たすヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料５．５重量部を得た。なお、湿式粉砕処
理において結晶変換の進行度合いをモニターしたときの、湿式粉砕処理後のヒドロキシガ
リウムフタロシアニン顔料の６００～９００ｎｍの波長域での分光吸収スペクトルにおけ
る最大ピーク波長（λＭＡＸ）は８２３ｎｍであった。得られたヒドロキシガリウムフタ
ロシアニン顔料のＸ線回折スペクトル、及び分光吸収スペクトルは、それぞれ実施例１と
ほぼ同様のスペクトルを示した。
【０３１７】
（比較例１）
　合成例１で得られたＩ型ヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料５重量部を、Ｎ，Ｎ－
ジメチルホルムアミド８０重量部とともに、撹拌装置を有するガラス製撹拌槽を使用して
２５℃で４８時間撹拌した。撹拌後のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の６００～
９００ｎｍの波長域での分光吸収スペクトルにおける最大ピーク波長（λＭＡＸ）は８４
６ｎｍであった。
【０３１８】
　次いで、得られた結晶をアセトンを用いて洗浄し、乾燥して、ＣｕＫα特性Ｘ線を用い
たＸ線回折スペクトルにおいて、ブラッグ角度（２θ±０．２°）７．５°、９．９°、
１２．５°、１６．３°、１８．６°、２５．１°及び２８．３°に回折ピークを有する
ヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料５．５重量部を得た。得られたヒドロキシガリウ
ムフタロシアニンのＸ線回折スペクトルを図１０に、分光吸収スペクトルを図１６に、透
過型電子顕微鏡写真を図２２に、それぞれ示す。
【０３１９】
（比較例２）
　外径０．９ｍｍのガラス製球形状メディア３５０重量部に代えて外径５．０ｍｍのガラ
ス製球形状メディア３５０重量部を用いた以外は実施例１と同様にして、実施例１と同様
のＸ線回折スペクトルにおける回折ピークの条件を満たすヒドロキシガリウムフタロシア
ニン顔料５．５重量部を得た。なお、湿式粉砕処理において結晶変換の進行度合いをモニ
ターしたときの、湿式粉砕処理後のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の６００～９
００ｎｍの波長域での分光吸収スペクトルにおける最大ピーク波長（λＭＡＸ）は８４５
ｎｍであった。得られたヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料のＸ線回折スペクトルを
図１１に、分光吸収スペクトルを図１７に、透過型電子顕微鏡写真を図２３に、それぞれ
示す。
【０３２０】
（比較例３）
　外径０．９ｍｍのガラス製球形状メディア３５０重量部に代えて外径５．０ｍｍのガラ
ス製球形状メディア３５０重量部を用いた以外は実施例１と同様にして湿式粉砕処理を行
った後、得られた結晶をポアサイズ１．０μｍのセラミックフィルター上で、アセトン３
００重量部を用いて洗浄した。次いで、光を遮断した乾燥機（ＤＦＢ型、入江商会社製）
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を用いて、６０℃で２４時間加熱乾燥し、実施例１と同様のＸ線回折スペクトルにおける
回折ピークの条件を満たすヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料５．５重量部を得た。
なお、湿式粉砕処理において結晶変換の進行度合いをモニターしたときの、湿式粉砕処理
後のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の６００～９００ｎｍの波長域での分光吸収
スペクトルにおける最大ピーク波長（λＭＡＸ）は８４２ｎｍであった。得られたヒドロ
キシガリウムフタロシアニン顔料のＸ線回折スペクトル、及び分光吸収スペクトルは、そ
れぞれ比較例２とほぼ同様のスペクトルを示した。
【０３２１】
（比較例４）
　合成例１で得られたＩ型ヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料５重量部を、Ｎ，Ｎ－
ジメチルホルムアミド８０重量部とともに、撹拌装置を有するガラス製撹拌槽を使用して
２５℃で４８時間撹拌して結晶を得た。次いで、得られた結晶を、アセトンを用いて洗浄
し、光を遮断した乾燥機を用いて８０℃で２４時間加熱乾燥して、実施例１と同様のＸ線
回折スペクトルにおける回折ピークの条件を満たすヒドロキシガリウムフタロシアニン顔
料５．５重量部を得た。得られたヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の６００～９０
０ｎｍの波長域での分光吸収スペクトルにおける最大ピーク波長（λＭＡＸ）は８５８ｎ
ｍであった。得られたヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の分光吸収スペクトルを図
１８に示す。また、得られたヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料のＸ線回折スペクト
ルは、比較例２とほぼ同様のスペクトルを示した。
【０３２２】
（実施例１１）
　１，３－ジイミノイソインドリン３０重量部および三塩化ガリウム９．１重量部をキノ
リン２３０重量部中に添加し、２００℃において３時間反応させた後、生成物を濾別した
。次いで、この生成物をアセトン、メタノールで洗浄し、得られた湿ケーキを乾燥してク
ロロガリウムフタロシアニン結晶２８重量部を得た。このクロロガリウムフタロシアニン
結晶３重量部を濃硫酸（濃度９７％）６０重量部に０℃にて溶解した溶液を、５℃の蒸留
水４５０重量部中に滴下してヒドロキシガリウムフタロシアニン結晶を析出させた。この
結晶を蒸留水、希アンモニア水で洗浄した後、乾燥して、ヒドロキシガリウムフタロシア
ニン結晶２．５重量部を得た。得られたヒドロキシガリウムフタロシアニン結晶を自動乳
鉢にて５．５時間粉砕し、非晶質のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料を得た。
【０３２３】
　得られたヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料５．０重量部をジメチルホルムアミド
１５０重量部及び直径１ｍｍのガラスビーズ３００重量部と共にミリング処理し、結晶変
換の進行度合いを湿式粉砕処理液の吸収波長測定によってモニターし、ヒドロキシガリウ
ムフタロシアニン顔料の６００～９００ｎｍの波長域での分光吸収スペクトルにおける最
大ピーク波長（λＭＡＸ）の経時変化を２５０時間まで追跡した。その結果を図２４に示
す。図２４に示したグラフより、処理時間が１５０時間のときに最大ピーク波長（λＭＡ

Ｘ）が最小値（８２４ｎｍ）を示すことが確認された。また、処理時間１５０時間のとき
のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料をメタノールで洗浄し、乾燥して、実施例１と
同様のＸ線回折スペクトルにおける回折ピークの条件を満たす目的のヒドロキシガリウム
フタロシアニン顔料を得た。
【０３２４】
（比較例５）
　実施例１１と同一条件で結晶変換処理を２４時間行った後、メタノールで洗浄し、乾燥
して、実施例１と同様のＸ線回折スペクトルにおける回折ピークの条件を満たす目的のヒ
ドロキシガリウムフタロシアニン顔料０．４重量部を得た。
【０３２５】
（比較例６）
　実施例１１と同一条件で結晶変換処理を４８時間行った後、メタノールで洗浄し、乾燥
して、実施例１と同様のＸ線回折スペクトルにおける回折ピークの条件を満たす目的のヒ
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【０３２６】
　実施例１～１１及び比較例１～６で得られたヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の
、アセトン溶媒を用いた液セル法により、分光光度計（Ｕ－２０００型分光光度計：日立
製作所社製）を使用して測定した分光吸収スペクトルにおける最大ピーク波長（λＭＡＸ

）、ＢＥＴ式の比表面積測定器（フローソープＩＩ２３００、島津製作所社製）を用いて
窒素置換法により測定したＢＥＴ比表面積、レーザ回折散乱式粒度分布測定装置（ＬＡ－
７００、堀場製作所社製）により測定した平均粒径、及び、透過型電子顕微鏡による観察
により測定した一次粒子径の最大値をそれぞれ表２に示す。
【０３２７】
　更に、実施例６～１０及び比較例３～４で得られたヒドロキシガリウムフタロシアニン
顔料の２５℃から４００℃まで昇温したときの重量減少率を、熱天秤（スタンドアロン熱
重量測定装置ＴＧＡ－５０、島津製作所社製）により測定した結果をそれぞれ表２に示す
。
【０３２８】
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【表２】

【０３２９】
（実施例１２）
〔電子写真感光体シートの作製〕
　酸化亜鉛（平均粒子径７０ｎｍ、比表面積値１５ｍ２／ｇ、テイカ社製試作品）１００
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重量部をトルエン５００重量部と攪拌混合し、シランカップリング剤（ＫＢＭ６０３、信
越化学社製）１．２５重量部を添加して、２時間攪拌した。その後、トルエンを減圧蒸留
にて留去し、１２０℃で２時間焼き付けを行い、表面処理酸化亜鉛顔料を得た。
【０３３０】
　上記表面処理酸化亜鉛顔料６０重量部、硬化剤としてブロック化イソシアネート（スミ
ジュール３１７５、住友バイエルンウレタン社製）１３．５重量部、ブチラール樹脂（Ｂ
Ｍ－１、積水化学社製）１５重量部をメチルエチルケトン８５重量部に溶解した溶液３８
重量部と、メチルエチルケトン２５重量部とを混合し、１ｍｍφのガラスビーズを用いて
サンドミルにて２時間の分散を行い、分散液を得た。得られた分散液に触媒としてジオク
チルスズジラウレート０．００５重量部、シリコーン樹脂粒子（トスパール１４５、ＧＥ
東芝シリコーン社製）３．４重量部を添加し、下引層形成用塗布液を得た。この塗布液を
浸漬塗布法にて直径３０ｍｍ、長さ３４０ｍｍ、肉厚１ｍｍのアルミニウム基材上に塗布
し、１７０℃、４０分の乾燥硬化を行って、膜厚２５μｍの下引層を得た。
【０３３１】
　次に、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合樹脂（ＶＭＣＨ、日本ユニカー社製）１重量部を
酢酸ｎ－ブチル１００重量部に溶解させた溶液と、実施例１で得られたヒドロキシガリウ
ムフタロシアニン顔料１重量部とを混合し、外径１ｍｍのガラスビーズ１５０重量部とと
もに５時間サンドミルで分散して、電荷発生層形成用塗布液を調製した。この塗布液を上
記下引層上に浸漬塗布し、１００℃で１０分間加熱乾燥して膜厚０．２０μｍの電荷発生
層を形成した。
【０３３２】
　更に、電荷輸送物質としてＮ，Ｎ’－ジフェニル－Ｎ，Ｎ’－ビス（３－メチルフェニ
ル）－［１，１’ビフェニル］－４，４’－ジアミン４重量部、結着樹脂として粘度平均
分子量が３万のビスフェノールＺ型ポリカーボネート樹脂６重量部、テトラヒドロフラン
８０重量部、及び２，６－ジ－ｔ－ブチル－４－メチルフェノール０．２重量部を混合し
、電荷輸送層形成用塗布液を調製した。この塗布液を上記電荷発生層上に浸漬塗布し、１
２０℃で４０分間加熱乾燥して、膜厚２５μｍの電荷輸送層を形成し、目的の電子写真感
光体シートを作製した。
【０３３３】
〔電子写真感光体ドラムの作製〕
　８４ｍｍφ×３４７ｍｍ、肉厚１ｍｍのアルミニウムパイプを研磨剤（アルミナビーズ
ＣＢ－Ａ３０Ｓ、平均粒径Ｄ５０＝３０μｍ、昭和タイタニウム社製）を用いて液体ホー
ニング処理することにより粗面化し、中心線平均粗さＲａが０．１８μｍとなるように粗
面化したものを導電性支持体として用い、上記電子写真感光体シートの作製と同様の手順
で、下引層、電荷発生層、電荷輸送層を順次形成し、目的の電子写真感光体ドラムを作製
した。
【０３３４】
（実施例１３～２２）
　電荷発生材料として実施例１のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の代わりに実施
例２～１１のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料を用いた以外はそれぞれ実施例１２
と同様にして、実施例１３～２２の電子写真感光体（電子写真感光体シート及び電子写真
感光体ドラム）を作製した。
【０３３５】
（比較例７～１２）
　電荷発生材料として実施例１のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の代わりに比較
例１～６のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料を用いた以外はそれぞれ実施例８と同
様にして、比較例７～１２の電子写真感光体（電子写真感光体シート及び電子写真感光体
ドラム）を作製した。
【０３３６】
〔電子写真感光体の電子写真特性評価試験〕
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（１）使用初期の特性評価
　実施例１２～２２、及び比較例７～１２の電子写真感光体シートの電子写真特性を評価
するために、以下の手順で電子写真特性の測定を行った。先ず、２０ｍｍφの小面積マス
クを使用し、２０℃、５０％ＲＨの環境下において、静電複写紙試験装置（ＥＰＡ８２０
０、川口電機社製）を用いて－５．０ｋＶのコロナ放電により感光体を負帯電させた。次
いで、干渉フィルターを用いて７８０ｎｍに分光したハロゲンランプ光を感光体表面上に
おいて５．０μＷ／ｃｍ２となるように調整して照射した。このときの初期表面電位Ｖ０

［Ｖ］、表面電位がＶ０の１／２になるまでの半減露光量Ｅ１／２［μＪ／ｃｍ２］、及
び、表面電位Ｖ０を計測してから１秒後の表面電位をＶ１として、｛（Ｖ０－Ｖ１）／Ｖ

０｝×１００で求められる暗減衰率（ＤＤＲ）［％］をそれぞれ測定した。その結果を表
３に示す。
【０３３７】
（２）繰り返し特性の評価
　上記帯電、露光および除電の操作を１万回繰り返し、そのときの表面電位Ｖ０［Ｖ］、
表面電位がＶ０の１／２になるまでの半減露光量Ｅ１／２［μＪ／ｃｍ２］および暗減衰
率（ＤＤＲ）[％]をそれぞれ測定した。その結果を表３に示す。
【０３３８】
（３）画質評価試験
　実施例１２～２２、及び比較例７～１２の電子写真感光体ドラムを、図４に示す構成を
有するフルカラー・レーザープリンター（ＤｏｃｕＰｒｉｎｔ　Ｃ６２０、富士ゼロック
ス社製）に装着して画像品質を評価し、細線の太りや細り、かぶりや黒点・白点等の画質
欠陥がないかどうかを確認した。その結果を表３に示す。なお、上記のフルカラー・レー
ザープリンターにおいては、帯電装置としてローラー帯電器（ＢＣＲ）、露光装置として
７８０ｎｍの半導体レーザを使用したＲＯＳ、現像方式として２成分系反転現像方式、転
写装置としてローラー帯電器（ＢＴＲ）、転写装置としてベルト中間転写方式を採用した
。
【０３３９】
（４）電荷発生材料の分散性評価
　実施例１２～２２、及び比較例７～１２で用いたヒドロキシガリウムフタロシアニン顔
料の分散性の評価を行うために、ガラスプレート上に実施例１２～２２、及び比較例７～
１２における電荷発生層形成用塗布液をそれぞれ用いて電荷発生層を形成し、顕微鏡を用
いてその分散状態を観察した。その結果を表３に示す。なお、表３中、「良好」とは電荷
発生層中に凝集体が見られなかったことを意味し、「不良」とは凝集体が観察されたり塗
膜表面がざらついていたことを意味する。
【０３４０】
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【表３】

【０３４１】
　表２～３に示したように、６００～９００ｎｍの波長域での分光吸収スペクトルにおい
て、８１０～８３９ｎｍの範囲に最大ピーク波長を有するヒドロキシガリウムフタロシア
ニン顔料を用いた実施例１２～２２の電子写真感光体は、比較例７～１２の電子写真感光
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体と比較して、優れた電子写真特性を有し、分散性が良好で、細線の太りや細り、かぶり
や黒点・白点等の現象を生じることなく良好な画質が得られることが確認された。
【０３４２】
（実施例２３）
〔電子写真感光体の作製〕
　シランカップリング剤（ＫＢＭ６０３、信越化学社製）で表面処理を行った酸化亜鉛（
平均粒子径７０ｎｍ、比表面積値１５ｍ２／ｇ、テイカ社製試作品）６０重量部、硬化剤
としてブロック化イソシアネート（スミジュール３１７５、住友バイエルンウレタン社製
）１５重量部、ブチラール樹脂（ＢＭ－１、積水化学社製）１５重量部をメチルエチルケ
トン８５重量部に溶解した溶液３８重量部と、メチルエチルケトン２５重量部とを混合し
、１ｍｍφのガラスビーズを用いてサンドミルにて２時間の分散を行い、分散液を得た。
得られた分散液に触媒としてジオクチルスズジラウレート０．００５重量部を添加し、下
引層形成用塗布液を得た。この塗布液を浸漬塗布法にて直径３０ｍｍ、長さ３４０ｍｍ、
肉厚１ｍｍのアルミニウム基体上に塗布し、１６０℃、１００分の乾燥硬化を行って、膜
厚２０μｍの下引層を得た。
【０３４３】
　次に、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合樹脂（ＶＭＣＨ、日本ユニカー社製）１０重量部
を酢酸ｎ－ブチル３００重量部に溶解させた溶液と、実施例１で得られたヒドロキシガリ
ウムフタロシアニン顔料１５重量部とを混合し、分散室の容積に対して３０体積％の外径
１ｍｍのガラスビーズとともに１００分間横型サンドミルで分散して、電荷発生層形成用
塗布液を調製した。この塗布液を上記下引層上に浸漬塗布し、乾燥して膜厚０．２０μｍ
の電荷発生層を形成した。
【０３４４】
　更に、電荷輸送物質としてＮ，Ｎ’－ジフェニル－Ｎ，Ｎ’－ビス（３－メチルフェニ
ル）－［１，１’－ビフェニル］－４，４’－ジアミン４重量部、及び結着樹脂として下
記一般式（７）で表される粘度平均分子量が４万のビスフェノールＺ型ポリカーボネート
樹脂６重量部を、テトラヒドロフラン６０重量部に加えて溶解させ、電荷輸送層形成用塗
布液を調製した。この塗布液を上記電荷発生層上に浸漬塗布し、１３０℃で４０分間加熱
乾燥して、膜厚３３μｍの電荷輸送層を形成し、目的の電子写真感光体（電子写真感光体
ドラム）を作製した。
【化２９】

【０３４５】
〔電子写真装置の作製〕
　得られた電子写真感光体を、図４に示す構成を有するフルカラープリンター（Ｄｏｃｕ
Ｃｅｎｔｅｒ　Ｃｏｌｏｒ　４００ＣＰ、富士ゼロックス社製）を改造した装置に搭載し
て電子写真装置を作製した。
【０３４６】
　ここで、電子写真装置における接触帯電手段は、電子写真プロセスの１回目における帯
電電位よりも、該電子写真プロセスが所定回数繰り返されたとき帯電電位が小さくなるよ
うに調整制御する機能を有する手段である。具体的には、接触帯電手段は、電子写真プロ
セスの１回目における感光体表面の帯電電位を７２０Ｖとし、その後、電子写真プロセス
１千回当たり０．２Ｖずつ帯電電位を低下させるように調整制御する手段であり、感光体
表面の帯電電位をＶＨ［Ｖ］、電子写真プロセスの繰り返し回数をα［千回］としたとき
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に下記式（Ｂ）で表される条件に従って帯電電位の制御を行うものである。なお、下記式
（Ｂ）は、電子写真プロセスの繰り返し回数と感光層の膜厚との関係、及び、感光層の膜
厚が減少したときの電界強度が所定の範囲に維持されるような帯電電位を予め求め、これ
に基づいて決定したものである。
ＶＨ＝７２０－α×０．２　　・・・（Ｂ）
【０３４７】
（実施例２４～２６）
　電荷発生材料として実施例１のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の代わりに実施
例３～５のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料をそれぞれ用いた以外は実施例２３と
同様にして、実施例２４～２６の電子写真感光体及び電子写真装置を作製した。
【０３４８】
（比較例１３～１５）
　電荷発生材料として実施例１のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の代わりに比較
例１～２、５のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料をそれぞれ用いた以外は実施例２
３と同様にして、比較例１３～１５の電子写真感光体及び電子写真装置を作製した。
【０３４９】
（実施例２７～２９）
　接触帯電手段として、上記式（Ｂ）に従った帯電電位の制御を行わず、帯電電位を７２
０Ｖ一定とするものを用いた以外は実施例２３～２５と同様にして、実施例２７～２９の
電子写真感光体及び電子写真装置を作製した。
【０３５０】
（実施例３０）
〔電子写真感光体の作製〕
　シランカップリング剤（ＫＢＭ６０３、信越化学社製）で表面処理を行った酸化亜鉛（
平均粒子径７０ｎｍ、比表面積値１５ｍ２／ｇ、テイカ社製試作品）６０重量部、硬化剤
としてブロック化イソシアネート（スミジュール３１７５、住友バイエルンウレタン社製
）１５重量部、ブチラール樹脂（ＢＭ－１、積水化学社製）１５重量部をメチルエチルケ
トン８５重量部に溶解した溶液３８重量部と、メチルエチルケトン２５重量部とを混合し
、１ｍｍφのガラスビーズを用いてサンドミルにて１．５時間の分散を行い、分散液を得
た。得られた分散液に触媒としてジオクチルスズジラウレート０．００５重量部を添加し
、下引層形成用塗布液を得た。この塗布液を浸漬塗布法にて直径３０ｍｍ、長さ３４０ｍ
ｍ、肉厚１ｍｍのアルミニウム基体上に塗布し、１６０℃、１００分の乾燥硬化を行って
、膜厚１８μｍの下引層を得た。
【０３５１】
　次に、ポリビニルブチラール樹脂（エスレックＢＭ－Ｓ、積水化学社製）４重量部をｎ
－ブチルアルコール１７０重量部に溶解させ、そこへ有機ジルコニウム化合物（アセチル
アセトンジルコニウムブチレート）３０重量部及び有機シラン化合物（γ－アミノプロピ
ルトリメトキシシラン）３重量部を加えて混合攪拌し、中間層形成用塗布液を調製した。
この塗布液を上記下引層上に浸漬塗布し、１５０℃で１時間加熱乾燥して膜厚１．２μｍ
の中間層を形成した。
【０３５２】
　次に、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合樹脂（ＶＭＣＨ、日本ユニカー社製）１０重量部
を酢酸ｎ－ブチル３００重量部に溶解させた溶液と、実施例１で得られたヒドロキシガリ
ウムフタロシアニン顔料１５重量部とを混合し、分散室の容積に対して３０体積％の外径
１ｍｍのガラスビーズとともに１００分間横型サンドミルで分散して、電荷発生層形成用
塗布液を調製した。この塗布液を上記中間層上に浸漬塗布し、乾燥して膜厚０．２０μｍ
の電荷発生層を形成した。
【０３５３】
　更に、電荷輸送物質としてＮ，Ｎ’－ジフェニル－Ｎ，Ｎ’－ビス（３－メチルフェニ
ル）－［１，１’－ビフェニル］－４，４’－ジアミン４重量部、及び結着樹脂として上
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記一般式（７）で表される粘度平均分子量が４万のビスフェノールＺ型ポリカーボネート
樹脂６重量部を、テトラヒドロフラン６０重量部に加えて溶解させ、電荷輸送層形成用塗
布液を調製した。この塗布液を上記電荷発生層上に浸漬塗布し、１３０℃で４０分間加熱
乾燥して、膜厚３３μｍの電荷輸送層を形成し、目的の電子写真感光体（電子写真感光体
ドラム）を作製した。
【０３５４】
〔電子写真装置の作製〕
　上記のようにして作製した電子写真感光体を用いた以外は実施例２３と同様にして、実
施例３０の電子写真装置を作製した。
【０３５５】
（実施例３１～３３）
　電荷発生材料として実施例１のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の代わりに実施
例３～５のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料をそれぞれ用いた以外は実施例３０と
同様にして、実施例３１～３３の電子写真感光体及び電子写真装置を作製した。
【０３５６】
（比較例１６～１８）
　電荷発生材料として実施例１のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の代わりに比較
例１～２、５のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料をそれぞれ用いた以外は実施例３
０と同様にして、比較例１６～１８の電子写真感光体及び電子写真装置を作製した。
【０３５７】
（実施例３４）
　電荷発生層形成用塗布液を調製する際に用いる結着樹脂として、上記一般式（７）で表
されるビスフェノールＺ型ポリカーボネート樹脂６重量部の代わりに、下記一般式（８）
で表されるビスフェノールＣポリアリレート樹脂（粘度平均分子量：４万）６重量部を用
いた以外は実施例３０と同様にして、実施例３４の電子写真感光体及び電子写真装置を作
製した。
【化３０】

【０３５８】
（実施例３５～３６）
　電荷発生材料として実施例１のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の代わりに実施
例３～４のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料をそれぞれ用いた以外は実施例３４と
同様にして、実施例３５～３６の電子写真感光体及び電子写真装置を作製した。
【０３５９】
（比較例１９～２１）
　電荷発生材料として実施例１のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の代わりに比較
例１～２、５のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料をそれぞれ用いた以外は実施例３
４と同様にして、比較例１９～２１の電子写真感光体及び電子写真装置を作製した。
【０３６０】
〔実施例２３～３６及び比較例１３～２１の電子写真感光体及び電子写真装置の特性評価
試験〕
（１）電荷発生層の分光吸収スペクトル測定
　実施例２３～３６及び比較例１３～２１で用いた電荷発生層形成用塗布液の構成材料の
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調製した。この塗布液をガラスプレート上に浸漬塗布し、分光吸収スペクトル測定用の電
荷発生層を作製した。ここで、引き上げ速度は５０～２００ｍｍ／ｍｉｎの範囲とした。
得られた電荷発生層について、分光光度計（Ｕ－２０００、日立製作所社製）を用いて、
分光吸収スペクトルを測定した。そして、得られた分光吸収スペクトルから、６００～７
００ｎｍの波長範囲における最大ピークと８１０～８５０ｎｍの波長範囲における最大ピ
ークとの比（６００～７００ｎｍの波長範囲における最大ピーク／８１０～８５０ｎｍの
波長範囲における最大ピーク）で表されるピーク比を求めた。その結果を表４に示す。な
お、使用したヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の最大ピーク波長（λＭＡＸ）につ
いても表４に示す。
【０３６１】
　なお、塗膜の分光吸収スペクトルについては、電子写真感光体上であっても、種々の方
法により測定可能である。例えば、該ヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料含有層より
表面に形成される層が、６００～９００ｎｍの範囲に吸収を示さない場合は、電子写真感
光体の反射光スペクトルを測定することで、得ることができる。また、あるいは、該ヒド
ロキシガリウムフタロシアニン顔料含有層より表面に形成される層が、６００～９００ｎ
ｍの範囲に吸収を示す場合であっても、これらの層を溶出させ、該ヒドロキシガリウムフ
タロシアニン顔料含有層からの反射光スペクトルを測定することで、得ることができる。
【０３６２】
（２）使用初期の特性評価
　実施例２３～３６及び比較例１３～２１の電子写真装置を用いて電子写真プロセスを１
回行った。このとき、帯電後の感光体表面の帯電電位（ＶＨ）、露光後の感光体表面の帯
電電位（ＶＬ）を測定した。その結果を表４に示す。
【０３６３】
（３）繰り返し特性の評価
　実施例２３～３６及び比較例１３～２１の電子写真装置を用いて電子写真プロセスを６
０万回繰り返した。６０万回目の電子写真プロセスにおいて、帯電後の感光体表面の帯電
電位（ＶＨ）、露光後の感光体表面の帯電電位（ＶＬ）、及び感光層の膜厚を測定した。
また、形成した画像の画質（濃度低下の有無）を評価した。その結果を表４に示す。
【０３６４】
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【表４】

【０３６５】
（実施例３７）
　〔電子写真感光体の作製〕
　シランカップリング剤（ＫＢＭ６０３、信越化学社製）で表面処理を行った酸化亜鉛（
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平均粒子径７０ｎｍ、比表面積値１５ｍ２／ｇ、テイカ社製試作品）６０重量部、硬化剤
としてブロック化イソシアネート（スミジュール３１７５、住友バイエルンウレタン社製
）１５重量部、ブチラール樹脂（ＢＭ－１、積水化学社製）１５重量部をメチルエチルケ
トン８５重量部に溶解した溶液３８重量部と、メチルエチルケトン２５重量部とを混合し
、１ｍｍφのガラスビーズを用いてサンドミルにて２時間の分散を行い、分散液を得た。
得られた分散液に触媒としてジオクチルスズジラウレート０．００５重量部を添加し、下
引層形成用塗布液を得た。この塗布液を浸漬塗布法にて直径３０ｍｍ、長さ３４０ｍｍ、
肉厚１ｍｍのアルミニウム基体上に塗布し、１６０℃、１００分の乾燥硬化を行って、膜
厚２０μｍの下引層を得た。
【０３６６】
　次に、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合樹脂（ＶＭＣＨ、日本ユニカー社製）１０重量部
を酢酸ｎ－ブチル３００重量部に溶解させた溶液と、実施例１で得られたヒドロキシガリ
ウムフタロシアニン顔料１５重量部とを混合し、分散室の容積に対して３０体積％の外径
１ｍｍのガラスビーズとともに１００分間横型サンドミルで分散して、電荷発生層形成用
塗布液を調製した。この塗布液を上記下引層上に浸漬塗布し、乾燥して膜厚０．２０μｍ
の電荷発生層を形成した。
【０３６７】
　更に、電荷輸送物質としてＮ，Ｎ’－ジフェニル－Ｎ，Ｎ’－ビス（３－メチルフェニ
ル）－［１，１’－ビフェニル］－４，４’－ジアミン４重量部、及び結着樹脂として上
記一般式（７）で表される粘度平均分子量が４万のビスフェノールＺ型ポリカーボネート
樹脂６重量部を、テトラヒドロフラン６０重量部に加えて溶解させ、電荷輸送層形成用塗
布液を調製した。この塗布液を上記電荷発生層上に浸漬塗布し、１３０℃で４０分間加熱
乾燥して、膜厚３３μｍの電荷輸送層を形成し、目的の電子写真感光体（電子写真感光体
ドラム）を作製した。
【０３６８】
〔電子写真装置の作製〕
　得られた電子写真感光体を、図４に示す構成を有するフルカラープリンター（Ｄｏｃｕ
Ｃｅｎｔｅｒ　Ｃｏｌｏｒ　４００ＣＰ、富士ゼロックス社製）を改造した装置に搭載し
て電子写真装置を作製した。
【０３６９】
　ここで、電子写真装置における露光手段は、静止状態の前記電子写真感光体を起動させ
てから該電子写真感光体が１回転する間に、該電子写真感光体上に静電潜像を形成する手
段である。
【０３７０】
（実施例３８～４０）
　電荷発生材料として実施例１のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の代わりに実施
例３～５のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料をそれぞれ用いた以外は実施例３７と
同様にして、実施例３８～４０の電子写真感光体及び電子写真装置を作製した。
【０３７１】
（比較例２２～２４）
　電荷発生材料として実施例１のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の代わりに比較
例１～２、５のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料をそれぞれ用いた以外は実施例２
３と同様にして、比較例１３～１５の電子写真感光体及び電子写真装置を作製した。
【０３７２】
（実施例４１）
〔電子写真感光体の作製〕
　シランカップリング剤（ＫＢＭ６０３：信越化学社製）で表面処理を行った酸化亜鉛（
平均粒子径７０ｎｍ、比表面積値１５ｍ２／ｇ、テイカ社製試作品）６０重量部、硬化剤
としてブロック化イソシアネート（スミジュール３１７５、住友バイエルンウレタン社製
）１５重量部、ブチラール樹脂（ＢＭ－１、積水化学社製）１５重量部をメチルエチルケ



(63) JP 4635461 B2 2011.2.23

10

20

30

40

50

トン８５重量部に溶解した溶液３８重量部と、メチルエチルケトン２５重量部とを混合し
、１ｍｍφのガラスビーズを用いてサンドミルにて１．５時間の分散を行い、分散液を得
た。得られた分散液に触媒としてジオクチルスズジラウレート０．００５重量部を添加し
、下引層形成用塗布液を得た。この塗布液を浸漬塗布法にて直径３０ｍｍ、長さ３４０ｍ
ｍ、肉厚１ｍｍのアルミニウム基体上に塗布し、１６０℃、１００分の乾燥硬化を行って
、膜厚１８μｍの下引層を得た。
【０３７３】
　次に、ポリビニルブチラール樹脂（エスレックＢＭ－Ｓ、積水化学社製）４重量部をｎ
－ブチルアルコール１７０重量部に溶解させ、そこへ有機ジルコニウム化合物（アセチル
アセトンジルコニウムブチレート）３０重量部及び有機シラン化合物（γ－アミノプロピ
ルトリメトキシシラン）３重量部を加えて混合攪拌し、中間層形成用塗布液を調製した。
この塗布液を上記下引層上に浸漬塗布し、１５０℃で１時間加熱乾燥して膜厚１．２μｍ
の中間層を形成した。
【０３７４】
　次に、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合樹脂（ＶＭＣＨ、日本ユニカー社製）１０重量部
を酢酸ｎ－ブチル３００重量部に溶解させた溶液と、実施例１で得られたヒドロキシガリ
ウムフタロシアニン顔料１５重量部とを混合し、分散室の容積に対して３０体積％の外径
１ｍｍのガラスビーズとともに１００分間横型サンドミルで分散して、電荷発生層形成用
塗布液を調製した。この塗布液を上記中間層上に浸漬塗布し、乾燥して膜厚０．２０μｍ
の電荷発生層を形成した。
【０３７５】
　更に、電荷輸送物質としてＮ，Ｎ’－ジフェニル－Ｎ，Ｎ’－ビス（３－メチルフェニ
ル）－［１，１’－ビフェニル］－４，４’－ジアミン４重量部、及び結着樹脂として上
記一般式（７）で表される粘度平均分子量が４万のビスフェノールＺ型ポリカーボネート
樹脂６重量部を、テトラヒドロフラン６０重量部に加えて溶解させ、電荷輸送層形成用塗
布液を調製した。この塗布液を上記電荷発生層上に浸漬塗布し、１３０℃で４０分間加熱
乾燥して、膜厚３３μｍの電荷輸送層を形成し、目的の電子写真感光体（電子写真感光体
ドラム）を作製した。
【０３７６】
〔電子写真装置の作製〕
　上記のようにして作製した電子写真感光体を用いた以外は実施例３７と同様にして、実
施例４１の電子写真装置を作製した。
【０３７７】
（実施例４２～４４）
　電荷発生材料として実施例１のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の代わりに実施
例３～５のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料をそれぞれ用いた以外は実施例４１と
同様にして、実施例４２～４４の電子写真感光体及び電子写真装置を作製した。
【０３７８】
（比較例２５～２７）
　電荷発生材料として実施例１のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の代わりに比較
例１～２、５のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料をそれぞれ用いた以外は実施例４
１と同様にして、比較例２５～２７の電子写真感光体及び電子写真装置を作製した。
【０３７９】
（実施例４５）
　電荷発生層形成用塗布液を調製する際に用いる結着樹脂として、上記一般式（７）で表
されるビスフェノールＺ型ポリカーボネート樹脂６重量部の代わりに、上記一般式（８）
で表されるビスフェノールＣポリアリレート樹脂（粘度平均分子量：４万）６重量部を用
いた以外は実施例４１と同様にして、実施例４５の電子写真感光体及び電子写真装置を作
製した。
【０３８０】
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（実施例４６～４７）
　電荷発生材料として実施例１のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の代わりに実施
例３～４のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料をそれぞれ用いた以外は実施例４５と
同様にして、実施例４６～４７の電子写真感光体及び電子写真装置を作製した。
【０３８１】
（比較例２８～３０）
　電荷発生材料として実施例１のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の代わりに比較
例１～２、５のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料をそれぞれ用いた以外は実施例４
５と同様にして、比較例２８～３０の電子写真感光体及び電子写真装置を作製した。
【０３８２】
〔実施例３７～４７及び比較例２２～３０の電子写真装置の特性評価試験〕
（１）画質評価
　実施例３７～４７及び比較例２２～３０の電子写真装置を用い、静止状態の電子写真感
光体を起動させ、空回転を行わずに１回転目から電子写真感光体上に静電潜像を形成し、
１枚目、２枚目及び３枚目の画像の画質を評価した。その結果を表５に示す。なお、使用
したヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の最大ピーク波長（λＭＡＸ）についても表
５に示す。
【０３８３】
【表５】

【０３８４】
（実施例４８）
　〔感光層形成用塗布液の作製〕
　塩化ビニル－酢酸ビニル共重合樹脂（ＶＭＣＨ、日本ユニカー社製）１０重量部を酢酸
ｎ－ブチル３００重量部に溶解させた溶液と、実施例１で得られたヒドロキシガリウムフ
タロシアニン顔料１５重量部とを混合し、混合液を得た。次いで、容量１４００ｍｌの分
散室内に外径１ｍｍのガラスビーズが充填率４０体積％で充填された横型サンドミルを用
い、上記混合液を流量１４００ｍｌ／分で循環させながら１００分間分散することで、分
散液を得た。このとき、（ＶＣ／ＶＯ）の値は１であった。そして、得られた分散液を、
遠心分離機（ＳＣＲ２０ＢＢ、ＨＩＴＡＣＨＩ社製）を用い、回転速度８，３００ｒｐｍ
にて３０分間遠心沈降処理を行い、電荷発生層形成用塗布液を得た。



(65) JP 4635461 B2 2011.2.23

10

20

30

40

50

【０３８５】
　〔電子写真感光体の作製〕
　ポリビニルブチラール樹脂（エスレックＢＭ－Ｓ、積水化学社製）４重量部をｎ－ブチ
ルアルコール１７０重量部に溶解させ、そこへ有機ジルコニウム化合物（アセチルアセト
ンジルコニウムブチレート）３０重量部及び有機シラン化合物（γ－アミノプロピルトリ
メトキシシラン）３重量部を加えて混合攪拌し、下引層形成用塗布液を調製した。この塗
布液を、直径３０ｍｍ、長さ３４０ｍｍ、肉厚１ｍｍのアルミニウム基材上に浸漬塗布し
、１５０℃において１時間の硬化処理を行い、膜厚１．２μｍの下引層を得た。
【０３８６】
　次に、上記電荷発生層形成用塗布液を、上記下引層上に浸漬塗布し、１００℃で１０分
間加熱乾燥して膜厚０．２μｍの電荷発生層を形成した。
【０３８７】
　更に、電荷輸送物質としてＮ，Ｎ’－ジフェニル－Ｎ，Ｎ’－ビス（３－メチルフェニ
ル）－［１，１’－ビフェニル］－４，４’－ジアミン４重量部、及び結着樹脂として上
記一般式（７）で表される粘度平均分子量が４万のビスフェノールＺ型ポリカーボネート
樹脂６重量部を、テトラヒドロフラン６０重量部に加えて溶解させ、電荷輸送層形成用塗
布液を調製した。この塗布液を上記電荷発生層上に浸漬塗布し、１３０℃で４０分間加熱
乾燥して、膜厚２５μｍの電荷輸送層を形成し、目的の電子写真感光体（電子写真感光体
ドラム）を作製した。
【０３８８】
〔電子写真装置の作製〕
　得られた電子写真感光体を、図４に示す構成を有するフルカラープリンター（Ｄｏｃｕ
Ｃｅｎｔｅｒ　Ｃ２２２０、富士ゼロックス社製）に搭載して電子写真装置を作製した。
【０３８９】
（実施例４９）
　電荷発生材料として実施例１のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の代わりに実施
例２のヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料を用い、電荷発生層形成用塗布液を作製す
る際に、横型サンドミルにおけるガラスビーズの充填率、及び、混合液の循環流量を表６
に示す値とした以外は実施例４８と同様にして、実施例４９の電子写真感光体及び電子写
真装置を作製した。
【０３９０】
（実施例５０）
　電荷発生材料として実施例４８で作成したヒドロキシガリウムフタロシアニン分散液に
遠心沈降処理を行わないまま電荷発生層塗布液とした以外は実施例４８と同様にして、実
施例５０の電子写真感光体及び電子写真装置を作製した。
【０３９１】
（実施例５１～５４）
　電荷発生層形成用塗布液を作製する際に、横型サンドミルにおけるガラスビーズの充填
率、及び、混合液の循環流量を表６に示す値とした以外は実施例４８と同様にして、実施
例５１～５４の電子写真感光体及び電子写真装置を作製した。
【０３９３】
（比較例３１～３３）
　電荷発生層形成用塗布液を作製する際に、横型サンドミルにおけるガラスビーズの充填
率、及び、混合液の循環流量を表６に示す値とした以外は実施例４８と同様にして、比較
例３１～３３の電子写真感光体及び電子写真装置を作製した。
【０３９４】
〔ヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の物性測定〕
　実施例４８～５４及び比較例３１～３２で用いた使用したヒドロキシガリウムフタロシ
アニン顔料の最大ピーク波長（λＭＡＸ）を表６に示す。
【０３９５】
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【表６】

【０３９６】
〔実施例４８～５４及び比較例３１～３３の電子写真感光体及び電子写真装置の特性評価
試験〕
（１）電子写真感光体の特性評価
実施例４８～５４及び比較例３１～３３の電子写真装置を用い、常温常湿下（２０℃、４
０％ＲＨ）で下記工程（Ａ）～（Ｃ）を行った。
（Ａ）：グリッド印加電圧－７００Ｖのスコロトロン帯電器で電子写真感光体を帯電させ
る帯電工程、
（Ｂ）：（Ａ）の１秒後に波長７８０ｎｍの半導体レーザを用いて１０．０ｅｒｇ／ｃｍ
２の光を照射して放電させる露光工程、
（Ｃ）：工程（Ａ）の３秒後に５０．０ｅｒｇ／ｃｍ２の赤色ＬＥＤ光を照射して除電す
る除電工程。
　このとき、レーザープリンター改造スキャナー（富士ゼロックス製、ＸＰ－１５を改造
したもの）を用いて、（Ａ）での帯電電位ＶＨ、及び、（Ｂ）での帯電電位ＶＬを測定し
た。なお、このＶＨ及びＶＬは、初期（１回目）及び１０万回繰り返し後に測定した。そ
の結果を表７に示す。
（２）画像品質評価
　実施例４８～５４及び比較例３１～３３の電子写真装置を用い、上記工程（Ａ）～（Ｃ
）を行った際の初期及び１０万回繰り返し後の画像品質を、高温高湿下（２８℃、８５％
ＲＨ）で画像を出力して評価した。なお、画質は、かぶり及びゴーストの画質欠陥の発生
の有無について評価した。その結果を表７に示す。
【０３９７】



(67) JP 4635461 B2 2011.2.23

10

20

30

40

50

【表７】

【図面の簡単な説明】
【０３９８】
【図１】（ａ）～（ｃ）は、それぞれ本発明の電子写真感光体の第一～第三実施形態を示
す模式断面図である。
【図２】（ａ）～（ｂ）は、それぞれ本発明の電子写真感光体の他の実施形態を示す模式
断面図である。
【図３】本発明の電子写真装置の好適な一実施形態の基本構成を概略的に示す断面図であ
る。
【図４】本発明の電子写真装置の他の好適な一実施形態の基本構成を概略的に示す断面図
である。
【図５】本発明のプロセスカートリッジの好適な一実施形態の基本構成を概略的に示す断
面図である。
【図６】実施例において合成したＩ型ヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の粉末Ｘ線
回折図である。
【図７】実施例１において作製したヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の粉末Ｘ線回
折図である。
【図８】実施例２において作製したヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の粉末Ｘ線回
折図である。
【図９】実施例３において作製したヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の粉末Ｘ線回
折図である。
【図１０】比較例１において作製したヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の粉末Ｘ線
回折図である。
【図１１】比較例２において作製したヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の粉末Ｘ線
回折図である。
【図１２】実施例１において作製したヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の分光吸収
スペクトルである。
【図１３】実施例２において作製したヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の分光吸収
スペクトルである。
【図１４】実施例３において作製したヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の分光吸収
スペクトルである。
【図１５】実施例７において作製したヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の分光吸収
スペクトルである。
【図１６】比較例１において作製したヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の分光吸収
スペクトルである。
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【図１７】比較例２において作製したヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の分光吸収
スペクトルである。
【図１８】比較例４において作製したヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の分光吸収
スペクトルである。
【図１９】実施例１において作製したヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の透過型電
子顕微鏡写真である。
【図２０】実施例２において作製したヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の透過型電
子顕微鏡写真である。
【図２１】実施例３において作製したヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の透過型電
子顕微鏡写真である。
【図２２】比較例１において作製したヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の透過型電
子顕微鏡写真である。
【図２３】比較例２において作製したヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の透過型電
子顕微鏡写真である。
【図２４】実施例１１においてヒドロキシガリウムフタロシアニン顔料の結晶変換時の最
大ピーク波長λＭＡＸの経時変化を示したグラフである。
【図２５】本発明の電子写真感光体の他の実施形態を示す模式断面図である。
【図２６】電子写真プロセスが所定回数繰り返されたときに感光層の帯電電位を低下させ
る方法の一例を示す工程図である。
【図２７】（ａ）及び（ｂ）はそれぞれ電子写真プロセスの繰り返し数と感光層に印可さ
れる電場との相関（電場の低減スケジュール）の一例を示すグラフである。
【図２８】本発明の電子写真装置の他の好適な一実施形態の基本構成を概略的に示す断面
図である。
【図２９】本発明のプロセスカートリッジの他の好適な一実施形態の基本構成を概略的に
示す断面図である。
【符号の説明】
【０３９９】
　１…電荷発生層、２…電荷輸送層、３…導電性支持体、４…下引層、５…保護層、６…
感光層、７…電子写真感光体、８…帯電手段、９…電源、１０…露光手段、１１…現像手
段、１２…転写手段、１３…クリーニング手段、１４…除電器、１５…定着装置、１６…
取り付けレール、１８…露光のための開口部、２０…被転写体、３０…中間層、１００，
１１０，１２０，１３０，１４０…電子写真感光体、２００，２１０，２２０…電子写真
装置、２０８…帯電装置、２０９…電源、２１０…露光装置、２１１…現像装置、２１２
…転写装置、２１３…クリーニング装置、２１４…除電器、２１５…定着装置、２１６…
取り付けレール、２１７…除電露光のための開口部、２１８…露光のための開口部、３０
０…プロセスカートリッジ、５００・・・被転写媒体。
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